
（平成２１年３月11日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

国民年金関係 26 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 77 件

国民年金関係 56 件

厚生年金関係 21 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 2071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年６月の国民年金保険料を納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： ① 昭和 59年１月から 60年３月まで 

② 昭和 60年７月から 61年 12月まで 

③ 昭和 62年６月 

        私は、国民年金に加入してから一度も保険料の納付を忘れたことが無く、

納付書により金融機関で納付し、昭和 62 年度以降は口座振替により納付し

ていた。昭和 63 年７月に住居での災害により、領収書等は無くなってしま

ったが、保険料を未納にすること無く納付していたことは間違いないので社

会保険庁の記録が未納とされていることに納得できない。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②の直後の昭和 62 年１月以降については、申立期間③

の１か月を除き保険料をすべて納付しており、また、同年４月からは申立てど

おり口座振替により納付していることが推定できることから、保険料の納付意

識が高かったものと考えられる。 

申立期間③については何らかの事情により残高不足が生じ保険料が振替不

能となったことが推測されるが、保険料が振替不能となった場合には、後日市

役所又は社会保険事務所から納付書が送付されることとなっている。申立人は

振替不能であったとみられる平成４年７月分の保険料について、５年 10月 15

日に過年度納付していることが確認でき、申立人の納付意識の高さからみて、

申立期間③に係る納付書を受け取っていたにもかかわらず、当該期間について

保険料を未納のまま放置していたとは考え難く、その後に届いた納付書により

納付していたとみるのが相当である。 

一方、申立人は国民年金に加入後、保険料を未納にすること無く納付してい

たと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の手



帳記号番号は昭和 60 年８月に払い出されていることが確認でき、この手帳記

号番号によっては、申立期間①の保険料は制度上、現年度納付することはでき

ず申立人の陳述とは符合しない。また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調

査や氏名の別読み検索によっても申立人について別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人の申立期間②における具体的な納付方法等の記憶は不明確で

あり、納付をめぐる事情について具体的な供述は得られなかったほか、Ａ市で

は昭和 62 年３月まで３か月単位での保険料の収納を行っていたが、申立人が

申立期間②に係る保険料を納付書により納付していたにもかかわらず、金融機

関、市役所及び社会保険事務所において６期分（18 か月）の保険料収納に係

る事務的過誤が継続していたとは考え難い。 

このほか申立人が申立期間①及び②の保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62年６月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年７月から同年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 23年生         

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年７月から同年 11月まで 

    私は父親から果たすべき「義務と責任」として、選挙権や国民年金のこと

を諭されていたこともあり、昭和 43 年２月に、Ａ市の国民年金の窓口で加

入手続をし、以後３か月毎に保険料を支払っていた。48 年７月に友人を頼

りＡ市からＢ市に転居し、すぐに国民年金の住所変更手続を行った。その後

国民年金の納付書が届いたので、同年 10月 19日にＢ市の年金窓口で同年７

月から同年 11 月までの保険料を支払った。当時の保険料額は月額 550 円で

あり、５か月分なので 2,750円を支払った。 

しかし、申立期間の国民年金保険料が未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年２月から平成９年７月までの国民年金保険料について

申立期間及び厚生年金保険加入期間を除き完納しており、厚生年金保険と国民

年金の切替手続も的確に行われていることから、申立人の国民年金保険料の納

付意識が高いものと考えられる。            

また、申立人はＡ市からＢ市に転入した際にすぐに国民年金の住所変更手続

を行い、昭和 48 年 10月 19 日にＢ市役所の年金窓口で、５か月分の保険料と

して 2,750円を納付したと申し立てているところ、申立人の国民年金手帳には

住所変更手続が的確に行われたことが確認できる上、その保険料納付をめぐる

申立内容は具体的である。さらに、申立ての保険料額も実際の保険料と符合し

ており、申立内容に不自然な点は認められない。 

加えて、保険料の納付方法について、Ｂ市では昭和 47 年４月から納付書方

式となっており、申立内容と符合する。 

以上のことから、国民年金保険料の納付意識が高い申立人が、申立期間の５



か月間の保険料についてのみ、手元に納付書がありながら未納のまま放置して

おいたとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2073 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年５月から 60年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から 60年４月まで 

    昭和 55年ごろだと思うが、夫が国民年金の加入手続を行った。 

また、加入後の国民年金保険料については、夫が納付していたので、その

金額やどこで、どのようにということはよく知らないが、満期になるまで納

付書により必ず納めてきたと夫から聞かされているので、未納期間とされて

いるのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料の納付記録をみると、加入手続を行ったとする昭和

55年４月以降、申立期間の 12か月を除き、60歳到達日が属する月の前月まで

の保険料（厚生年金保険被保険者期間、３号被保険者期間を除く）がすべて納

付されており、申立人の保険料に係る納付意識が高いものと考えられる。 

また、Ａ市では、昭和 54 年４月以降は納付書による保険料収納を行ってお

り、納付書で保険料を納付したとする申立人の夫の陳述はこれと符合する。 

さらに、昭和 55 年４月以降の申立人の厚生年金保険及び国民年金の記録を

みると、申立期間以外の時期において３回、厚生年金保険から国民年金への変

更手続が行われているが、その手続はいずれも適切に行われており、かつ、こ

の間の保険料は、現年度納付と過年度納付の違いはあるものの漏れ無く納付さ

れている。 

加えて、申立人の国民年金被保険者資格の訂正履歴をみると、昭和 59 年５

月の被保険者資格の取得は、申立期間当時に適切に行われていることが社会保

険庁の記録により推定でき、厚生年金保険から国民年金への変更手続を行いな

がら申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難く、申立期間の保険料は納

付されていたと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2074 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月から 46年 11月まで 

             ② 昭和 46年 12月から 49年３月まで 

      ③ 昭和 50年４月から同年９月まで 

昭和 39 年７月ごろにＡ市に転居した後、私だけは国民年金に加入した方

が良いと、夫が私の国民年金加入手続をした。また、国民年金保険料は夫が

納付書で納付していた（申立期間①）。 

昭和 46年 12月にＢ市に転居してからも、市役所から納付書が送られてき

て、夫が保険料を納付していたと思う（申立期間②）。 

時期ははっきりしないが、何か月間かの未納期間があり、この間の保険料

はさかのぼって納付しなければならないと夫がＢ市役所から教えられ、その

未納の保険料を夫が納付した記憶がある。 

申立期間①、②及び③については、保険料が未納とされていることには納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、申立人は国民年金保険料の未納期間があることを申

立人の夫がＢ市から聞き、未納分の保険料をその夫が納付したと陳述している

ところ、同市の被保険者名簿の申立期間③の納付欄に「51.３再」の事蹟
じ せ き

が確

認でき、この事蹟
じ せ き

について、同市国民年金課では「納付書を再発行したという

ことだと思う。」としており、このＢ市の回答は、申立人の夫の陳述と符合し

ている。 

また、Ｂ市の被保険者名簿の納付記録をみると、申立期間③直後の昭和 50

年 10月から 52年９月までの期間は、６か月ごとに一括して保険料が納付され



ていることが確認でき、申立期間③が６か月間であることは、申立人の夫の納

付行動と一致している。 

さらに、申立期間③及びその前後の時期において、申立人夫婦の住所及び保

険料を納付していたとされる申立人の夫の職業は変わりが無く、生活環境にそ

れまでと大きな変化も認められないことから、申立人の夫において、申立期間

③の申立人の保険料を納付したと考えるのが相当である。 

一方、申立期間①については、申立人の手帳記号番号の払出時期が昭和 49

年 10 月であることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できる上、申立

人に別の手帳記号番号が払い出された事情等は見当たらなかったことから、こ

の手帳記号番号の払出時点では、申立期間①の保険料は制度上納付することが

できない。 

また、申立人の夫が陳述する納付直後の保険料額は、当時の保険料額と相当

かい離している。 

次に、申立期間②については、申立人の手帳記号番号の払出しが昭和 49 年

10 月であることから、この払出時点では申立期間②の一部の保険料は、制度

上保険料を納付することができない。 

また、国民年金に係る住所変更手続や保険料納付をしたとされる申立人の夫

は、Ａ市からＢ市への住所変更手続の詳細や申立期間②に係る保険料の金額を

はっきり覚えていないなど記憶はあいまいである。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2075 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年１月から同年３月まで 

                          ② 昭和 54年７月から 55年８月まで 

                      ③ 平成 10年８月から 15年３月まで 

    私は、実家に帰省していた昭和 54年８月 11日にＡ市役所へ行き、同年４

月から同年６月までの国民年金保険料を納付した。その後、電車で 30 分ぐ

らいの所にあるＢ社会保険事務所に出向き同年１月から同年３月までの保

険料を納付した（申立期間①）。 

    社会保険庁の記録では、昭和 54年７月から 55年８月までの期間及び平成

10年８月から 15年３月までの期間について、申請免除となっているが、私

は免除を申請した記憶は無く、保険料を納付したと思う。 

また、昭和 54年７月から 55年８月までの保険料の納付時期、場所や保険

料額などは、はっきりと覚えていないが、後からさかのぼって納付したかも

しれない（申立期間②）。 

さらに、平成 10年８月から 15年３月までの保険料は、２回に分けてさか

のぼって納付した記憶があるが、それぞれの保険料額と１回目の納付時期は

覚えていない。２回目は固定資産税などを納めた時と同じ同年 12月 10日だ

ったと思う（申立期間③）。 

申立期間①、②及び③について、納付済期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は昭和 54年８月 11日に市役所で現年度保険

料を納付した後、過年度納付用の納付書を持参してＢ社会保険事務所に出向き、

窓口で保険料を納付した、その際、その納付書は領収印が無いまま返されたの



で、現在もそのまま持っていると陳述している。 

ところで、申立人は、同日に市役所に出向いて現年度保険料を納付したとし

ているところ、その陳述内容については昭和 54年８月 11日付けの同年４月か

ら同年６月までの現年度保険料領収書を所持していることから確かなものと

推定できる。 

また、Ｂ社会保険事務所では、申立人が保管している申立期間①に係る納付

書は、金融機関を利用して過年度保険料を納付する時に使用するものであり、

社会保険事務所の窓口では同納付書を使用して保険料を納付することができ

ないことから、過年度保険料を窓口で受領した場合には、国民年金保険料現金

領収証書に必要事項を記入して納付者に交付するとしており、窓口で領収印の

無い納付書をそのまま返されたとする申立人の陳述内容に不自然な点は無い。 

さらに、申立期間①は３か月間と短期間である上、当該期間の保険料納付を

めぐる申立人の陳述内容は具体的であり、申立人は申立期間①の保険料を過年

度納付したと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②及び③については、申立人は免除を申請した記憶が無いと

しているが、申請免除は、制度上、本人が市町村窓口において申請を行い、社

会保険事務所の申請免除に係る審査結果はその都度、社会保険事務所から申請

者に対して書面をもって通知されることになっており、申請者は免除を知り得

る立場にあるところ、申立人は、申立期間③のすべての期間に係る申立人宛の

国民年金保険料免除申請承認通知書を保管しており、免除申請手続を行った記

憶が無いとする申立人の陳述内容は矛盾する。 

また、申立期間②についても、申立人に係る特殊台帳には昭和 54 年度欄に

「申免（７～３）」、55年４月から同年８月までの各月欄に「申免」との事蹟
じ せ き

が

残されており、申立人は申立期間②の期間の保険料を免除されたものと推定で

きる。 

さらに、申立人は、申立期間②及び③の保険料を後日に納付したかもしれな

いと申し立てているが、申請免除期間の保険料を追納するためには、被保険者

が自ら追納の申し出を行った上で、社会保険事務所から納付書が発行される手

続になるところ、特殊台帳及び社会保険庁の記録には追納に関する事蹟
じ せ き

は無い

上、申立人には追納手続に関する記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間②及び③に係る保険料が納付されていたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間②及び③の保険

料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭 

和 54年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら 

れる。



大阪国民年金 事案 2076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から38年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

私は、昭和 37 年の初夏のころ、親から頼まれてＡ市役所へ税金の納付に

出向いた際、市の職員から、国民年金制度が前の年に始まったということで

加入を勧められて、その場で国民年金の加入手続を行った。この加入の際に、

職員から、国民年金保険料を初めから納めた方が良いと言われたので、前の

年とその年の２年分の保険料として 2,400円をその場で納めた記憶がある。 

それなのに、申立期間の保険料が未納とされており、納得がいかない。記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の年金記録をみると、平成２年８月以降も４年３月まで国民年金に高

齢任意加入し、申立期間を除き、昭和 38 年４月からの国民年金加入期間の保

険料を完納しており、申立人の保険料納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期に係る国民年金手帳記号番号

払出簿をみると、手帳記号番号の順番は時系列に整序されておらず、申立人の

手帳記号番号が申立人の陳述する昭和 37 年の初夏ごろに払い出されている可

能性もあり、この陳述の時期であれば昭和 36 年度及び 37年度の２か年度分の

保険料を納付することは可能であり、申立人の陳述に矛盾は無い。 

さらに、申立人は昭和 36年に数か月間だけアルバイトをし、その翌 37年の

初夏のころに国民年金へ加入したと加入時期にまつわる事情を陳述するとこ

ろ、今回の調査により、36年９月から同年 12月までの申立人の厚生年金保険

の加入記録が生年月日相違で別人の記録として統合されていなかったことが

確認でき、申立人の申立期間当時の記憶の確かさが推認できる。 



このほか、申立て時点において年金受給権を有し、かつ加入可能月数を完納

している申立人が納付したとする申立期間の保険料については、納付していた

と考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2077 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年１月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 44年３月まで 

私は、昭和 41 年５月に結婚して１年間ほどＡ市に住んでいたが、そのこ

ろ、国民年金の集金人が来るようになり、私が夫婦二人分の国民年金保険料

を集金人に納めていたと思う。 

この後、Ｂ市に転居してからは間違いなく、私が夫婦二人分の保険料を納

めた。 

申立期間の保険料については、Ｂ市に住んでいる時に、夫が特例納付制

度を利用して、夫婦二人の国民年金の未納保険料をすべて納めた記憶があり、

今も「のびゆく国民年金」いう特例納付の説明などが書かれた社会保険事務

所などの名前の入ったチラシを保管している。 

申立期間の保険料については、夫が夫婦二人分を納付したはずなので、

夫の分は納付済みとなっていると思うが私の分が未納とされており、納得が

いかない。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の年金記録をみると、平成 15 年１月以降も 19 年 12 月まで国民年金

に高齢任意加入し、申立期間を除き、昭和 44 年４月からの国民年金加入期間

の保険料を完納しており、申立人の保険料納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人が昭和 52 年から居住しているＣ市の申立人に係る国民年金被

保険者名簿の検認記録欄には、38 年１月から申立期間を含む 52 年３月まで

「他」と事蹟
じ せ き

が記されているところ、Ｃ市では、この事蹟
じ せ き

は同期間の保険料が

Ｃ市以外の市町村及び社会保険事務所で納付されたことを示しているとして

おり、申立期間の保険料は納付していたと推定できる。 

さらに、申立人が保管していたチラシについては、Ｄ社会保険事務局では、



当時のＤ県が作成したチラシであるとしており、そのチラシには「滞納保険料

はさかのぼって納められます。」、「納められる期限 47年６月末まで」などの内

容が記載されており、このチラシは特例納付制度の実施に併せて配布されたも

のと推定され、Ｂ市に住んでいる時に夫が特例納付を行ったとする申立人の陳

述と符合する。 

加えて、申立人は、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとしていると

ころ、昭和 44 年４月以降の申立人及びその夫の保険料は、すべて同じ日に納

付されていることが夫婦それぞれの年金手帳の検認日付及び保険料領収書の

それぞれの領収日付で確認できる。 

なお、申立人は、Ａ市に居住していた時期に集金人に保険料を納付した記憶

があるとしているところ、申立人が所持する国民年金手帳記号番号は、昭和

44 年３月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認

でき、制度上、この手帳記号番号を用いて当該期間保険料を集金人に納付する

ことはできないため、当該期間の保険料は特例納付されたと考えるのが自然で

ある。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年４月から同年 11 月までの期間及び 57 年２月から同年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から同年 11月まで 

      ② 昭和 57年２月から同年７月まで 

私が 20 歳の時から母が国民年金保険料を納付してくれていたので、昭和

51年にＡ県に来てからもそのまま引き継いで納付していました。 

今まで遅れることなく支払ってきているつもりなので、未納とされている

ことには納得できません。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳の時に国民年金に加入し、以後、保険料を遅れること無く

納付してきたのに未納期間があることに納得できないとして申し立てている。 

 そこで、申立人の国民年金保険料の納付記録をみると、申立期間を除き未納

期間は無い上、保険料は遅れること無く納付してきたとの陳述どおり、すべて

現年度納付されていることが確認でき、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

次に、社会保険庁の特殊台帳をみると、申立期間①については昭和 57年に、

申立期間②については同年及び 58 年にそれぞれ催告が行われていることが確

認できる。 

ところで、申立人は保険料の納付については、すべて現年度納付しているこ

とが確認できることから、申立人は納付書を受領すれば保険料を納付していた

と考えられるところ、当時、催告は未納期間に係る過年度保険料の納付書を送

付していたものであり、申立人が申立期間に係る納付書を受領しながら当該保

険料を納付しないことは、申立人の納付意識の高さ等を勘案すると不自然であ

ると考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金  事案 2079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

  基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住    所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  :  ① 昭和 41年２月及び同年３月 

            ② 昭和 45年１月から同年３月まで 

    昭和 41 年１月ごろにＡ市役所で夫婦二人同時に国民年金の加入手続をし

た。 

申立期間①については、自宅に来てくれていた集金人に夫婦二人分の保

険料を納付していた。当時の保険料額は一人 100円ぐらいであった。 

   申立期間②については、前後が納付済みとなっているのに３か月間だけ未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、平成 12年 11月までの期間について未納期間は

無く、納付状況の確認できる 262か月についてすべて現年度納付しており、昭

和 62 年度については前納していることから、納付意識が高かったものと考え

られる。 

まず、申立期間②について、申立人は申立期間に近接する昭和 44 年８月に

Ａ市内で転居しているが、転居後の同年９月から同年 12 月までの保険料を現

年度納付していることが確認できることから、転居に伴い未納となったとはみ

られない。 

また、申立人は、申立期間の前後の期間について現年度納付していることが

確認でき、申立人の納付意識の高さを鑑
かんが

みれば申立期間の３か月についても

現年度納付していたとみるのが自然である。 

次に、申立期間①についてみると、申立人の年金手帳は、申立人の手帳記号

番号の前後の任意加入者の資格取得日より、昭和 41年７月 29日から同年８月



６日までの期間に交付されていることが確認でき、この場合、申立期間の保険

料は過年度納付することとなるが、申立人夫婦の保険料の納付を担っていた申

立人の妻は、過年度の保険料を取り扱っていなかった集金人に納付していたと

している上、申立人が過年度保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当

たらなかった。 

また、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、氏名検索を行

ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①に係る国民年金保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 45 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



大阪国民年金 事案 2080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

  基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 10年生 

    住    所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  :   ① 昭和 41年２月及び同年３月  

             ② 昭和 45年１月から同年３月まで 

    昭和 41 年１月ごろにＡ市役所で夫婦二人同時に国民年金の加入手続をし

た。 

申立期間①については、自宅に来てくれていた集金人に夫婦二人分の保

険料を納付していた。当時の保険料額は一人 100円ぐらいであった。 

   申立期間②については、前後が納付済みとなっているのに３か月間だけ未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、平成７年３月までの期間について未納期間は無

く、納付状況の確認できる 332か月についてすべて現年度納付しており、昭和

62 年度については前納していることから、納付意識が高かったものと考えら

れる。 

まず、申立期間②について、申立人は申立期間に近接する昭和 44 年８月に

Ａ市内で転居しているが、転居後の同年９月から同年 12 月までの保険料を現

年度納付していることが確認できることから、転居に伴い未納となったとはみ

られない。 

また、申立人は、申立期間の前後の期間について現年度納付していることが

確認でき、申立人の納付意識の高さを鑑
かんが

みれば申立期間の３か月についても

現年度納付していたとみるのが自然である。 

次に、申立期間①についてみると、申立人の年金手帳は、申立人の国民年金



手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日より、昭和 41年７月 29日から

同年８月６日までの期間に交付されていることが確認でき、この場合、申立期

間の保険料は過年度納付することとなるが、申立人は、過年度の保険料を取り

扱っていなかった集金人に納付していたとしている上、申立人が過年度保険料

を納付したことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

また、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、氏名検索を行

ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①に係る国民年金保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 45 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



大阪国民年金 事案 2081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年４月から47年３月までの国民年金保険料については納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

    申立期間の保険料は、妻が当時居住していたＡ市役所で納めたと思う。 

昭和 47 年９月にＢ市に転居し、市役所に手続に行ったが、職員から未納

期間があるとの話は無く、話があれば一括で納付している。 

このころは、店の経営も順調で経済的にも支払えない理由は無い。 

未納とされている期間がちょうど１年度分というのも気になり、１年間も

の長期間の納付を忘れることも無いと思うので、未納となっていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人とその妻の納付記録をみると、申立期間の 12 か月を除き未納期間は

無く、昭和 47 年９月にＢ市へ転居した際の住所変更手続も適切に行われてお

り、納付意識の高さがうかがわれる。 

   次に、申立人とその妻の納付状況をみると、申立期間直前の昭和 45 年度を

除きすべて現年度納付されており、同年度の保険料について、申立人は昭和

46年９月に、その妻は同年 12月にそれぞれ一括して過年度納付しており、ま

た、申立期間直後の昭和 47年度の保険料は、Ｂ市に転居後の昭和 47年９月以

降に夫婦二人分共に一括して現年度納付していることが確認できる。 

このように、申立期間の保険料を現年度納付することが可能な期間に過年度

納付をしながら現年度納付をしないのは、申立人とその妻の納付意識の高さを

勘案すると不自然であると考えられる。 

また、申立人は申立期間の前後の期間において、生活に特段の大きな変化も

無かったとしている。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 2082 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51年 10 月から 52年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年２月から 50年 12月まで 

             ② 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

昭和 40年 12月以降、Ａ市役所に行った際、国民年金への加入を勧められ

加入した。そのとき、後日集金人が自宅に伺いますので保険料を納めて下さ

いと言われた。 

申立期間当時は、妻が集金人に保険料を納付し、年金手帳に丸印を押して

もらっていた。 

妻は、当時の保険料額は 200円から 250円であったと記憶している。 

私は、完納済みの手帳２冊を確認しているのに記録上未納期間があり納得

がいかない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②についてみると、申立人は、申立期間後の昭和 52 年度及び 53

年度の保険料を現年度納付しており、また、申立期間と連続する昭和 51 年１

月から同年９月までの９か月分の保険料は、昭和 53 年度に社会保険庁からの

催告を受け過年度納付していることが確認できることから、申立期間に当たる

６か月分の保険料も一緒に過年度納付したとみるのが自然である。 

次に、申立期間①についてみると、申立人は昭和 51 年１月から同年９月ま

での保険料を過年度納付していることが確認でき、集金人に納付していたとす

る申立人及びその妻の陳述と符合しない。 

また、申立人のＢ市への国民年金の住所変更は、昭和 52年９月 14日になさ

れていることがＢ市の国民年金被保険者台帳から確認でき、この場合、昭和

51 年度以前の保険料をＢ市で納付することはできない上、Ａ市において保険



料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

さらに、申立人は、昭和 53 年度の社会保険庁からの催告により納付可能な

昭和 51 年１月までさかのぼって保険料を納付していることが確認できるが、

制度上、この過年度納付をした時点において申立期間の保険料を納付すること

はできない。 

加えて、申立期間は９年度にわたる 99 か月に及び、これだけの期間、行政

側の納付記録等の事務的過誤が継続するとは考え難い上、別の手帳記号番号に

よる納付の可能性について、氏名の別読み検索を行ったが、別の手帳記号番号

の存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間①に係る国民年金保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51 年 10 月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



大阪国民年金 2083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年６月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

        

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 37年６月から 40年３月まで 

結婚後、地区担当の集金人に対し、ほかの住民同様に納付してきたはずで

ある。妻の資格取得後も妻だけが納付となっているのは納得できない。 

昭和 37年４月及び５月の納付実績があり、それ以降は納付していると思

われる。未納があれば必ず支払ったはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37年４月以降、平成 11年３月の前月まで、国民年金保険料

を完納していると申し立てている。 

そこで、申立人の手帳記号番号の払出時期をみると昭和 40年４月 15日であ

ることが、同手帳記号番号払出簿から確認でき、払出時点において、37年４

月から同年 12月までの期間の保険料は、制度上納付ができず、38年１月から

40年３月までの保険料は過年度納付が可能であることが分かる。 

しかし、社会保険庁の納付記録をみると昭和 37年４月及び同年５月の保険

料が納付済みと記録されており、この事実と符合しない。 

また、Ａ社会保険事務所が保管している、同手帳記号番号払出簿をみると、

申立人の妻は、申立人のすぐ後の番号を払い出されていることが確認できるが、

その払出時期は申立人より２月前の昭和 40 年２月となっており、不自然であ

る。 

さらに、申立人夫婦の前後に払い出された手帳記号番号の払出時期をみると、

昭和 39年６月又は同年７月であることが確認でき、申立人夫婦の手帳記号番

号も同時期に払い出された可能性が否定できない。 

加えて、申立人夫婦の前後の手帳記号番号を払い出された被保険者の加入記

録をみると、少なくとも、昭和 39年度中に払い出された可能性が高いことが



分かる。 

また、申立人は申立期間直後の昭和 40年４月以降、平成 11年３月の前月ま

では保険料を完納しており、納付意識の高さがうかがわれる。 

以上のことから、申立人は昭和 39年度中に国民年金の加入手続を行い、昭

和 37年４月から 40年３月までの国民年金保険料を過年度納付していたが、何

らかの事務的過誤が生じ、37年６月から 40 年３月までの納付記録が失われた

と考えることが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 2084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成９年４月 

私は、平成９年２月 21日に、国民健康保険への加入手続と併せて国民年

金の手続を行い、保険料の金額は覚えていないが、納付書により金融機関で

間違いなく納付している。同年３月分及び５月分が納付済みとなっているの

に、４月分だけを支払い忘れることなどあり得ない。申立期間当時は既に離

婚していたが、元夫との同居を継続しており、元夫の給料を私が管理してい

たので、保険料の支払いに困るようなことは無かった。申立期間が未納とさ

れているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、親権者として、自分と子供二人分の国民健康保険への加入手続と

併せて自分の国民年金の手続も行い、保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人所持の国民年金手帳、保険料収納記録等をみると、申立人は

平成９年３月 21 日付けで第１号被保険者資格を取得し、同年３月分及び同年

５月分の保険料はいずれも現年度納付し、同年６月以降分については、同年７

月 15日に法定免除を受けていることが確認できる。 

また、申立期間当時の生活状況をみると、申立人は平成９年＊月＊日付けで

離婚届を提出しているものの、６月初めまでは元夫及び子供たちとそのまま同

居生活を続け、この間の元夫の給料は引き続き申立人が管理していたので、申

立期間である１か月分の保険料納付に困るような生活状況ではなかったと申

し立てており、このことは、申立人の住民票をみると、申立人及びその子供の

異動年月日が同年６月６日となっていることとも符合し、申立人の陳述には信

ぴょう性が認められる。 

さらに、申立期間当時の状況をみると、申立人は、第３号被保険者から第１



号被保険者への種別変更手続も適切に行い、申立期間である平成９年４月分を

除き、同年３月分の保険料は同年４月11日に、同年５月分は同年５月26日に、

いずれも現年度納付していることが確認でき、新生活に向けて意識の高かった

申立人が申立期間の１か月分を納付しなかったとみることは不自然であり、現

年度納付したとみるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2085 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 15年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 46年４月から 48年３月まで 

             ② 昭和 51年４月から同年９月まで 

    私の国民年金は、父が国民年金制度の開始時から加入してくれ、結婚す

るまで父が国民年金保険料を納付してくれていた 

結婚する時に父が、これからは自分で保険料を支払うようにと言って国

民年金手帳を渡してくれたと思う。 

昭和 38 年１月に結婚し、この婚姻届出と同時に国民年金の住所変更届

出を夫婦二人分を一緒にＡ市で行い、婚姻後は、自宅で集金人に保険料を

納付していた記憶がある。 

昭和 39 年６月にＢ市に転居した時も、市役所に夫婦二人で出向き、国

民年金の住所変更をした。保険料は自宅に集金人が来てくれ、現金で納付

していた。途中から納付書になったと思うが、その詳しい時期については

覚えていない。 

夫の収入は安定しており、Ｂ市に転居してからの住所は同じで生活に大

きな変化が無いのに、昭和 46 年４月から 48 年３月までと、51 年４月から

同年９月までの各期間の保険料が未納とされているのは納得できない。い

ずれの期間も保険料は必ず納付しているので、納付済期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38年１月の婚姻以降も平成 12年３月まで国民年金に継続し

て加入し、申立期間①及び②を除く期間の国民年金保険料をすべて納付済みで

あり、納付意識が高いものと考えられる。 



また、申立期間②については、申立人はその夫の給与収入があり、自らが保

険料を納付していたとしているところ、申立期間②前後の期間は納付済みであ

り、住居の異動等も無く、申立人の生活状況に大きな変化はみられない。 

さらに、申立期間②については、保険料の納付督促が行われた事蹟
じ せ き

が特殊台

帳に残されているところ、申立人は昭和 50 年１月から同年９月までの保険料

を社会保険事務所の納付督促により過年度納付していることが特殊台帳によ

り確認できることから、申立人の納付意識の高さを踏まえると、申立期間②に

ついても、社会保険事務所の納付督促を受けて過年度納付したと考えるのが相

当である。 

一方、申立期間①については、申立人は昭和 39 年６月のＢ市への転入届出

と同時に国民年金の住所変更届出を行い、その後に保険料を集金人に自宅で納

付したとしているところ、申立人の 36年４月から 46年３月までの保険料の納

付はＢ市以外の市町村又は社会保険事務所において行われたことがＢ市の被

保険者台帳の検認記録により確認でき、申立人が 39 年６月にＢ市に転居後す

ぐに集金人に保険料を納付したとする陳述とは符合しない。 

また、申立人は、申立期間①当時は２、３か月ごとに集金人に保険料を納付

し、遅れて納付したことは無いとしているところ、過年度納付のほか、12 か

月一括納付や６か月一括納付していることが市の検認記録により確認でき、申

立人の申立期間①の保険料納付に関する記憶はあいまいである。 

さらに、申立人の申立期間①に係る保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2086 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 18年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 38年 12月から 43 年３月まで 

             ② 昭和 48年１月から 51年３月まで 

             ③ 昭和 58年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 39 年１月にＡ市に転居したが、転居の４、５か月ぐらい後

に、自治会かＢ会の人が家に来て、20 歳になったら国民年金制度があると

同人から勧められ、老後のことを考え国民年金に加入した。加入手続は自

分がしたが申込用紙に記入したかどうかは覚えていない。 

Ａ市に住んでいた当時は、毎月か２、３か月ごとに私が集金人に夫の分

と私の分の保険料を現金で一緒に納付した。その時、国民年金手帳に印紙

を貼
は

ってもらっていたと思う（申立期間①）。 

昭和 47 年 12 月にＡ市からＣ市に転居したが、Ｃ市では転居した当初は

私が毎月か２、３か月ごとに市役所に出向いて夫の分と私の分の保険料を

一緒に納付していた。国民年金の住所変更の手続は私がしたと思うがはっ

きりとは覚えていない（申立期間②）。 

昭和 57 年３月からは、私が自分の分と一緒に、夫の分と長男の分の保

険料も併せて納付するようになった。私の分だけが 58 年７月から同年９

月までの期間が未納とされているのはおかしい（申立期間③）。 

国の制度だから安心だと思って国民年金に加入し、保険料を毎月納付し

ていたのに各申立期間が未納とされているのは納得できない。必ず納めた

ので納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年１月に夫の転職に伴ってＡ市に転居し、そのころ国民

年金に加入し、国民年金保険料は夫婦二人分を申立人が集金人に納付したとし

ているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 43年 12月に払い出され

ていることが社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、



この手帳記号番号により申立期間①の保険料は現年度納付することはできな

い上、申立期間の一部は制度上過年度納付もできない。 

また、申立人が現在所持している手帳記号番号以外の手帳記号番号が存在す

る可能性について、申立期間①に係る手帳記号番号払出簿の内容を調査、確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は自宅で国民年金に加入したとしているが、Ａ市では国民年

金への加入手続は市役所で行っていたとしており、申立人の加入手続の陳述は

符合しない上、申立人の所持する年金手帳の昭和 42 年印紙検認記録欄には検

認印が押されていないことが確認できる。 

次に、申立期間②について、申立人は、Ｃ市に転居した当初から保険料を納

付したとしているところ、保険料を納付するためには国民年金の住所変更手続

が必要であるが、申立人の所持する国民年金手帳にはＣ市への住所変更が昭和

51年３月 11日と記されており、また、手帳記号番号払出簿には申立人の被保

険者名簿を同年６月１日にＤ社会保険事務所へ移管した事蹟
じ せ き

が残されている

ことから、このころに申立人のＣ市への国民年金の住所変更手続が行われたも

のと推定でき、申立人の陳述と符合しない。 

また、申立人は、夫婦二人の申立期間②の保険料は現年度に夫婦二人分を一

緒に納付したとしているところ、申立人の夫の昭和 48年４月から 51年３月ま

での保険料は同年８月に過年度納付されていることがその夫の特殊台帳によ

り確認でき、夫婦二人分を現年度納付したとする陳述と符合しない上、申立人

の年金手帳の 48 年１月から同年３月までの印紙検認記録欄には検認印が押さ

れていないことが確認できるなど申立内容は不自然である。 

このほか、申立人の申立期間①及び②の保険料が納付されていたことをうか

がわせる周辺事情は見当たらなかった。 

申立期間③については、申立人は、昭和 57 年３月以後は申立人自身が夫婦

の分と長男の分の保険料を一緒に納付していたとしているところ、その夫及び

長男の申立期間③と同時期の保険料が納付されていることが社会保険庁の記

録により確認できることに加え、申立人夫婦及びその長男の申立期間③の前後

の期間については、申立人夫婦及びその長男の保険料は納付されていることか

ら、３か月と短期である申立期間③についてもほかの期間と同様に保険料が納

付されていたと考えるのが自然である。 

また、Ｃ市では昭和 58 年当時は年度当初に１年分の納付書を被保険者宅に

送付しており、申立人が同年７月から同年９月までの納付書だけを残したまま、

同年 10月以降の３人分の保険料を納付するのは不自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 58 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2087 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保

険料（付加保険料を含む。）及び 59年１月から同年３月までの付加保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 15年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 36年 11月から 45 年３月まで 

② 昭和 55年１月から同年３月まで 

③ 昭和 58年２月及び同年３月 

④ 昭和 59年１月から同年３月まで 

    昭和 35年ごろ、両親が私の国民年金の加入手続をしてくれたと思う。私

が結婚後、Ａ市に住んでいた時の昭和 48年ごろに母から｢私の国民年金保険

料を 48年６月まで納付していた。｣と言って連絡があり、後日両親から年金

手帳が送られてきた（申立期間①)。 

昭和 48年に両親から渡された年金手帳を持参し、Ａ市役所で国民年金の

住所変更手続を夫が行い、その後の国民年金保険料も夫がすべて納付してい

る。また、夫の転任に伴う転居の都度、転入手続とともに国民年金の手続を

夫が行い、保険料の納付も行っていた。昭和 49年１月から付加年金にも加

入し、61年３月の制度改正まで役所から送られてきた納付書により郵便局

か銀行で夫が保険料を納めていた。 

未納の期間の前後は納付しており、申立期間についても、納付書がくれば

必ず保険料を納付していた（申立期間②、③及び④)。 

昭和 48年６月までは私の両親が定額保険料を、49年１月以降は私の夫が

定額保険料と付加保険料を併せて納付しているはずなので、各申立期間につ

いて、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年に両親から国民年金手帳を渡されて以降は、国民年金



に任意加入し、申立人の国民年金保険料をその夫が納付していたとしていると

ころ、申立人の納付状況をみると、同年７月から第三号被保険者となる 61 年

３月までの 12 年９か月の間における未納期間は申立期間②及び③の５か月の

みであり、また、49 年１月からは付加保険料も納付しており、申立人の納付

意識が高いものと考える。 

また、申立期間②については、その前後の期間は定額保険料及び付加保険料

を納付済みであり、申立人の納付意識を考えると３か月と短期間である申立期

間②の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立期間②当時、定額保険料と付加保険料を併せて１枚の納付書が

交付されていたことから、申立期間②の保険料については、ほかの期間と同様

に定額保険料と付加保険料が納付されたと考えるのが自然である。 

次に、申立期間④については、特殊台帳に「付」のゴム印のみが押印されて

いるところ、社会保険事務所では「納」と押印すべきところを「付」と押印し

たものであるとして、定額保険料のみが納付されたものとして取り扱ったと考

えられるとしている。 

しかし、申立期間④当時に申立人が在住していたＢ市では、定額保険料と付

加保険料と合わせた１枚の各月ごとの納付書を 12 月分発行しており、同一年

度において申立期間直前の昭和59年４月から同年12月までの期間は付加保険

料も併せて納付していることから、申立期間④の３か月は付加保険料を納付し

なかったとするのは不自然であり、申立期間④の付加保険料は納付されていた

と考えるのが自然である。 

一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 35 年

10 月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき

るものの、社会保険事務所の被保険者台帳管理簿に時期は不明であるが｢Ｃ市

不在｣と、また、Ｃ市の被保険者名簿に｢住所判明昭和 47 年３月 23 日｣とそれ

ぞれ記されていることから、申立人については、Ｃ市においていったん不在者

として管理され、集金人が保険料の集金に訪れることは無く、申立人の両親は

申立人の申立期間①の保険料を納付できなかったものと推定できる。 

また、申立人については、昭和 47 年２月 14日に、申立期間①直後の 45 年

４月から 46 年３月までの保険料が旧姓で発行された納付書により過年度納付

され、同日付けで住所が実家の「Ｄ方｣、氏名が婚姻後の姓となっている国民

年金手帳が発行されていることが申立人が所持する国民年金手帳により確認

できることから、昭和 47 年ごろ、保険料納付勧奨などを契機に不在者から改

めて被保険者として把握され、その後保険料納付が再開されたと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間①に係る国民年金の加入手続及び保険料納付は

申立人の両親が行っていたとしているところ、その両親が申立人の保険料を納

付していたことを示す関連資料は無い上、申立人自身は加入手続や保険料納付

に直接関与しておらず、その両親も既に死亡しており、保険料納付に関する詳



細は不明である。 

次に、申立期間③については、特殊台帳により申立人は昭和 58 年８月に過

年度納付していることが確認でき、過年度納付時点では制度上付加保険料を納

付することができない。 

また、申立人は、遅れて保険料を納付したことは無いとしているところ、Ｂ

市への住所変更については、申立人の特殊台帳に｢住民票により確認｣との事蹟
じ せ き

と共に、申立人の被保険者台帳が昭和 58年４月 22日付けで職権によりＥ社会

保険事務所からＦ社会保険事務所に移管されている事蹟
じ せ き

が残されており、申立

期間③当時においてＢ市への転居に伴う国民年金の住所変更手続が行われな

かったことから、申立人は申立期間③の保険料を現年度納付できず過年度納付

した可能性を否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料（付加保険料を含む。)及び

59年１月から同年３月までの付加保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2088                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年４月及び同年５月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名  ： 男 

基礎年金番号   ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住 所  ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   :  ① 昭和 48年４月から 53年 12月まで 

② 昭和 54年４月から 55年３月まで 

③  昭和 56年１月から同年３月まで 

④ 平成元年４月及び同年５月 

申立期間①については、Ａ県の実家に納付書が届き、母が保険料を納付し

てくれていたはずである。 

申立期間②及び③については、妻が継続して保険料を納付してくれていた

記憶があり、妻が記載した家計簿が残っている。 

また、申立期間④については、転職後、Ｂ市から保険料が未納である旨の

通知が送付されてきたので、Ｃ地区にあったＢ市Ｄ支所に出向いて説明を受

け、夫婦二人の２か月分の国民年金保険料として３万円程度を私が支所もし

くは金融機関で納付した。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間④の保険料について、転職後の平成元年に保険料が未納

である旨の通知書が送付されてきたので、当時Ｃ地区にあったＢ市役所Ｄ支

所に出向いて説明を受けた後、夫婦二人分の国民年金保険料３万円程度を同

支所もしくは金融機関で納付したと申し立てている。 

Ｂ市役所Ｄ支所は、平成２年 11月に現在地に移転しているが、元年当時は、

Ｃ地区にあり、同支所で国民年金制度の説明を受けて手続を行ったとする申

立内容は、当時の状況と符合する。 

また、申立人は、夫婦二人の２か月分の国民年金保険料として３万円程度を



支所もしくは金融機関で納付したと申し立てているところ、申立期間④の夫

婦二人の２か月分の保険料額は３万 2,000円であり、申立内容と符合する。 

さらに、申立人は、厚生年金保険被保険者資格の喪失期間は国民年金の強制

加入期間となるため保険料を納付する必要があるとの説明を受けて納得して

保険料を納付したと陳述している点、当時、Ｂ市においては、オンライン化

が完了しており、３か月から半年に１回国民年金未加入者のチェックを行い、

積極的に納付書を送付していたとしている点など、申立内容に不自然な点は

みられない。 

他方、申立人は、申立期間①当時、申立人の母がＡ県の実家に届いた納付書

で、国民年金保険料を納付していたと申し立てているが、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 55年５月６日にＥ市で払い出されていることが確認で

き、申立内容と符合しないほか、この手帳記号番号によっては、申立期間①

及び②の保険料を現年度納付することはできない。 

そこで、Ｆ社会保険事務所が保管する昭和 55 年４月以前の国民年金手帳記

号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索を行ったが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなか

った。 

次に、申立人は、申立期間②及び③当時、申立人の妻が、申立人の国民年金

保険料を納付していたと申し立てているところ、参考資料として提出された

昭和 55 年５月、同年８月及び同年 12 月の申立人の家計簿に記載されている

保険料額は、同年４月から同年 12月までの保険料月額と一致しており、社会

保険庁の納付記録をみても、当該期間は納付済みとされているが、申立期間

②及び③の期間の家計簿は残されていない。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、申立人は、昭和 55 年に催告を受け、54

年 1月から同年３月までの保険料を 56年２月９日に過年度納付していること

が確認でき、催告された過年度保険料の納付書を申立期間③の現年度納付書

と勘違いしている可能性を否定することはできない。 

このほか、申立人は、申立期間①、②及び③当時、保険料納付に直接関与し

ておらず、保険料納付をめぐる事情を汲み取ろうとしても、申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年４月及び同年５月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から 57 年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55年 10月から 57年 12月まで 

             ② 昭和 61年４月から平成２年４月まで 

昭和 55年 11月１日に独立開業して、健康保険の２年間の任意継続手続を

行った際、Ａ市役所で国民年金加入手続を行い、その後、申立期間①の国民

年金保険料を納付したはずである。56年分及び 57年分の確定申告書控えに

も国民年金保険料を記載している。 

申立期間②については、保有する確定申告書控えを見ると、昭和 61年分

の営業利益が 60年分と変わらないのに社会保険料控除額を倍近く申告して

いるので、国民健康保険料額のみならず、国民年金保険料額も含まれている

はずであり、保険料を納付しているはずである。 

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保有する昭和 56 年分から平成５年分までの確定申告書控えの社会

保険料控除欄を見ると、昭和 56年分及び 57 年分には国民年金保険料として５

万 4,000円及び６万 480円と記載されており、この金額は、当時の一人分の国

民年金保険料５万 1,810円及び６万 480円とおおむね一致している。 

しかし、この保険料額は、事業専従者として記載されている申立人の妻の国

民年金保険料である可能性も否定できない。 

そこで、申立人の妻の納付記録をみると、昭和 52年９月から 61年３月まで

の保険料が納付済みとされていることから、仮に確定申告書控えに記載されて

いる金額が申立人の妻の保険料であれば、58年分から 61年分までの確定申告

書控えにも国民年金保険料の記載があるはずであるが、56年分及び 57年分の



みにしか国民年金保険料の記載が無い。 

また、申立人は、昭和 58年１月から 61年３月までの保険料は納付していな

いと陳述していることから、確定申告書控えに記載されている 56年分及び 57

年分の国民年金保険料は申立人のものであると考えられ、56年１月から 57年

12月までの保険料は納付されていたものと考えるのが相当である。 

次に、申立人は、確定申告書控えの昭和 61年分の営業利益が 60年分と変わ

らないのに社会保険料控除額を倍近く申告しているので、これには国民健康保

険料額のみならず、国民年金保険料額も含まれているはずであり、申立期間②

の保険料についても納付したと申し立てているが、申立人の保有する確定申告

書控えの 58 年分から平成５年分までの社会保険料控除欄を見ると、国民健康

保険料は記載されているものの、国民年金保険料は記載されていない。 

また、申立人の確定申告書控えの昭和 60年分及び 61年分を見ると、同年分

の欄外に国民健康保険料と国民年金保険料の内訳が記載されており、国民年金

保険料の内訳には×印が付されていることが確認でき、国民健康保険料の内訳

の合計金額は欄内に記載されている国民健康保険料額と同額であり、社会保険

料控除欄の金額とも一致することから、社会保険料控除欄に国民年金保険料が

含まれているものとは考え難い。 

さらに、申立人の確定申告書控えに記載されている昭和 61 年分から平成２

年分までの国民健康保険料は、合計所得の増えた昭和 63 年分を除いて、ほと

んど同じ金額であることから、社会保険料控除欄に国民年金保険料は含まれて

いないと考えられ、申立人が申立期間②の保険料を納付していたとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 56年１月から 57年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



大阪国民年金 事案 2090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年１月から 63 年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 11月から平成元年２月まで 

昭和 60 年 10 月に会社を退職し、同年 11 月から自営業を開始した。申立

期間の国民年金保険料を納付したにもかかわらず、未納とされていることは

納得できない。申立期間の保険料は、妻が納付書により銀行で納付した。61

年から平成元年の所得税の確定申告において、国民年金保険料の社会保険料

控除を申告しており、確定申告書控えにもその金額が記載されている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人本人の昭和 61 年分、62 年分及び 63 年分の所得税の確定

申告書控えを保有しており、当該年の国民年金保険料を納付したと申し立てて

いる。 

そこで、申立人の昭和 61 年分、62 年分及び 63 年分の確定申告書控えを見

ると、各確定申告書控えの社会保険料控除欄に一人分の国民年金保険料額が記

載されており、記載されている保険料額は当時の保険料額と一致している。 

また、申立期間当時、申立人の確定申告の依頼を受けていた税理士は、社会

保険料控除欄に保険料を記載する場合は、原則として、帳簿の記録を基に記載

していたと思うと陳述していることから、申立人は、昭和 61 年１月から 63

年 12月までの保険料を納付していたものと考えるのが相当である。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 60 年 11 月から同年 12 月までの期間

及び平成元年１月から同年２月までの期間については、厚生年金保険被保険者

資格を取得又は喪失する直前直後の期間であり、保険料を納付したことを示す

関連資料が無いこと、また、申立人の保険料納付に関する記憶は明確ではない

ことから、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 61 年１月から 63年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



大阪国民年金 事案 2091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年 12月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住        所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 46年 12月 

母は、当時、Ａ市Ｂ地区において、年金委員として集金に当たっており、

年金のことをよく知っていた。 

そのため、私が勤めていた会社を退職した後、母がすぐにＡ市役所で私

の加入手続をしてくれたはずです。また、結婚でＣ市に移り住むまで、私

の分の保険料は、母が納付してくれていた。 

しかし記録では、昭和 46年 12月が未納とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市在住当時に母親が申立人の加入手続をし、転居するまで申立

人の分の保険料を母親が納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の母親の納付記録をみると、昭和 36 年４月から申立期間を

挟んで厚生年金保険に切り替わる 50 年２月までの間の 167 か月分の保険料を

完納しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の加入手続時期をみると、Ａ市の被保険者カードの記録から、

昭和 47 年６月に社会保険事務所からＡ市へ申立人の加入手続に係る連絡がな

された形跡が認められる。 

さらに、申立期間直後の３か月分の保険料は、特殊台帳の記録から、昭和

47 年６月の加入手続以降当該年度中に過年度納付したものと推定できる。こ

の場合、申立期間の保険料も同様に過年度納付が可能であり、同一年度中であ

るにもかかわらず直後の期間のみ納付勧奨がなされたとは考え難い。 

これらの点を踏まえ、申立人の母親の納付意識の高さに鑑
かんが

みると、申立期

間についても過年度納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から同年９月まで 

昭和 50 年５月ごろにＡ市役所で加入手続した際、市役所窓口で年金手帳

の交付を受け、会社勤めしている期間を除き、保険料を納付していた。 

その後、昭和 55 年７月にＢ市へ移った後も、毎月、Ｂ市のＣ地区にあっ

た出張所に行き、夫婦二人の保険料を一緒に納付していた。 

しかし記録では、前後期間は納付済みであるものの、昭和 55年７月から

同年９月までの期間だけが未納とされているのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年７月にＢ市へ転居し、転居後は夫婦二人分の保険料を

一緒に現年度納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の納付記録をみると、資格を取得した昭和 50年３月から 60

歳に達した平成 19 年８月までの国民年金加入期間 360 か月のうち、資格取得

月及び申立期間を除き、356か月は納付済みであり、納付意識の高さがうかが

える。 

また、申立期間直後の昭和 55 年 10月以降の保険料については、いずれも３

か月毎に夫婦同一日に現年度納付していることが、市の被保険者名簿及び収滞

納一覧の記録から確認でき、当時は、夫婦二人分の保険料を一緒に現年度納付

していたとする申立人の陳述と符合する。 

一方、申立人夫婦は、申立期間中の昭和 55 年７月にＡ市からＢ市へ転居し

ているものの、転居後の国民年金に係る手続は直ちになされていることが市の

被保険者名簿から確認でき、申立期間の保険料は現年度納付が可能であった。 

さらに、当時、Ｂ市の出張所では、その場で納付書の手書発行を行っていた

としている。他方、Ｂ市の加入者記録の管理方法についてみると、出張所で加



入者からの届出を受け付けた場合、数日の後にＢ市本庁へ届けられ、本庁が名

簿作成及び一括でその管理に当たっていたとしている。 

これらの点から、出張所で転居手続した後、すぐに金融機関で納付書により

納付した場合、本庁での名簿作成に至る前にその控えが送付され、事務の混乱

から作成時に納付記録の漏れが生じた可能性も否定できず、申立人の納付意識

の高さに鑑
かんが

みれば、申立期間の保険料は現年度納付されていたと考えるのが

自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 43年３月まで 

  ② 昭和 44年１月から同年３月まで 

当時、市役所の集金人が毎月集金に訪れて、母が店のお金から家族４人分

（当時、父母、私及び妹）の保険料を手渡すと、その集金人は縦 10センチ、

横８センチくらいの薄ペラな国民年金保険料受領用紙に受領印として黒い

スタンプを押印していたのを鮮明に覚えている。 

上記期間が未納とされているのは納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、毎月店を訪れる集金人に家族４人分の保険料を

納付すると、縦 10 センチ、横８センチ程の薄い用紙に受領印が押されるとこ

ろを鮮明に覚えていると申し立てているが、申立期間①及び②当時のＡ市にお

ける国民年金保険料の納付方法は個人単位で年金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙

検認方式であったことから、申立人が見ていたとする集金人への母親の支払い

は、国民年金の保険料では無かった可能性がうかがえる上、申立人の記憶する

受領印が押された用紙の大きさは、当時、国民年金とは別に、Ａ市の国民健康

保険料を徴収する集金人が用いていた領収証書の大きさに酷似している。 

また、申立人は、当時、母親が集金人に納付していた金額を月 1,200円から

1,600円ぐらいであったと陳述しているところ、家族４人分に係る申立期間①

の国民年金保険料月額の合計金額を試算すると、昭和 37年 10月から 41 年 12

月までの期間については 500円、42年１月から 43年３月までの期間について

は 900円であり、符合していないことが分かる。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②当時の保険料の納付に直接関与してい



ないため、当時の具体的な納付内容等については不明である。 

一方、申立人の納付記録は昭和 43年４月から始まっているが、それ以降は、

申立期間②の３か月を除き、60歳期間満了まですべて保険料を納付しており、

納付開始以降の申立人の母親、及びその後納付を引き継いだと思われる申立人

の納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間②前後を通じて、両親の事業も順調であり、生活

状況等に特段の変化も無かったと陳述していることから、申立期間②について

は納付があったものとみるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和

44 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



大阪国民年金 事案 2094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から 57 年９月までの期間及び

59 年 10 月から 60 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 41年３月まで 

② 昭和 48年 10月から 49年 12月まで 

③ 昭和 56年 10月から 57年９月まで 

④ 昭和 59年 10月から 60年３月まで 

    Ａ市Ｂ区役所から加入勧奨があった昭和 36 年４月ごろに、私が夫婦二人

の国民年金の加入手続を行い、私が夫婦二人分の国民年金保険料を毎月区役

所の集金人に納付していた。その後、Ｂ区からＣ区へ転居した際にも、私が

住民票の手続と一緒に国民年金の手続も行い、Ｃ区においても私が夫婦二人

の保険料を区役所の集金人に納付していた。 

    昭和 49 年４月に、私と子供たちだけで夫の実家のあるＤ市に移り、そこ

からは私の保険料だけを自治会の納付組織の班長に納付していた。私もその

班長を引き受けたことがあるのでよく覚えている。 

    また、法定免除や申請免除になっている所があるが、私自身、生活に困っ

たことは無く、生活保護を受けたことは勿論のこと、免除の申請も行ったこ

とは無い。 

    上記期間が未納及び免除にされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人がＤ市に転居する昭和 49 年４月ま

で、申立人が夫婦の保険料を納付していたと申し立てているが、この間にＢ区

からＣ区に転居した際の手続等に関してはよく覚えていないとし、納付に関し

ては、毎月区役所の集金人に保険料を納めていたという記憶しか無いと陳述し

ていることから、当時の具体的な納付状況等は不明である。 



   そこで、夫婦二人分一緒に保険料を納付していたとする夫の納付記録をみる

と、申立人同様、申立期間①の保険料は未納であることが分かる。 

   また、申立期間①は 42 か月と長期間であり、これほどの期間において夫婦

二人の納付記録が同時に欠落するとは考え難い。 

次に、申立期間②について、申立人の特殊台帳をみると、昭和 48年 10月か

ら生活保護適用による法定免除と記載されているが、申立人がＣ区及びＤ市に

おいて生活保護の適用を受けた記録は確認できなかったことから、法定免除と

された経緯等は不明である。しかしながら、申立人は、申立期間②途中の昭和

49 年４月に、夫をＣ区に残し、その子供と共にＤ市に住所変更していること

から、生活状況に大きな変化がみられるとともに、それまでの期間について、

申立人が一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたとする夫の納付記録も未

納となっている。 

さらに、申立人に申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連

資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

一方、申立期間③及び④について、当該期間の前後を通じて、申立人は、夫

の実家のあるＤ市に住み続けていたとしていることから、特段生活状況等に変

化は無く、自らも引き受けたことがあるとする自治会の班長に保険料を納付し

ていたと具体的に陳述しているほか、当該申立期間は 12 か月及び６か月と短

期間であり、また、前後の期間は納付済みである。 

さらに、Ｄ市の被保険者名簿に記載された申立期間③当時の住所変更記録に

不合理な点が認められるとともに、特殊台帳の申立期間④を含む昭和 59 年度

の納付記録をみると、当初、「年度内完納」と記録されていたものを、後日、

「年度間申免」に訂正しているなど、記録管理の不自然さもうかがえることか

ら、申立期間③及び④における申立人の保険料納付が納付記録に反映されなか

った可能性も否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和

56年 10月から 57年９月までの期間及び 59年 10月から 60年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    父は、「保険料を集金に来てくれるから納める。」と言って、国民年金制度

が始まった昭和 36 年４月当初から私の国民年金保険料を納付してくれてい

た。父が残してくれた年金手帳の昭和 36 年度の欄には家族以外の文字で

「100 支払ずみ 昭和 36 年分」と書かれたメモがあり、ほかに国民年金保

険料の領収書等もはさんである。結婚してからは、自分自身で支払い始めた

が、それまでは父が漏れ無く支払ってくれていたはずである。 

    私が 40 歳ぐらいのときに、未納があれば今ならその分を納めることがで

きるからと、下の姉に勧められ、Ａ市役所に行き、未納が無いか納付記録を

確認してもらったが、市役所の女性職員は、手元の資料を見ながら「全部支

払っている。」と言ったので、やっぱり私には未納期間は無いと確信したの

を覚えているのに、未納とされていることは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月当初か

ら申立人が結婚した昭和 40 年度まで、申立人の国民年金保険料を納付してく

れていたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の所持する国民年金手帳、領収証書等をみると、昭和 39 年

７月 30 日に、同年４月から同年９月までの保険料を現年度納付し、その同じ

日に、38 年２月から 39 年３月までの保険料を過年度納付しており、さらに、

40年１月 29日に、39年 10月から 40年３月までの保険料を現年度納付し、そ

の翌日の 30 日に、38 年４月から 39 年３月までの保険料を過年度納付してい

ることが確認でき、申立人の保険料を納付していたとする父親は、現年度納付

を行った際に、未納期間があれば、同時に過年度納付を行っていることから、



納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の所持する社会保険事務所の充当通知書をみると、昭和 38 年

度の保険料が上記の２度にわたる過年度納付によって１年分の保険料が重複

納付となり、昭和 40 年度の保険料として納付期間の変更が行われたことが分

かる。 

一方、申立期間の保険料を過年度保険料として納付が可能な期限は昭和 39

年１月までであるが、年金手帳をみると、37 年８月１日に、同年４月から同

年７月までの保険料を、また、38 年１月 25日に、37 年８月から 38 年１月ま

での保険料を各々現年度納付していることが確認できるほか、昭和 36 年度の

印紙検認台紙をみると、申立てどおり、家族以外の文字とされる「100支払ず

み 昭和 36 年分」の記載が確認できることから、申立人の父親の納付意識の

高さ及びその納付行動からすると、昭和 37年８月１日又は 38 年１月 25 日の

いずれかの現年度納付の際に、申立期間の保険料を過年度納付したものと考え

ても不自然ではない。 

さらに、申立人自身が納付したとする昭和 41 年度以降の保険料はすべて納

付され、厚生年金保険との切替手続も適切に行われており、加えて、特例納付

の時期に申立人の姉に勧められ、市役所で未納の確認を行った際の状況につい

て、申立人は、具体的かつ明瞭に陳述しており、その陳述内容に特段不合理な

点はうかがえない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 
 



大阪国民年金  事案 2096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年１月及び同年２月 

私は、会社を退職した後も国民年金に加入して保険料を支払っていた。 

保険料の納付手続は、いつも妻が私の分とともに、保険料を銀行で納めて

いたので、申立期間の２か月だけ、妻のみ保険料を納付し、私の分を支払っ

ていないのは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金記録をみると、申立期間の未加入期間を除き、昭和 55 年

12 月から 56 年 11 月までの期間及び平成元年４月から現在までの期間につい

ては、厚生年金保険被保険者資格を喪失した際、的確に国民年金の資格を取得

し、保険料をすべて納付していることが確認できる。 

また、申立期間について、申立人の妻の国民年金記録をみると、国民年金の

第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続が昭和 62 年４月に行わ

れていることが社会保険事務所の配偶者記録（登録日）から確認できるほか、

同期間の保険料を現年度納付していることが収納記録から確認できる。 

さらに、市の窓口では、配偶者が厚生年金保険被保険者資格を取得又は喪失

した場合の国民年金の取扱いとして、夫婦二人共に資格取得（変更）等が必要

となることから、夫婦二人同時に手続を行うよう勧奨している。この点に関し

て、申立人の妻は、種別変更手続が申立人の厚生年金保険資格の喪失日に的確

に対応した上で、国民年金に加入した昭和 55 年９月以降の保険料を完納して

いることを踏まえると、申立人もその妻と同時期に手続を行い申立期間の国民

年金資格を得ていたものと考えるのが相当である。 

加えて、申立期間についてみると、２か月と短期間であり、申立人及び妻の

納付意識の高さを鑑みると、敢えて申立期間の国民年金保険料を納付しなかっ

たとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪厚生年金 事案 3147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成９年３月の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における

資格取得日に係る記録を同年３月９日に、資格喪失日に係る記録を同年４月

21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年２月 27日から同年４月 21日まで 

    Ａ社Ｂ支社で働いていた期間について社会保険事務所に期間照会をした

ところ、厚生年金保険に加入していないとの回答をもらった。入社した際の

研修期間中に厚生年金保険、健康保険はありますとの説明を受けており、給

料から税金と厚生年金保険料が天引きされていた。確認できる資料は残って

いないが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社に在職していたことは、雇用保険の記録（Ａ社Ｂ支社で平成

９年３月 21日に被保険者資格を取得し、同年４月 20日に離職）から確認でき

る。 

また、Ａ社では、申立人の入退社日について、｢入社日は平成９年３月９日、

退社日は同年４月 20日｣と回答しており、Ｃ県下の指定登録機関であるＤ機関

の記録によれば、申立人の登録申請日は平成９年３月８日となっている。なお、

申立人は、「最初にＡ社で研修を５日間前後受け、実際に業務を開始したのは

３月初めごろからであった｣と陳述している。 

さらに、Ｂ支社の責任者は、｢社員が入社した際、Ｅ業務員の場合はすぐに

社会保険に加入させる。Ｅ業務員は実際に業務を開始した日が入社日である｣

と陳述しており、同僚からも、Ｅ業務員は全員社会保険に加入していたとの陳

述を得た。 



加えて、Ａ社Ｂ支社において申立期間に近い時期に厚生年金保険被保険者資

格を取得していることが確認できる複数の同僚は、全員、「試用期間は無かっ

た」と陳述しているほか、申立人同様、短期間（１か月から２か月）であって

も厚生年金保険に加入している者が確認できる。 

以上の事情から、申立人は、Ａ社Ｂ支社に入社した後、平成９年３月の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されたが（保険料は当月控除）、在職

期間が短期であったこと又はそのほか何らかの理由により、同社では、申立人

に係る被保険者資格の取得及び喪失手続を失念していたと考えるのが相当で

ある。 

また、平成９年３月の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支社で申立期間に近

い時期に被保険者資格を取得している同僚の資格取得時の標準報酬月額から

16万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、Ａ社Ｂ支社における申立人に係る記録が全く確認でき

ず、また、社会保険事務所が資格取得届及び資格喪失届のいずれの機会におい

ても処理を誤るとは考え難いことから、事業主は、資格の取得及び喪失の届出

を社会保険事務所に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る、平成９年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。



大阪厚生年金 事案 3148 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

46 年 12 月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 6,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 12月 16日から 47年１月４日まで 

    昭和 44年３月 28日にＢ社に入社し、途中で転籍があったものの、現在まで

一貫してグループ会社に在籍している。しかし、46年 12 月 16日から 47年１

月４日までのＡ社での厚生年金保険加入記録が無いことに納得がいかない。会

社からの在籍証明もあるので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間においてにＡ社に継続して勤務していたことは、雇用保険

の記録及び同社提出の証明書により確認できる。また、申立人から提出のあった

辞令書により、Ａ社へは昭和 46年 12月 15日付けで出向したことが確認できる。 

さらに、申立期間の厚生年金保険料については、同一企業グループ内の事業所

間異動であることから、引き続き給与から控除されていたものと考えるのが相当

である。 

そして、申立期間の標準報酬月額については、昭和 47 年１月の社会保険事務

所の記録から７万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、資格取

得届において事業主が資格取得日を昭和 46 年 12 月 15 日と記載した後に抹消し

ていることが確認できることから、社会保険事務所は申立人に係る同年 12 月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



大阪厚生年金 事案 3149 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本店における資格喪失日に係る記

録を昭和 46 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46年８月 31日から同年９月１日まで 

    昭和 41年３月 22日にＡ社に入社し、平成 12年１月 31日に退職するまで

同社に在籍していた。途中、昭和 46年９月から 49年１月までＢ社に出向し

ていた期間も、同社から給与及び賞与の支給を受けており保険料も控除され

ていた。加入月数の１か月の欠落期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務していたこと及び昭和 46 年

８月 31 日まで同社本店に勤務していたことは、同社の職歴証明書、職員カー

ド及び申立人の雇用保険加入記録により確認できる。 

   また、関連企業への在籍出向であり、引き続き給与はＡ社から支払われてい

たことから、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたと考え

るのが相当である。 

   さらに、申立期間の標準報酬月額については、昭和 46 年７月の社会保険事

務所の記録から、７万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 46 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る

同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 3150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支社における資格取得日に係る記録

を昭和 39年 11月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月 30日から同年 12月４日まで 

昭和 34年にＡ社に入社してから平成 12年８月まで同社及びその系列企業に

継続して勤務していた。しかし、同社Ｂ支社からＣ支社へ転勤した際の厚生年

金保険の加入記録が、昭和 39年 11月 30日に資格を喪失、同年 12月４日に資

格の再取得とされている。継続して勤務しているにもかかわらず未加入期間が

あるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に継続して勤務していたことは、同社の人事記録及び雇用保険の

記録から確認できるほか、申立人が保管していた辞令により昭和 39 年 11 月 21

日付けで同社Ｂ支社から同社Ｃ支社に異動となったことが確認できる。 

また、申立期間の厚生年金保険料については、同一企業内の事業所間異動であ

ることから、給与から控除があったと考えるのが相当である。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39 年 12 月の社会保険事務

所の記録から２万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから

行ったとは認められない。 



大阪国民年金 事案 2097 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年２月から 44年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年２月から 44年９月まで 

    昭和 43年１月 30日にＡ市役所で婚姻届を提出し、翌月の同年２月初めご

ろ、その控えを持って役所に行って、国民年金に加入手続をし、以後、郵便

局で国民年金保険料を毎月支払った。 

    また、昭和 44 年９月ごろ、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付処理ができているか確認するため、役所に行ったところ、係の人から気に

なることがあると言われ、書面に住所及び氏名を記載し捺印の上、持参した

国民年金手帳及び同手帳に貼付
ちょうふ

してある領収書を預けたところ、43 年２月

から開始の手続をしておくと言われた。 

    その後、国民年金手帳が送付され手続完了と思っていたのに、昭和 43 年

２月から 44年９月までの期間の納付記録が無いのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年２月ごろ、国民年金に加入手続をして以後、国民年金

保険料を納付していたとしている。 

   そこで、申立人の特殊台帳を見ると、国民年金被保険者資格の取得は昭和

44 年 10 月 28 日となっており、申立期間に係る国民年金は未加入期間である

ことが確認できる。 

また、申立人は国民年金に加入手続後、国民年金保険料を郵便局で毎月納付

したとしているところ、当時の保険料収納方法は、国民年金手帳への印紙検認

方式であり、郵便局で保険料を納付することはできない。 

このほか、別の国民年金手帳による納付の可能性について確認するため、氏

名検索を行ったほか、申立人の居住地を管轄する社会保険事務所において、国

民年金手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、別の国民年金手帳記号番号の



存在をうかがわせる形跡は無く、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事

情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成２年３月まで 

私は、学校を卒業し、就職した昭和 61年４月ごろ、両親に強く勧められ、

当時居住していたＡ市の市役所で国民年金の加入手続をした。 

加入手続をすると、手帳をもらった記憶があるが、手帳は母に管理をして

もらっていたので、形状や色などはよく覚えていない。 

保険料は、毎月、私か母が市役所の窓口で納付していた。保険料の額は、

はっきり覚えていないが、１万 3,000円ぐらいの時期があったと思う。また、

保険料は、納付書で納めていたと思うが、納付書の形状や色もよく覚えてい

ない。 

当時は仕事が忙しく、国民年金の関係以外で市役所に行くことはなかった

が、加入手続や保険料を納付した窓口は、市役所の入口から続く通路をまっ

すぐ進んだつきあたりを左に曲がったところにあったと記憶している。 

国民年金加入後、婚姻した平成２年３月まで、欠かすこと無く保険料を納

付してきたのに、申立期間について未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年４月ごろにＡ市で国民年金の加入手続を行い、同年４

月から婚姻して第３号被保険者資格を取得した月の前月である平成２年３月

まで自身又は母親が継続して保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、申立人の前後

の同手帳記号番号を払い出された被保険者の加入記録から、平成３年４月以降

であることが推定でき、申立内容と符合しない。 

また、申立人の手帳記号番号の払出時点において、昭和 61 年４月から平成

元年２月までの期間の保険料は制度上納付することができず、同年３月以降の

期間の保険料は過年度納付が可能であるが、申立人の年金記録をみると、３年

５月７日に社会保険事務所から納付書が発行されていることが確認できると



ころ、申立人は婚姻に伴い２年４月 26日付けで第１号被保険者資格を喪失し、

第３号被保険者となっていることから、当該納付書は、納付書発行時点におい

て納付が可能であった未納期間の平成元年度分に係る過年度納付書（納付金額

約 10 万円）であったと考えられるが、申立人は過去の保険料をさかのぼって

まとめて納付したという話を母親から聞いた記憶や自身で納付した記憶は無

いとしている。 

さらに、申立人が、申立期間の保険料を納付するためには、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出された可能性について調査したものの、申立人の記録は見当たら

なかった。 

加えて、申立人の申立期間当時の納付状況についての記憶はあいまいであり、

申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料は無く、また、

それをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年３月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 13年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 45年３月から 50年３月まで 

    私は、昭和 46年もしくは 47年ごろ、Ａ市役所で夫婦二人分の国民年金の

加入手続を行い、その際に窓口の職員から 45 年までであればさかのぼって

納付できると聞いたが、一度に支払うには金額が大きかったので、夫婦二人

分を２回に分けてもらい、計４枚の納付書を受け取り、後日、２回に分けて、

同年３月までさかのぼって支払い、その後の保険料も毎月納付していたにも

かかわらず、申立期間が未納とされており、夫の納付済期間とも相違してい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿及び保険料収納記録をみると、申立人及びその

夫の手帳記号番号は、昭和 50 年 10 月 11 日の同日付けで払い出され、その夫

は手帳記号番号払出後の同年 12 月 22 日に第二回特例納付制度を利用して 47

年１月から同年 12 月までの保険料を特例納付し、48 年１月から 50 年３月ま

での保険料を過年度納付していることが確認できる。 

一方、申立人の特殊台帳をみると、申立期間に当たる昭和 48 年１月の欄、

昭和 48年度の欄及び 49年度の欄の各欄に、50年度又は 51年度に納付催告し

たことを示す押印があり、加えて 47 年度の欄には、第二回特例納付制度の利

用による納付を勧奨したことを示す「附則 18条納付勧奨」の押印があるほか、

その摘要欄には、昭和 53 年７月から実施された第三回特例納付制度の利用に

よる納付を勧奨したことを示す「附則４条勧奨」の押印も認められる。 

これらのことから、申立人については、手帳記号番号払出時点において納付

が可能であった過去の保険料について、過年度納付や第二回特例納付制度の利

用による納付を勧奨したものの、納付が無かったため、その後、昭和 53 年７

月から実施された第三回特例納付制度の利用による納付を勧奨した記録と考

えられるところ、上記のとおり、その夫は第二回特例納付制度により 50年 12

月に納付していることから、その夫と一緒に夫婦二人分を特例納付したとする

申立内容とは符合しない。 



また、申立人が現在所持している三制度共通の年金手帳は、昭和 49 年 10

月以降に使用開始されたものであるところ、申立人は、それ以前に手帳の交付

を受けた記憶は無いと陳述しており、申立人が国民年金に加入したとする時点

において使用されていた手帳の形状、様式とは一致しない。 

さらに、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出された可能性について、

申立人の当時の住所地を管轄していた社会保険事務所において、昭和 42 年９

月から51年12月までの期間の払出簿の内容(約５万件)をすべて視認したほか、

各種氏名検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料は無く、

納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。仮に申立人主張のとおり、

申立期間の保険料について、その夫の未納となっている昭和 45 年３月以降分

も含めて一緒に夫婦二人分を特例納付及び過年度納付した場合、その納付額は

約 10 万円となるところ、申立人は、特例納付した金額は一人分又は二人分で

約１万円であったと陳述しているなど、納付時期や納付金額についての記憶は

曖昧
あいまい

であり、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 50 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 50年４月まで 

    私は、昭和 45年 10月ごろから自営業を営んでいた。Ａ会に入会し、夫婦

二人分の国民年金保険料を控除して確定申告していた記憶がある。納付金額

は覚えていないが、妻が市役所の中の銀行に夫婦二人分の国民年金保険料を

毎月納付しに行っていたと思う。 

妻は昭和 45 年 10 月から納付記録があるのに、私の納付記録が 50 年５月

からとされているのは納得がいかない。確かに納付していたので認めてほし

い。  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料は、妻が夫婦二人分を一緒に納付して

いたはずであると申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿等をみ

ると、申立人の妻の手帳記号番号は、妻が会社を辞めた直後の昭和 44 年９月

25日に払い出され、45年 10月から現年度納付しているのに対し、申立人の手

帳記号番号は 50年８月 11日に払い出されていることが確認できる。 

   また、特殊台帳をみると、申立人は手帳記号番号払出後の昭和 50 年７月か

ら 51年３月までの保険料を現年度納付し、その後、同年２月 16日に厚生年金

保険に加入したことから、重複納付となった同年２月及び同年３月分の国民年

金保険料については、未納となっていた 50 年５月及び同年６月分の保険料に

充当処理されていることが確認できるとともに、申立人及びその妻は、過去の

保険料をまとめて一括納付した記憶は無いとしている。 

   さらに、申立期間の保険料を現年度納付するには別の手帳記号番号が必要と

なるところ、申立期間を含む昭和 42 年９月から 51 年 12 月までの間の国民年

金手帳記号番号払出簿の内容(約４万 5,000 件）をすべて視認したほか、各種



氏名検索も行ったが申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らなかった。 

   これらのことから、申立人の納付は、手帳記号番号払出後の昭和 50 年５月

分以降の現年度納付から始まったと考えるのが自然である。 

   このほか、申立人が申立期間の保険料納付を示す関連資料は無く、納付をう

かがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 42年３月まで 

    私は昭和 36 年ごろ、Ａ市役所の職員に勧められて国民年金の加入手続を

した。加入当時に保険料として 100円を納付し複写式で薄い紙の領収書をも

らった記憶があり、しばらくは自分で納付していたが、その後は私の実母が

納付してくれていた。実母や実弟は納付されているのに、私の申立期間の保

険料が未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 36 年ごろに国民年金の加入手続をし、しばらくは自分で国民

年金保険料を納付し、その後は実母が納付してくれていたと申し立てていると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号は 35 年 12 月 15 日に払い出されている

ことが確認できる。 

しかしながら、Ａ市の国民年金被保険者名簿をみると、同名簿においても申

立期間の保険料が未納となっている記録が確認できる上、特例的に未納保険料

をさかのぼって納付することができた第一回特例納付期間中の昭和 47 年５月

８日に、申立期間の保険料が未納となっていたことを申立人に対して通知した

旨の記録がみられる。 

また、申立人は保険料納付に直接関与していなかった期間が長く、申立期間

の大半の保険料納付を担っていたとする実母は死亡しているため、納付をめぐ

る事情等について具体的な供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2102 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年４月から 51年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 51年５月までの間の 39月から 

40月 

    20 歳の時に母親がＡ市で国民年金加入手続を行ってくれた。結婚当時の

昭和 44 年５月に、Ｂ市役所で住所変更の手続をし、毎月、給料日の翌日に

郵便局か銀行で納付書により保険料を納付していた。その後、Ｃ市を経てＤ

市に転居したが、国民年金保険料を同年４月から 51 年５月までの間に少な

くとも 39月から 40月は納付しているはずである。この期間が未納とされて

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年４月に結婚した後、同年５月ごろＢ市役所で国民年金

の住所変更手続を行い、その後送付された納付書により毎月保険料を納付して

いたと申し立てているが、Ｂ市が納付書による収納を始めたのは 48 年４月で

ある上、毎月納付となったのは 61 年４月以降であることから、申立内容と符

合しない。 

また、申立人の特殊台帳をみると、Ｃ市に在住中の昭和 49年 11月に申立人

が不在被保険者として住所が不明となっていたことを示す記録が確認できる。

これは、申立人がＣ市に転入した際に国民年金の住所変更手続を行っていなか

ったためと考えられ、同市役所では保険料を納付できなかったことが推定でき

る。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 51 年６月にＤ市で申立

人に別の手帳記号番号が払い出されていることが確認できることから、41 年

４月にＡ市で払い出されていた手帳記号番号によっては、申立人はＤ市に転居

した後の 50 年１月以降の保険料を同市役所で納付していなかったことが推定



できる。加えて、51 年６月にＤ市で払い出された手帳記号番号によると、申

立人の被保険者種別が任意加入被保険者であることから、この手帳記号番号に

よっては制度上、申立期間にさかのぼって保険料を納付することはできない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2103 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月及び 37 年９月から 39 年４月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和６年生         

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月 

             ② 昭和 37年９月から 39年４月まで 

        私の国民年金の加入手続は、制度が発足した昭和 36 年４月に母親が行っ

てくれたと思うが、どういう手続をしたか詳しいことは分からない。 

その後、昭和 39 年４月に結婚するまで、厚生年金保険の加入期間以外の

国民年金保険料については自宅に集金人が来た際に、母親が年金手帳に 100

円の印紙を貼
は

り付けて納付したと思う。その時の年金手帳は結婚するときに

持っていかずに無くしてしまったと思う。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年４月に母親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の 

保険料を集金人に納付してくれたと申し立てているが、国民年金手帳記号番号

払出簿により申立人の手帳記号番号が 53年８月に払い出されていることが確

認でき、この手帳記号番号によっては申立期間の保険料は特例納付によってし

か納付できない。また、申立人にほかの手帳記号番号が払い出されている事情

等は見当たらないことから申立内容と符合しない。 

さらに、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、申立人に代

わって保険料納付を担っていたとする母親は他界し、納付をめぐる事情等につ

いて具体的な供述を得ることはできなかった。  

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情等

は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 50年３月まで 

私は 20歳以後国民年金に加入していなかったが、昭和 50年ごろにＡ市役

所に相談に行ったとき、市役所の職員から今からでも国民年金に加入できる

ということを聞いたので、夫、義母及び義姉夫婦と共に市役所で国民年金の

加入手続をした。 

この時に市役所の職員から保険料は２年分だけさかのぼって支払うこと

ができると言われたので、私が夫婦二人分の保険料をその場でまとめて納付

した。 

しかし納付記録をみると夫の分だけが２年分さかのぼって納付されてお

り、私の分の保険料は未納とされている。保険料については私がいつも夫婦

二人分を一緒に納付していたはずなのに納付済みとされておらず納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年ごろに夫、義母及び義姉夫婦と共にＡ市役所で国民年

金の加入手続を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿により、

申立人の手帳記号番号は 51 年５月に夫、義母及び義姉夫婦と連番で払い出さ

れ、また、国民年金手帳が 50 年 12 月 26 日に発行されていることが確認でき

る。 

ところで、申立人は加入手続の時点において 29歳である一方、夫は 37歳で

あったことから、夫については 60 歳までに年金受給資格である保険料納付期

間 25 年以上を満たすためには保険料をさかのぼって納付することが必要であ

った。そこで、夫の社会保険庁の納付記録をみると、さらにさかのぼって納付

することが可能であったにもかかわらず昭和 48 年４月からの２年分について



保険料を過年度納付していることが確認でき、これにより 60 歳まで保険料を

完納すれば年金受給資格を確保することが可能となった。 

また、夫婦と一緒に加入手続した義姉夫婦の納付記録をみると、加入手続時

に 38歳であった義姉については年金受給資格を満たすため、昭和 48年１月ま

でさかのぼって過年度分の保険料を納付するとともに、当時実施されていた第

二回特例納付を利用して４年分の保険料をさかのぼって納付し、これにより

60歳まで保険料を完納すれば年金受給資格を確保することが可能となった。 

一方、義姉の夫は加入手続の時点において 33 歳であったこともあり、さか

のぼって保険料を納付する必要性が無かったものと考えられる。 

以上のことから、加入手続の際に夫婦及び義姉夫婦共に市役所の職員から年

金受給資格を満たすための遡及
そきゅう

納付に係る手続等について説明を受けていた

と考えられる中、申立人及び義姉の夫についてはその必要が無かったことから、

さかのぼって保険料を納付しなかったものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる関連資

料や周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2105 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から 57 年９月までの期間及び 61 年４月から同年８

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年４月から 57年９月まで 

             ② 昭和 61年４月から同年８月まで 

    昭和 55 年ごろだと思うが、私が夫婦二人の国民年金加入手続を同時に行

った。 

    国民年金保険料の納付については、その金額や、どこでどのようにという

のは忘れたが、夫婦二人分を私が一緒に納付してきた（申立期間①及び②）。 

    満期になるまで保険料は必ず納めてきたはずなのに、未納期間があるのは

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年ごろに夫婦二人同時の国民年金加入手続を自身が行っ

たと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿を照合すると、申立

人の妻の手帳記号番号は同年７月に払い出されていることが確認できるもの

の、申立人の手帳記号番号の払出しは見当たらない。 

また、申立人は昭和 55 年ごろに国民年金の加入手続を行い、満期になるま

で国民年金保険料を納付したと申し立てているものの、申立人は同年４月当時

既に 46歳になっており、この時点において、これ以降に納付が可能な 60歳ま

での保険料をすべて納めた上、同年４月までの保険料納付記録を通算したとし

ても、国民年金の受給権は得られないことが明らかであることから、申立期間

①及び②の国民年金保険料を支払っていたとする申立人の申立ては不自然で

ある。 

さらに、申立人が申立てを行った平成 20 年８月時点の申立期間が、その後

に変遷するなど申立人の申立期間①及び②に関する記憶はあいまいである。 



加えて、申立人の氏名の別読みによる検索及び申立期間①及び②に係る手帳

記号番号払出簿の内容を調査、確認したが、申立人の納付記録は確認できなか

った。 

このほかに、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことをうか

がわせる関連資料や周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2106 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 46 年３月までの期間及び 57 年７月から 58 年

９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 45年 10月から 46年３月まで 

              ②  昭和 57年７月から 58年９月まで 

    私は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関わっていないの

で、詳しいことは分からないが、昭和 45、46 年ごろは当時の妻が保険料を

納付していたはずである（申立期間①）。 

昭和 57、58 年ごろは、当時の妻又は私が経営している会社の元従業員が

保険料を納付していたはずだ（申立期間②）。 

上記の二つの期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は国民年金の加入手続や国民年金保険料の納

付に関与しておらず、申立期間①の保険料を納付していたとされる当時の妻は

申立期間①の保険料を自身が納付した記憶が無いと陳述しており、申立期間①

の保険料の納付状況は不明である。 

申立期間②については、申立人は保険料の納付に関与しておらず、申立期間

②の保険料を納付していたとされる当時の妻は申立期間②のころは夫とは別

居状態であったため申立期間②の保険料を納付していないと陳述している。 

また、同じく申立期間②の保険料を納付していたとされる元従業員は「他社

で勤務していた昭和 58 年２月以前については、申立人の保険料納付に関与し

ていない。それ以降については、納付を行うことはあったが、いつの分の保険

料を納付したのかは記憶していない。」と陳述している。 

さらに、申立期間②の直後である昭和 58 年 10 月から 59 年９月までの保険

料は、60 年 11 月 25 日に過年度納付されたことが町の被保険者名簿により確



認できることから、申立期間②の保険料はこの同年 11 月 25 日時点において、

時効により納付することができない。 

このことから、申立人は、昭和 60 年 11 月 25 日にそれまで未納となってい

た期間の保険料をさかのぼって納付したものの、申立期間②の保険料について

は、時効により遡及
そきゅう

して保険料を納付できなかったとみるのが妥当である。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2107 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年３月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年３月から 42年３月まで 

    申立期間については、自分で国民年金保険料を納付したか覚えていないが、

前の夫が保険料を納付していたのかもしれないので調べてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間当時の氏名は「Ａ」であるところ、申立人に最初に払い出

された国民年金手帳記号番号の被保険者名は申立期間後の氏名である「Ｂ」で、

これの払出日は昭和 44 年１月８日であることが、国民年金手帳記号番号払出

簿により確認でき、この手帳記号番号では申立期間の一部の国民年金保険料は、

制度上納付することができない。 

そこで、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていた可能性につい

て確認するため、Ｃ社会保険事務局Ｄ事務所及びＥ社会保険事務所において申

立期間に係る手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行い、また、氏名の別読みによ

る検索を行ったが、申立期間の氏名である「Ａ」や「Ｂ」で払い出された別の

手帳記号番号の存在をうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

また、申立期間の住所地であるＥ市において、同市が保管している生年月日

順に編纂している被保険者管理記録を調査したが、同記録には「Ａ」の氏名は

無かった。 

さらに、申立人は申立人の夫が申立期間の保険料を納付したとしているが、

社会保険庁の記録をみると、申立人の夫は申立期間の一部について国民年金に

加入すべきところ、国民年金に加入した記録が確認できない。 

加えて、申立人自身は保険料の納付に直接関与していないため、保険料納付

状況の詳細は不明である。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2108 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年２月から 40 年３月までの期間及び 47 年 10 月から 53 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 13年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月から 40年３月まで 

             ② 昭和 47年 10月から 53年３月まで 

    私は、昭和 38 年２月ごろ妊娠に気付き、将来のためと思って自宅か市役

所のいずれかで国民年金の加入手続を行った。 

加入後は、お手伝いさんか私が自宅に来る女性の集金人に毎月、上乗せの

保険料を合わせて月 470円と思うが支払い、領収書をもらっていた（申立期

間①）。 

昭和 47 年 10 月から 53 年３月までの期間は、私は子育てで忙しく、当時

の夫に国民年金保険料の納付を任せていた（申立期間②）。 

いずれの期間においても、保険料は当時の夫の給料の中から納めていたの

で、申立期間①及び②が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は毎月、女性の集金人に国民年金保険料を納

付していたとしている。 

ところで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、その当時の夫の手

帳記号番号が申立人と連番で昭和 40年１月 19日に払い出されていることがそ

の夫の特殊台帳により確認できることから、同日に払い出されたものと推定さ

れる。 

しかし、上記の手帳記号番号の払出時点では、申立期間①のうち、昭和 39

年３月以前の保険料は、過年度保険料となるため、現年度保険料を収納する集

金人に納付することができない。 

   また、申立人が集金人に支払ったとする申立期間①の保険料額は、当時の保



険料額とはかい離している上、申立期間①当時は保険料を上乗せして納付する

制度もなかった。 

   さらに、申立人は保険料の領収の証として領収書をもらったとしているが、

申立人が申立期間①当時に住んでいた市の保険料収納方式は、印紙検認方式で

あり、申立人の陳述とは符合しない。 

加えて、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について、氏名の

別読みによる検索や、手帳記号番号払出簿の確認調査を行ったが、別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

   申立期間②については、申立人はその当時の夫が申立期間②の保険料を納付

したとしているが、その夫については、申立期間②の一部において国民年金に

加入すべきところ、国民年金に加入した記録が確認できない。 

   また、申立人自身は申立期間②の保険料の納付に直接関与していないため、

保険料納付状況の詳細は不明である。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2109 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 38 年４月までの期間、同年５月から同年９月

までの期間及び同年 10月から 41年８月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 38年４月まで 

      ② 昭和 38年５月から同年９月まで 

      ③ 昭和 38年 10月から 41年８月まで 

    私は、昭和 38 年５月にＡ市Ｂ区に転居し、同区役所窓口において、Ｃ市

に住んでいた 37 年 10 月から 38 年４月までの期間の国民年金保険料をまと

めて納付した（申立期間①）。 

    また、昭和 38年 10月にＡ市Ｄ区に転居し、同区役所窓口において、Ｂ区

に住んでいた同年５月から同年９月までの保険料をまとめて納付した（申立

期間②）。 

    さらに、昭和 38 年 10 月から 41 年８月までＤ区に住んでおり、この時は

２か月に一度自宅に来ていた集金人に保険料を納付していた（申立期間③）。 

    申立期間については、私が保険料を納付しているはずなので納付済みとし

て認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年 10 月から 38 年４月までの期間（申立期間①）の国民

年金保険料は同年５月ごろにＡ市Ｂ区役所で、同年５月から同年９月までの期

間（申立期間②）の保険料は同年 10 月ごろにＤ区役所で、それぞれまとめて

納付し、同年 10月から 41年８月までの期間（申立期間③）の保険料はＤ区の

集金人に２か月に一度納付していたと申し立てている。 

   ところで、申立人が現在所持する国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年３月

ごろにＥ県内の社会保険事務所で払い出されていることが国民年金手帳記号

番号払出簿により確認でき、申立期間①、②及び③の一部期間に係る保険料は、



制度上、この手帳記号番号を使用して納付することができない。 

また、申立人は、上記の手帳記号番号が払い出された昭和 43 年３月以後に

おいて、保険料をさかのぼって納付をした記憶は無いとしている。 

そこで、申立人が現在所持する手帳記号番号以外の手帳記号番号が存在する

可能性について調査したところ、申立人が現在所持する手帳記号番号とは別に、

申立人と同姓同名で生年月日が同じである者に対して、手帳記号番号が早くて

も昭和 39 年６月ごろにＡ市内の社会保険事務所で払い出されていることが手

帳記号番号払出簿により確認できた。 

しかし、この手帳記号番号については、住所情報などが無く、社会保険事務

所では申立人に払い出されたものとは断定できないとしているほか、保険料の

納付記録は無く、仮にこの手帳記号番号を使用したとしても申立期間の一部の

期間①、②については現年度納付することができず、区役所で保険料を納付し

たとする申立人の陳述とは符合しない上、ほかの一部期間については過年度納

付が可能であるが、集金人は過年度保険料の納付を取り扱っていないことから

申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立人に対して上記外の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情等は見当たらなかった。 

 このほか、申立人の申立期間に係る保険料が納付されたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、保険料納付をうかがわせる周辺事情も

見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2110 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年７月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 50年３月まで 

    私は、昭和 39 年８月に会社を退職したが、当時同居していた母が私の国

民年金の加入手続や国民年金保険料の納付手続をしてくれていたと思う。 

    私は、昭和 42 年５月にＡ市に転居し、45 年１月に最初の結婚をしたが、

そのころもずっと実家の母が、週に２、３度は私の家に来て家事等の世話を

してくれていた。母はきっちりした人なので、Ａ市でも私の保険料も納付し

てくれていたと思う。 

    その後、昭和 50年４月に現在の妻と結婚しＢ市に転居したが、そのころ、

妻が母から、結婚後は保険料を引き続き妻が納付するよう強く勧められ、そ

の後は私の保険料を妻が納付していた。 

    申立期間については、母が私の保険料を納付しているはずなので納付済み

として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人がＡ市に居住していた昭和 42 年７月から 50 年 10 月まで

の間、申立人の母が国民年金保険料を申立人に代わってＡ市で納付してくれて

いたと思うと申し立てている。 

しかし、申立人が所持する国民年金手帳をみると、Ａ市への住所変更の記載

は無く、検認記録欄には申立期間の保険料納付を示す検認印は押されておらず、

申立期間に係る領収書等も同手帳に貼付
ちょうふ

されていないことが確認できる。 

また、Ａ市では、申立人に係る国民年金被保険者名簿索引簿は見当たらず、

国民年金に係る同市への転入手続は行われていないと考えられ、同転入手続が

行われていない申立人については同市で保険料を納付することができないと

している。 



さらに、申立人が所持していたＣ市発行の「昭和 42 年度国民年金保険料集

金カード」をみても、昭和 42 年４月から同年６月までは代表者印欄に押印が

確認できる一方、同年７月から 43 年３月までの期間の保険料納付を示す事蹟
じ せ き

等は確認できなかった。 

このほか、申立期間の保険料を納付していたとされる申立人の母は既に死亡

しており、申立人の申立期間に係る保険料納付の状況は不明である上、申立人

の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 40年８月までの期間及び 41年１月から 47年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名  ：  女 

  基礎年金番号  ：   

  生 年 月 日  ：  昭和 13年生 

住    所  ：   

 

申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ①  昭和 36年４月から 40年８月まで 

                ②  昭和 41年１月から 47年３月まで 

国民年金の加入手続は、昭和 38年又は 39年ごろに元夫が自身の分と一緒 

にＡ市役所で行ってくれたが、国民年金手帳の交付は受けていない。 

保険料の納付は私が担っており、申立期間①については郵便局で、また、

申立期間②については集金人に、いずれも夫婦二人分の保険料として月額

300円程度を納付していた記憶がある。 

親から大切なことだから、年金を納めるよう言われていた。納付した記憶

があるので、納付済みとして認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①についてみると、申立人の手帳記号番号は、昭和 40 年８月 28

日及び 47年 11月１日に、それぞれ夫婦連番で払い出されていることが確認で

き、この場合、いずれの手帳記号番号においても、36年４月から 38年６月ま

での期間の保険料は、制度上納付することができない。 

また、昭和 38年７月から 40年８月までの期間の保険料は、過年度納付及び

現年度納付によりさかのぼって納付することとなるが、申立人はさかのぼって

納付したことは無いと陳述している。 

さらに、申立人は最初の国民年金への加入手続に関与しておらず、最初の年

金手帳を見たことは無いとしているなど最初の加入手続の状況は不明である。 

加えて、申立人が居住していたＡ市における当時の保険料の収納方法は、集

金人及び市役所の窓口における印紙検認方式であり、郵便局の窓口で保険料を

納付していたとする申立人の陳述とは符合しない上、その納付に際しては年金



手帳や納付書によることは無く保険料だけを納付し、領収書も受け取っていな

かったとする申立人の陳述の不自然さも否めない。 

次に、申立期間②について、最初に払い出された手帳記号番号の資格記録を

みると、昭和 40 年９月 13 日に資格を取得し、41 年１月１日に資格を喪失し

ていることが確認でき、この場合、この手帳記号番号により当該期間の保険料

を納付することはできない。 

また、申立人の二番目の手帳記号番号は、昭和 47年 11月１日にＢ市で払い

出されていることが確認でき、この場合、41年４月から 45年９月までの期間

の保険料は制度上納付することはできず、同年 10月から 47年３月までは過年

度納付することとなるが、申立人はさかのぼって納付したことは無いと陳述し

ている。 

さらに、申立人と連番で手帳記号番号が払い出され、申立期間当時、一緒に

夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立人の元夫も未納である。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、旧姓を含め

氏名検索を行うも、その存在を確認することはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金  事案 2112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 44年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 44年８月まで          

    昭和 36年に国民年金に加入し、母と同居するようになった後の 37年４月

から別居する 44 年８月までの期間は、私が母と二人分の保険料を集金人へ

支払っていた。 

一緒に母と二人分の国民年金保険料を支払っていた母の納付記録は納付

済みとなっているのに、私の記録が未納とされていることに納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37年４月以降、母と別居する 44年８月までの期間について

は、申立人の母の保険料と共に自身の保険料を集金人に納付していたと申し立

てている。 

そこで、申立人の国民年金への加入状況についてみると、申立人の手帳記号

番号は、申立人の母とは別の昭和 36 年２月９日にＡ市において払い出されて

いるものの、その後不在消除の取扱いがなされていることが確認できる。 

また、申立人は、昭和 36 年４月にＡ市からＢ市に転居しているものの、国

民年金の住所変更手続を行ったか否かの記憶は曖昧
あいまい

であり、Ｂ市を管轄するＣ

社会保険事務所に申立人の被保険者台帳が移管された記録も見当たらないこ

とから、Ｂ市においては、申立人は被保険者として管理されていなかったと考

えられ、この場合、国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、ほかの手帳記号番号が払い出されていないかを調査するため、氏名

の別読検索及び母の手帳記号番号が払い出された前後の期間の手帳記号番号

払出簿の縦覧点検を実施したが、別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年２月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたとものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月から 52年 12月まで 

    昭和 46 年２月ごろ、国民年金に夫婦二人一緒に加入し、以後、夫婦二人

分の保険料を支払ったことを覚えている。 

初めは私が市役所の窓口で納付書により保険料を納付していたが、途中で

銀行の口座振替で納付した。 

夫婦二人分を同時に支払っていたのに納付期間が異なっていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年２月ごろ夫婦二人共に国民年金に加入し、当初は納付

書により市役所で、その後、銀行の口座振替により夫婦二人分の国民年金保険

料を納付していたと申し立てている。 

そこで申立人とその妻の国民年金への加入状況をみると、その妻の手帳記号

番号の払出日は昭和 52年５月 31日であるものの、申立人の手帳記号番号の払

出日は 53 年８月 31 日であることが確認でき、申立期間のうち、46 年２月か

ら 51 年６月までの期間の保険料は、特例納付によってしか納付できず、同年

７月から 52 年 12 月までの期間の保険料については過年度保険料となるため、

市役所及び口座振替により保険料を納付することはできない。 

また、申立人の納付記録をみると、昭和 55 年６月に、年金受給権を確保す

るため、60 歳到達時に保険料納付済期間が 300 月となるように計算し、36 年

４月から 41 年１月までの期間の保険料を特例納付していることが確認できる

ものの、その妻については、特例納付の必要が無かったことから、当該期間は

未納となっており、申立人とその妻の納付期間が異なることになったものと思

料される。 

さらに、申立人は、申立人が所持する銀行の預金通帳に国民年金保険料が振



替されていたことが記録されていると陳述しているものの、振替されている金

額は当時の保険料と符合しない。 

加えて、申立人はこれまでに保有していた年金手帳について、現在所持する

昭和 53年８月 31日に払い出された手帳記号番号による年金手帳のみであると

している。 

その上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、氏名の

別読み検索等を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2114 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年９月から 47 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 47年 12月まで 

私は、昭和 43 年 9 月に加入手続をしてからずっと国民年金保険料を支払

っていた。当時の国民年金手帳に同年９月から同年 11 月までの保険料の領

収証を貼付
ちょうふ

していたが、元夫がＡ社会保険事務所で裁定請求する際、元夫の

手帳と間違って私のこの手帳を渡してしまったため紛失した。この手帳に

貼付
ちょうふ

していた領収証については、Ｂ市役所の職員に見せたことがある。 

申立期間は納付済みなので記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の年金記録をみると、厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 43

年９月に国民年金被保険者資格を取得しているが、保険料納付が開始されたの

は 48年１月分からとなっている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期をみると、昭和 48 年１月

27 日であることが同手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人が所持して

いる国民年金手帳の発行日をみると同年１月４日に発行されていることが確

認できた。 

したがって、手帳発行時点において、申立期間のうち昭和 43年９月から 44

年 12 月までの期間の保険料は制度上支払うことができず、45 年１月から 47

年３月までの期間の保険料は過年度納付、また同年４月から同年 12 月までの

期間の保険料は現年度納付が可能であったことが分かる。しかし、申立人は過

去の未納保険料をまとめて納付した記憶は無いと陳述しており、また申立人が

所持している国民年金手帳の昭和 47 年度印紙検認記録欄をみると、昭和 47

年４月から同年 12 月までの期間に検認の押印が無いことから、申立内容と符

合しない。 



また、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた可能性について調査し

たが、申立人の記録は見当たらず、各種の氏名検索を行っても別の手帳記号番

号が払い出された形跡は認められなかった。 

なお、申立人の元夫は、申立人の国民年金手帳を預かった記憶は無く、また、

自身の年金裁定請求の際に申立人の手帳と誤って呈示したことも無いと陳述

しており、申立内容と符合しない。 

このほか申立人の申立期間に係る国民年金保険料が納付されていたことを

うかがわせる事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2115 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 11 月から 50 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月から 50年 10月まで 

    昭和 43年 11月に、私の両親が国民年金に任意加入し、同年 11月から 51

年 10 月まで継続して国民年金保険料を納付していた。私の母が自分の分と

一緒に納付してくれていたはずなのに、私だけ申立期間が未納とされている

ことは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年 11月にＡ市で両親が国民年金の加入手続を行い、同年

11 月から 51 年 10 月までの国民年金保険料については、両親が納付していた

と申し立てている。   

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44 年６

月と 50年 11月にそれぞれ別番号で払い出されていることが確認できる。 

まず、昭和 44 年６月に払い出された手帳記号番号での納付記録をみると、

43年 11月から平成 20年 10月までの期間すべてが未納となっていることが分

かる。 

また、同手帳記号番号により、申立人の両親がＡ市で保険料納付したことを

うかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

   さらに、申立人は、昭和 45年 12月にＢ市に住所変更していることから、少

なくとも、申立期間のうち同年 12 月から 50 年 10 月までの保険料をＡ市に納

付することはできない。 

次に、昭和 50 年 11 月に払い出された手帳記号番号での加入記録をみると、

申立人が同年 11 月６日に任意加入していることが確認でき、加入時点におい

て、申立期間の保険料は未加入期間であることから制度上納付できないことが

分かる。 



また、同手帳記号番号により、申立人が申立期間の保険料を過年度納付した

ことをうかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について調査した

が申立人の記録は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2116 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、昭和 57年７月から同年９月まで及び 58年１月から同年３月まで

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年７月から同年９月まで 

      ② 昭和 58年１月から同年３月まで 

 私は、申立期間当時の納付方法についての記憶はあいまいですが、納付書

で納付していたとすれば、１冊の納付書で順次納付していたはずなので、途

中期間が未納となることは考えられません。 

 一方、口座振替にしていたとしても、残高不足になることはなかったはず

であり、督促や振替不能の通知を受けたこともありません。 

 また、喪失手続は行っていないので、昭和 58 年４月からも、納付書がく

れば納付したはずです。 

 申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚を契機に国民年金に加入した昭和 49年９月から 58年３月ま

での期間については、付加保険料を含めて継続して納付していたと申し立てて

いる。 

そこで、Ａ市の国民年金被保険者名簿をみると、申立人は昭和 49年９月 27

日に任意加入手続を行っていることが確認でき、同年９月分から付加保険料も

含めて現年度納付していることがわかる。 

また、昭和 56 年７月から口座振替による保険料納付を開始していることが

確認できる。 

さらに、特殊台帳をみると、社会保険事務所が昭和 58 年度中に申立人に対

し 57 年度の未納保険料を納付するよう催告している記録があることから、少

なくとも、申立期間当時は未納であったと考えることが自然である。 

以上のことから、申立人は、申立期間の保険料について何らかの事情により



残高不足が生じ、振替がなされなかったと考えることが相当である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事事案 2117 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 50年３月まで 

     私が 27 又は 28 歳のころ（昭和 49 年又は 50 年）に、母から、「今まで納

めていない国民年金の保険料を一括して納めたら、後で年金がもらえるから

と宣伝しているので、支払いなさい。」という趣旨のことを強く言われまし

たが、私はまだ若くて、年金のことなど真剣に考えていなかったので、私は

支払いませんでした。      

その後、母から、私が申立てしている期間の保険料を「まとめて支払って

おいた。」と聞かされ、とても有難く思いましたことを思い出しましたので、

私の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49年又は 50年ごろに、母親がその当時未納になっていた 

44年４月から 50年３月までの国民年金保険料（72か月分）を一括納付したと

申し立てている。 

そこで申立人の年金記録をみると、昭和 41 年６月に国民年金手帳記号番号

が払い出され、42年８月に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

一方、申立期間の保険料を一括納付したとする申立人の母親の年金記録をみ

ると、昭和 39 年 10 月に国民年金手帳記号番号が払い出され、同年２月から

54 年２月までの国民年金保険料をほぼ完納していることが確認でき、納付意

識の高さが認められる。 

しかし、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、また、母親

も既に亡くなっていることから納付当時の状況を把握することが困難であり、

一活納付を行った時期、金額及び方法について明らかにすることはできなかっ

た。 

また、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保 

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63年 10月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたとは認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月から平成３年３月まで 

    私が 20 歳になったときに、母がＡ市役所で私の国民年金の加入手続をし

たと言っている。学生だったので、私が就職する平成４年４月まで、母が私

の年金保険料を継続的に金融機関で納付してくれていた。保険料は１か月あ

たり１万円ぐらいだったと聞いている。申立期間が未納とされているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年 10 月に母がＡ市で国民年金の加入手続を行い、以後、

厚生年金保険被保険者資格を取得した平成４年４月の前月まで、母が継続的に

年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、平成３年４月

15 日であることがＡ市の同手帳記号番号払出簿から確認でき、払出時点にお

いて、申立期間のうち昭和 63年 10月から平成３年３月までの期間の保険料は

任意未加入期間であることから制度上納付することができない。 

さらに、申立人の加入手続及び年金保険料の納付を行っていた申立人の母は、

当時は学生も国民年金に加入するのが当たり前だったと陳述しており、学生が

強制加入被保険者となった平成３年４月以降に手続をしたと考えることが自

然である。 

加えて、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について調査した

が、申立人の記録は見当たらず、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2119 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月から平成３年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年８月から平成３年４月まで 

私は、昭和 60年６月ごろ、国民年金加入手続をした。昭和 58年に高額の

納税をしたこともあり、上記申立期間は年金保険料を支払えない経済状態で

はなかった。私の元妻は、私の国民年金保険料を納付していたはずである。

仮に元妻が納付していなかったとしても、納付書が私の手元に届いていれば、

私が保険料を納付していたはずである。上記期間が未納とされているのは納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60 年６月ごろにＡ市で国民年金の加入手続を行い、厚生年

金保険被保険者資格を喪失した同年７月の翌月から厚生年金保険被保険者資

格を再取得した平成３年５月の前月まで、自身または申立人の元妻が継続して

保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、平成 10年７月 27日であるこ

とが市の被保険者名簿から確認でき、申立内容と符合しない。 

また、加入時点において、申立期間の保険料は制度上納付できない。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている可能性につ

いて調査したが、申立人の記録は見当たらず、ほかに申立人が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2120 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 42年３月まで 

私は、Ａ市に住んでいた昭和 36 年５月ごろ、自治会か市の職員かは定か

でないが、同人から国民年金制度があると勧められ、老後のことを考えて国

民年金に加入した。加入の手続と国民年金保険料の納付は妻がした。 

昭和 39 年１月にＢ市に転居してからも、妻が夫婦二人分の保険料を納め

ていたと思う。 

申立期間について、保険料の納付時期や金額は覚えていないが、妻が毎月

又は２、３か月毎に自宅で集金人に現金で保険料を納付してくれていたと聞

いている。 

国の制度だから安心だと思って国民年金に加入し、保険料を毎月納付して

いたのに申立期間が未納とされているのは納得できない。必ず納めていたの

で納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が申立期間の国民年金保険料を集金人に納付していたとし

ているところ、申立期間は 60 か月と長期である上、申立人の妻が申立期間の

保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無い。 

また、申立期間のうち、Ｂ市に転居した昭和 39年１月から 42年３月までの

期間については、申立人の被保険者名簿がＢ市を管轄するＣ社会保険事務所に

移管されたのは 43 年３月であることが特殊台帳の事蹟
じ せ き

により確認できること

から、このころに申立人のＡ市からＢ市への国民年金の住所変更手続が行われ

たものと推定できる。 

さらに、Ｂ市では、転入者からの国民年金の住所変更手続がなければ被保険

者情報が無く、制度上、国民年金の住所変更手続が行われるまでの間は、集金



人が申立人宅に赴くことができない。 

加えて、申立人は、申立期間のうち昭和 39年１月から 42年３月までの夫婦

二人の保険料は申立人の妻が一緒に納付していたとしているところ、その妻の

国民年金手帳記号番号は、Ｂ市への転居の４年後の 43年 12月に払い出されて

いることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、この手帳記号番号払

出時期においては、当該期間の保険料を現年度納付することはできず、申立人

の陳述と符合しない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料が納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2121 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和６年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

昭和 36 年４月ごろ、私がＡ市役所で国民年金の加入手続をした。当時 

収入が少なく加入手続を行ったものの、その後５年間は国民年金保険料を

支払えず、そのことが頭の中にずっとあった。 

一方、加入から７年後に会社勤めをすることになったが、当時、国民年

金制度について詳しく認識しておらず、厚生年金保険に加入しながら国民

年金の保険料も納付していた。 

その会社勤めをしていた昭和 45 年８月に、特例納付制度が始まったのを

知り、これは良い制度だと思った私は、同年 12 月にＡ市役所の担当窓口に

出向いた。そこで、特例納付制度による保険料の納付が厚生年金保険の保

険料と二重払いになるか否かを念のため尋ねた。すると、窓口の女性がそ

の場で社会保険事務所に連絡し、私の保険料の納付記録を確認した上で、

「特例納付は過去の未納分の保険料を納付するものなので重複することは

ありません。」と言われた。それで私は安心し、窓口で未納分の納付書を受

け取り、市役所の中にあった金融機関の小さな出張所みたいなところで未

納分の保険料 2 万 7,000 円を一括で特例納付した。 

過去の未納分がずっと気になっていたので、これで全部納めたと思って

いたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。明

らかに、事務的過誤だと思うので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年 12 月にＡ市役所で、未納とされている 36 年４月から

41 年３月までの国民年金保険料を特例納付したと申し立てているところ、特

例納付をしたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、周辺



事情について調査を尽くしても、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、特例納付に至る動機について詳述する一方、納付方法につ

いては、分割で納付したとしていたところ、これを一括で納付したとするほか、

特例納付に要した保険料の工面の方法については覚えていないとしていたと

ころ、申立人の父から援助してもらったなどと陳述が変遷しており、申立期間

当時の記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料の納付状況の詳細は不明である。 

そのほか、申立期間は 60 か月と長期間である上、申立人から直接申立内容

のヒアリングを行っても保険料納付に関する具体的な陳述を得ることができ

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2122 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年８月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。        

 

第２ 申立の要旨等 

   １ 申立人の氏名等 

氏       名 : 男 

基礎年金番号  :   

生 年 月  日  :  昭和 42年生 

住        所  :   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期  間  : 昭和 62年８月から平成３年３月まで 

私はＡ市の実家を離れＢ市で下宿して大学に通っていたが、昭和 62 年８

月に父親がＡ市役所で国民年金の任意加入手続を行い、その後は母親が国民

年金保険料を納付してくれていたと親から聞いているので、未加入と記録さ

れていることは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年８月に申立人の国民年金の任意加入手続を申立人の

父が行ったとしているところ、その父は既に死亡しており、申立人自身は国

民年金加入手続に関与していないため、申立人の加入手続の詳細は不明であ

る。 

また、申立人が国民年金手帳記号番号を払い出され国民年金被保険者資格

を取得したのは、制度改正により学生が強制加入となった平成３年４月であ

ることが社会保険庁の記録により確認でき、20 歳のときに加入手続を行っ

たとする陳述とは符合しない。 

さらに、申立期間は、申立人の国民年金被保険者資格の取得より前の時期

であり国民年金未加入期間となるため、制度上、国民年金保険料を納付する

ことはできず、また、申立期間において、申立人の母親が申立人の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿等）は無い上、申立期間は３年８

か月と長期間である。 

加えて、申立人に別の手帳記号番号が払い出されている可能性について、

複数の氏名別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されている事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年７月から同年 10月までの期間、同年 11月から 39年３月

までの期間、同年４月及び同年５月、同年６月から 41 年３月までの期間、同

年４月から 43 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。        

 

第２ 申立の要旨等 

   １ 申立人の氏名等 

氏       名 : 女 

基礎年金番号  :   

生 年 月  日  :  昭和 12年生 

住        所  :   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期  間  : ① 昭和 37年７月から同年 10月まで 

         ② 昭和 37年 11月から 39年３月まで 

③ 昭和 39年４月及び同年５月 

④ 昭和 39年６月から 41年３月まで 

⑤ 昭和 41年４月から 43年３月まで 

昭和 37年７月ごろ実家のあるＡ県で、Ｂ会役員を務め国民年金保険料の

集金業務もしていた実父が、娘である私の国民年金加入手続をし、保険料も

毎月納付してくれていたと思う(申立期間①)。 

また、結婚した昭和 37年 11月から元夫の実家で義父母と同居し、この同

居時の私の保険料は、義父母が毎月納付してくれていたと思う(申立期間②)。 

元夫の仕事の都合で、昭和 39 年４月にＣ市Ｄ区に移り住んだが、この時

の私の保険料は、私が集金人に毎月納付していたと思う(申立期間③)。 

また、Ｄ区からＥ区に転居した昭和 39 年６月以降も、保険料は私が集金

人に毎月納付していたと思う(申立期間④)。 

さらに、昭和 41年４月から 43年３月までの期間については、社会保険庁

の記録では申請免除期間となっているが、私はその期間について免除申請の

手続をした覚えは無く、自分で集金人に保険料を納付していたと思う(申立

期間⑤)。 

以上のとおり、いずれの申立期間についても保険料を納付しているはずな

ので、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



申立人は、国民年金加入手続について、Ａ県の実家に住んでいた昭和 37

年７月ごろに、申立人の実父がしてくれたとしているところ、申立人の国民

年金手帳記号番号は 41 年９月にＣ市のＦ社会保険事務所で払い出されてい

ることが国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の所持する国民年金手帳

により確認され、申立人の陳述とは符合しない上、この払出時点では、これ

より前の時期となる申立期間①、②、③及び④の保険料は、現年度納付をす

ることができず、また申立期間①、②、③及び④の一部は時効により過年度

納付をすることもできず、時効とならない申立期間④の一部及び⑤について

も、過年度保険料は申立人の陳述する集金人及び区役所窓口で納付すること

はできない。 

また、申立人は、申立期間①の保険料を申立人の実父が、結婚後の申立期

間②の保険料を同居していた元夫の両親（義父母）がそれぞれ納付してくれ

ていたと陳述しているところ、申立人の実父は既に死亡、義父母は申立人が

元夫と既に離婚していることから事情聴取することができず、申立人自身は

保険料の納付に関与していないため、保険料納付の詳細は不明である。 

さらに、Ｃ市に移り住んで以降の期間である申立期間③及び④については、

申立人は自分で集金人に保険料を現年度納付しており、特に申立期間④にお

いては、集金人の名前も覚えているとしているところ、上述のとおり、申立

人の手帳記号番号は昭和 41 年９月にＣ市を管轄する社会保険事務所におい

て払い出されていることから、住所地のＣ市では、この払出し以前の時期で

ある申立期間③及び④において申立人を被保険者として管理し得ないこと

から、申立人は集金人に保険料を納付することはできなかったものと推認さ

れ、また、Ｃ市では申立期間④当時の集金人名簿を保管していないとしてお

り、申立人が陳述する集金人の在籍は確認することができなかった。 

加えて、申立期間⑤については、申立人は保険料を納付し免除の申請を行

っていないとしているところ、申立人の所持する国民年金手帳の印紙検認記

録欄に検認印が押されていないこと、及び特殊台帳に申請免除期間であるこ

と示す事蹟
じ せ き

が残されていることから、申立期間⑤は申請免除期間であり、保

険料の納付は行われていなかったと考えるのが自然である。 

このほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている可能性

について、旧姓を含む複数の氏名別読み検索などを行ったが、別の手帳記号

番号が払い出されていることをうかがわせる事情は見当たらず、また、申立

期間は①、②、③、④及び⑤を合わせて５年９か月と長期間である上、各申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿等）も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2124 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 61年３月まで 

    私は、昭和 49 年ごろにＡ市役所で自身の国民年金の加入手続を行い、51

年に現住所に転居してからは、口座振替により国民年金保険料を納付してき

た。 

それにもかかわらず、社会保険庁の記録では、昭和 59年４月から 61年３

月まで未加入とされている。私は保険料納付をやめたことは無いので、納付

済みに記録を訂正してほしい。      

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を口座振替で納付しており、保険料納

付をやめたことは無いとしているところ、Ａ市が保管している申立人の被保険

者名簿には、昭和 44 年３月１日取得の国民年金被保険者の資格種別が強制か

ら任意に訂正されている事蹟
じ せ き

とともに、その資格を 59 年４月１日付けで喪失

している事蹟
じ せ き

が残されていることが確認できるほか、社会保険事務所の特殊台

帳にも同年４月１日に資格を喪失の事蹟
じ せ き

が残されている。 

また、上記の市の被保険者名簿には、申立期間に最も近い昭和 57年６月 18

日受付の口座振替納付が 59年５月 25日に廃止されたと推定される事蹟
じ せ き

が残さ

れている一方、これ以後に新たな口座振替納付が開始されたことをうかがわせ

る事蹟
じ せ き

は確認できなかった。 

このようなことを考え合わせると、申立期間については、申立人の届出によ

り国民年金被保険者の資格喪失手続が行われ、国民年金の未加入期間となり、

併せて口座振替も廃止され、資格喪失後の国民年金未納期間である申立期間に

ついては、保険料が納付されなかったと考えるのが自然である。 

このほか、申立人が、申立期間において、保険料を納付していたことを示す



関連資料が無く、保険料を納付していたことをうかがえる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2125 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年１月から 51年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ：  昭和 20年生 

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から 51年２月まで 

    私は昭和 51 年３月ごろＡ県から帰郷し、Ｂ市で店を経営していた妻と結

婚、同年５月ごろ、妻が夫婦二人分の国民年金加入手続を行い、その後は自

宅に来た集金人に妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

昭和 51 年６月ごろ、妻が集金人に対し、私の未納となっている過年度保

険料の納付を申し出たところ、集金人から「保険料の納付期限の時効は３年」

と言われたので、48年１月から 51年２月までの期間の保険料を納付したと

妻から聞いている。それにもかかわらず、申立期間が未加入及び未納とされ

ていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人に係る国民年金の加入手続及び申立期間に係る過年度保険

料納付は専ら申立人の妻が行い申立人自身は関与していないと陳述している

ところ、その妻は平成 14 年５月に既に死亡しており、国民年金の加入手続及

び保険料納付状況の詳細は不明である。 

   また、夫婦の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年６月に夫婦連番で払い出さ

れ、申立人は、同年２月にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得している

ところ、申立期間のうち同年１月以前の期間は国民年金未加入期間であること

から国民年金保険料を納付することができず、また、同年２月及び３月の２か

月は過年度納付することは可能であるが、申立人の陳述は３年分の保険料を妻

が一括納付したとのことであり、当該２か月のみを過年度納付したとの申立て

は無い。 

   さらに、申立人は、「保険料の納付期限の時効は３年」との教示を集金人か



ら受けた妻が、申立期間の保険料を集金人に納付したと陳述しているところ、

申立期間は３年２か月間と３年を超過しており、その超過している理由も曖昧
あいまい

である上、制度上の保険料の納付期限の時効は２年であり、過年度保険料は集

金人に納付できないことから、申立人の陳述は不自然である。 

   加えて、申立期間は 38 か月と長期間であり、申立期間の保険料納付を示す

関連資料（家計簿等）は無く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。        

 

第２ 申立の要旨等 

   １ 申立人の氏名等 

氏       名  :  男 

基礎年金番号   :    

生 年 月  日   :   昭和 22年生 

住        所   :    

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期  間   :  昭和 44年７月から 47 年３月まで 

私は、結婚を契機に昭和 44年５月ごろ、私の勤めていた個人事業所が社

会保険の適用事業所ではなかったので、夫婦二人で国民年金に加入をするこ

ととした。加入手続は、妻が夫婦二人分をＡ市で行った。 

この加入からＢ市に転居する昭和 45年５月までは、家に来た集金人に、

一人１か月 300円ぐらいの国民年金保険料を夫婦二人分を共に３か月分ま

とめて、妻が支払った。妻が厚生年金保険被保険者であった 44年６月から

45年３月までの間は、私の分だけの保険料を妻が納付した。 

昭和 45年５月にＢ市に転居してからは、一人 450円ぐらいの保険料を夫

婦二人分まとめて金融機関において妻が納付した。 

申立期間の保険料については納付したので、納付済期間として認めてほし

い。  

                                   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとしている

ところ、その妻が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿な

ど）は無い上、申立期間のうち昭和 45年７月から 47年３月までの間は保険料

を納付していたとされる妻も未納とされている。 

また、保険料の納付を行ったとされる申立人の妻は、Ｂ市への転居時の国民

年金の手続に関して記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人の妻については、昭和 44 年

５月ごろにＡ市在住時に国民年金手帳記号番号が払い出されているにもかか

わらず、45 年５月ごろに別の手帳記号番号が払い出されていることから、こ

の別の手帳記号番号が払い出された際の手続時には、旧年金手帳は市に提示さ

れなかったと考えられる。 



さらに、上記の手続は、申立人の妻が厚生年金保険被保険者資格を喪失した

ことに伴って行われたものであって、申立人については、この手続時を含めＢ

市への転居に伴う国民年金の住所変更手続は行われず、その結果、Ｂ市では申

立人を被保険者として管理することがないことから納付書は発行されず、申立

期間の保険料を納付できなかった可能性が否定できない。 

このほか、申立期間は２年９か月と長期である上、申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2127 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年４月から 40 年３月までの期間及び同年７月から 42 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和７年生 

    住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 40年３月まで 

② 昭和 40年７月から 42年３月まで 

    昭和 36 年４月から３か月ごとに市役所から自宅兼店舗に来る集金人に、

店舗の事務員が私の国民年金保険料を納付していた。昭和 36 年度の１年間

と昭和 40 年４月から同年６月までの３か月の保険料が納付済みとされてい

るのに、申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは考えられない。 

昭和 41 年に子供を出産した後は、保険料を納付できなかった時期もあっ

たが、45 年ごろにＡ市役所の窓口で未納期間分の保険料をまとめて納付し

た。まとめて納付した金額は数十万円だったと思う。 

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月から自宅に来る集金人に申立期間①及び②の国民

年金保険料を現年度納付していたと申し立てているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は同年７月に払い出されており、昭和 36 年度の保険料は納付済

みとされている。 

しかしながら、申立人には、昭和 41 年６月に再度別の手帳記号番号が払い

出され、40年４月から同年６月までの３か月分の保険料を、払出後の 41年６

月 29日に過年度納付している記録が確認できる。 

申立人が、申立内容のとおり、昭和 37 年度以降の保険料を継続して納付し

ていたのであれば、新たな手帳記号番号が払い出されることは無く、また、保

険料を過年度納付する必要も無いことからみて、申立人が申立期間①及び②の



保険料を集金人に現年度納付していたものとは考え難い。 

さらに、申立人は、昭和 45年ごろに未納期間分の保険料をまとめて納付し、

納付金額は数十万円だったと思うと申し立てているが、申立期間①及び②の保

険料をすべて第１回特例納付期間（昭和 45年７月から 47年６月まで）中に特

例納付したとしても、保険料額は２万 5,650 円であり、申立金額と大きく相違

する。 

加えて、申立人が保有する納付書・領収証書を見ると、昭和 48 年３月 13

日に、申立期間②直後の期間である 42年４月から 47年３月までの５年分の保

険料をさかのぼって納付していることが確認でき、42 年４月から 44 年 12 月

までの保険料額は第１回特例納付期間における保険料単価で算出されている。 

  一方で、申立人の特殊台帳には特例納付をした記録は無く、納付時期の昭和

48年３月は第１回特例納付期間を過ぎている。以上のことを考え合わせると、

当時、申立人が過年度納付を行いその後 60 歳までの国民年金保険料をすべて

納付したとしても、国民年金受給資格期間を満たすことができなかったので、

極めて例外的に、特例納付期間を過ぎているにもかかわらず、受給資格期間を

満たすため、さかのぼって保険料の納付が認められたと考えるのが相当であり、

申立人が未納期間の保険料をまとめて納付したとの申立内容とも符合する。 

このほか、申立人は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、申立人

から申立期間の保険料を納付した事情を汲み取ろうとしても、新たな周辺事情

等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2128 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 41年３月までの期間及び 44年４月から 48年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 41年３月まで 

② 昭和 44年４月から 48年３月まで 

私はＡ市に居住していた時、国民年金の加入手続をした時期は覚えていな

いが、国民年金の任意加入を勧める広報を見て、金融機関の行員に加入手続

を依頼し、黒色の細長い手帳に金色の文字で年金手帳と記載された手帳をも

らった。保険料の納付については、自宅に来ていた金融機関の行員に、金額

は覚えていないが毎月保険料を納付して、金融機関の領収書をもらっていた。

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の任意加入を勧める広報を見て、金融機関の行員に加入

手続を依頼したと申し立てているが、申立期間①当時、申立人の国民年金加入

資格は強制加入期間であり、金融機関の行員が国民年金の加入手続を行うこと

はなく、申立内容は当時の状況と符合しない。 

また、社会保険庁の国民年金加入記録を見ると、申立人の申立期間②につい

ては、未加入期間とされており、制度上国民年金保険料を納付することはでき

ない。 

さらに、申立人は、保険料の納付について、自宅に来ていた金融機関の行員

に毎月保険料を納付して、金融機関の領収書をもらっていたと申し立てている

が、申立期間①及び②当時、Ａ市の保険料収納方法は印紙検認方式で、原則３

か月に１回であり、申し立てている年金手帳の色も異なるなど、申立内容は当

時の制度状況と符合しない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年４月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 50年 12月まで 

    私は、21 歳の時、妻と一緒に暮らすようになってから国民年金保険料を

納付するようになった。保険料は、自宅に来た集金人に妻が私の分と一緒に

夫婦二人分を納付していた。妻の当時の保険料は納付済みとされているにも

かかわらず、私の分が未納とされていることは納得できない。妻が保険料を

納付してくれていたため、保険料額などの保険料納付に関することは覚えて

いないが、妻は間違いなく納付してくれていたはずなので、納付記録を認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52年２月 15日に国民年金手帳記号番号が払い出されて以降、

国民年金保険料をすべて納付しており、また、平成 16年２月から 19年９月ま

での期間、国民年金に任意加入して保険料を納付している。 

また、申立人は、申立期間の保険料について、申立人の妻が申立人の分と一

緒に納付していたと申し立てているところ、申立人の保険料納付を担っていた

その妻は、昭和 39年５月 26日に国民年金手帳記号番号の払出しを受け、申立

期間の保険料は納付済みとされているほか、他界する 56 年３月の前月分まで

の保険料を完納している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、昭和

52年２月 15日であり、この手帳記号番号によっては、申立期間の保険料を集

金人に現年度納付することはできず、申立期間のうち 49年 12月以前の保険料

は、制度上、過年度納付することもできない。 

そこで、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について、氏名の

別読みによる検索や申立人が居住していた住所を管轄する社会保険事務所の



国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、その存在をうかがわせる

事情等は見当たらなかった。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、昭和 51 年１月から同年３月までの保険

料が過年度納付されている記録が確認できることから、申立人は 52 年２月に

手帳記号番号の払出しを受け、51 年１月までさかのぼって保険料を過年度納

付するとともに、以後、現年度納付を開始したと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、保険料納付を担っ

ていた申立人の妻は他界しており、申立人が申立期間の保険料を納付した事情

等を汲み取ろうとしても、新たな周辺事情等は見いだすことができなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年４月から平成３年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から平成３年４月まで 

    私は、大学を卒業した昭和 47年３月にＡ市からＢ市へ転居し、Ｂ市役所

で転入手続を行った際、併せて国民年金の加入手続を行った。 

その後、毎年１年分まとめて送付されてきた納付書により、１か月分ずつ

郵便局の窓口で国民年金保険料を納付していたので、申立期間の保険料が未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、学校を卒業した昭和 47 年３月にＢ市へ転居し、転入手続を行っ

たと申し立てているが、申立人の戸籍の附票を見ると、申立人がＢ市に住所を

定めた日は平成７年１月 10 日と記載されており、申立期間当時の住所地は実

家のＣ市であり、申立内容と符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成７年８月ごろにＢ市で払い出

されていることが確認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間の国民年

金保険料は制度上納付することができない。 

そこで、Ｂ市を管轄するＤ社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿の

縦覧調査、氏名の別読み検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、毎年１年分まとめて送付されてきた納付書により、１か

月分ずつ郵便局の窓口で国民年金保険料を納付していたと申し立てているが、

Ｂ市では、保険料の納付方法が毎月納付に変更されたのは昭和 62年４月から、

保険料取扱金融機関に郵便局が指定されたのは平成 12 年４月であり、申立内

容は当時の状況と符合しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2131 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年１月から平成元年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から平成元年 12月まで 

    私は、昭和 59 年２月の結婚を契機に、市役所の窓口で国民年金の手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を 1年間分ずつ納付書で納付した。保険料

月額は 7,000円ぐらいであったと記憶している。申立期間の保険料が未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 59 年２月の結婚を契機に、市役所の窓口で国民年金の手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てているが、申立人の国

民年金手帳記号番号は 50年 10月に払い出されているものの、国民年金被保険

者資格を取得した 43 年９月から、厚生年金保険被保険者資格を取得する前の

平成２年４月までの納付記録をみると、昭和 53 年１月から同年６月までの６

か月の保険料のみしか納付されていないことが確認でき、申立期間前後の期間

の保険料は未納とされている。また、厚生年金保険被保険者資格を喪失した後

も、国民年金の未加入期間及び未納期間が存在する。 

さらに、申立期間は 72 か月に及び、この間行政機関の事務的過誤が連続し

て生じるものとは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金保険料を 1年間分ずつ納付書で納付

したと申し立てているが、申立人の納付記録をみると、平成 11年 11月に、同

年 10 月から 12 年３月までの保険料の免除申請を行った後、平成 12 年度から

15 年度までの保険料を前納していることが確認できることから、申立人が納

付時期を勘違いしている可能性を否定することもできない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情は

見当たらず、また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、申立

人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2132 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年１月から 52 年 11 月までの期間及び 54 年 10 月から 55

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年１月から 52年 11月まで 

② 昭和 54年 10月から 55年３月まで 

    私は、昭和 36 年８月以降、厚生年金保険未適用事業所に勤務していたの

で、時期は覚えていないが国民年金加入手続をして緑色の年金手帳をもらい、

自宅に来ていた集金人に３か月ごとに国民年金保険料を支払い、年金手帳に

スタンプを押してもらっていた記憶がある。 

申立期間①の期間は、社会保険事務所の職員に言われるがまま記載したも

のであるが、昭和 39 年ごろに結婚した後は、保険料を納付してもしなくて

もよいと言われたので納付していない。 

申立期間②について、結婚後は国民年金保険料を納付していなかったが、

元夫が厚生年金保険に加入していない時に保険料を納付していた時期があ

り、保険料は 7,000円ぐらいで納付書によって納付していたと思う。申立期

間②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の年金記録に係る確認申立書を見ると、申立期間①は、昭和 40 年１

月から 52年 11月までとされている。 

しかしながら、再度、申立人に申立内容を確認したところ、時期は覚えてい

ないが、結婚（昭和 39 年ごろ）以前に国民年金加入手続を行い、自宅に来る

集金人に国民年金保険料を納付していたものの、結婚後は、保険料を納付して

もしなくてもよいと言われたので納付していないとの陳述が得られた。 

他方、申立人の戸籍を見ると、申立人は、昭和 40 年９月８日に結婚してい

ることが確認できる。 

そこで、昭和 40 年１月から同年９月までの保険料納付状況について検討し



たところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年 12 月２日に払い出されて

いるものの、社会保険庁の記録をみると、同年１月から同年９月までの期間は

国民年金未加入期間とされていることから、申立人は、当該期間の国民年金保

険料を、制度上納付することはできず、さらに、この手帳記号番号によっては、

それ以前の保険料を現年度納付することもできない。 

また、昭和 37年 10月から 40年 12月までの国民年金手帳記号番号払出簿の

縦覧調査及び氏名の別読み検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

次に、申立人の特殊台帳を見ると、申立期間②直前の昭和 53 年 10 月から

54 年９月までの保険料は未納とされていること、昭和 54 年度及び 55 年度に

申立期間②の保険料について催告を受けた記録が確認できること、申立期間②

直後に被保険者資格を喪失していることなどからみて、申立人が申立期間②の

保険料を納付したものとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間②当時の保険料は 7,000円ぐらいであったと申し

立てているが、申立期間②当時の保険料は１か月 3,300 円（３か月分 9,900

円）であり、申立内容と符合しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年 11月から平成元年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 11月から平成元年２月まで 

夫が昭和 60 年 10 月に会社を退職し、同年 11 月から自営業を開始したの

で、私が、申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料を、納付書により銀行で

納付していた。 

昭和 61 年から平成元年の所得税の確定申告において、夫は国民年金保険

料の社会保険料控除を申告しており、私は確定申告をしていないが、夫同様

に国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年から平成元年の所得税の確定申告において、申立人の

夫は国民年金保険料の社会保険料控除を申告しており、申立人は確定申告をし

ていないが、その夫と同様に国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検

索を行ったが、申立人に国民年金手帳記号番号は払い出されておらず、申立人

の国民年金の加入記録及び納付記録は見当たらなかった。 

また、申立人は、三制度共通の年金手帳を保有しているが、国民年金欄に「国

民年金手帳記号番号」及び「初めて被保険者になった日」の記載は見られない。 

さらに、申立人の夫の昭和 61 年分、62 年分及び 63 年分の確定申告書控え

の社会保険料控除欄を見ると、各確定申告書の社会保険料控除欄に国民年金保

険料額が記載されており、記載されている保険料額は当時の保険料額に一致し

ているが、一人分の保険料額であり、その夫の分と考えるのが相当である。 

加えて、国民年金への加入手続、保険料納付に関する申立人の記憶は明確で

は無く、申立人が申立期間の保険料を納付した事情を汲み取ろうとしても、新

たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの期間、44年７月から 45年３月

までの期間及び 46年４月から 56年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ② 昭和 44年７月から 45年３月まで 

             ③ 昭和 46年４月から 56年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、昭和 57 年ごろにまとめて市役所で納付し

た。納付した金額は覚えていない。引っ越しが多かったため領収書を無くし

てしまったが、未納期間の保険料は納付した。お金を受け取った人が入金し

ていないのではないかと思っている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年ごろに申立期間の国民年金保険料をまとめて納付した

と申し立てており、納付したとする月は不明であるが、同年においては、少な

くとも 54年 12月以前の国民年金保険料は、時効により制度上納付することは

できない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を区役所で納付したと申し立て

ているが、市役所において、過年度保険料を収納することは無く、申立内容は

当時の制度状況と符合しない。 

さらに、申立人の保険料納付に関する記憶は明確では無く、申立人から申立

期間の保険料を納付した事情を汲み取ろうとしても、新たな周辺事情等を見い

だすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2135 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月から 61年３月まで 

    昭和 51 年５月から任意加入をしていたが、自分から任意加入を止めたこ

とは無く、また、経済的にも困っていなかったので国民年金を止める理由が

無かった。しかし、58 年 10 月から 61 年３月までの期間が未加入期間であ

ることに納得がいかない。また、この期間の保険料は、自宅に集金に来てい

た女性の職員に納付していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年５月に任意加入しその後は、女性職員の集金人に現年

度納付を行ってきたと申し立てている。 

   そこで、申立人の資格の記録をみると、昭和 41 年 12月に初めて国民年金の

資格を取得しその後、51年５月３日に結婚と同時に任意加入に切替え 58年 10

月１日に資格を喪失していることが、申立人所持の年金手帳の記録及び市の電

算記録から確認できる。この場合、申立期間は未加入期間となるため制度上、

保険料を納付することはできない。 

また、申立人はこの資格の喪失に係る届出を行ったことは無いとしているが、

申立人が所持する年金手帳の記録欄に、昭和 58年 10月１日付けで資格を喪失

したことが記載されており、申立人の意思により届出がなされたと考えるのが

自然である。 

さらに、別の年金手帳による納付の可能性を確認するため、別読み及び旧姓

を含む氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

   加えて、申立人は、保険料納付金額や納付をめぐる記憶が定かではないほか、

申立期間に係る保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情等も見

当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年９月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 47年３月まで 

    母親から「20 歳になったので年金を支払っている」と聞いたことをはっ

きりと覚えている。保険料は、母親が１か月 300円前後の金額を３か月分ず

つ両親の分と一緒に市役所の女性の集金人に納めてくれていたと思います。

昭和 45 年夏ごろからは、少し高くなったことを覚えています。両親が他界

しており納付事実を証するすべもなく、44年９月から 47年３月までの納付

記録が無いことに無念さが込み上げてきます。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「20歳から国民年金を支払っている」と母親から聞いており、保

険料は、母親が１か月 300円前後の金額を３か月分ずつ、両親の保険料と一緒

に集金人に現年度納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の加入手続時期をみると、手帳記号番号払出簿から昭和 47

年４月 28 日であることが確認できる。この場合、加入手続時点では、申立期

間のうち 44年９月から同年 12月までの保険料は、時効により、既に納付でき

ない期間となっている。また、45 年１月以降の期間については過年度納付が

可能であったものの、その場合、母親が３か月分ずつの保険料を集金人に現年

度納付を行ってきたとする申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、別読みによ

る氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

   加えて、申立人は、国民年金の加入手続や納付に関して直接関与しておらず、

申立期間に係る保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情等も見

当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2137 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年１月から 51年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 51年９月まで 

    強制加入だということで督促状が来ており、何年か過ぎて送られてきた納

付書を使ってさかのぼって支払いに行き、私と主人の二人分を同じように一

緒に支払いました。これ以上さかのぼって支払えないと言われて一部返金が

ありました。納付場所はＡ市役所又は郵便局のいずれかだったと思います。

主人は自営業をしており、健康保険料を含め年金保険料も源泉徴収し、Ｂ税

務署にも申告していました。約 18 年前に廃業しており書類等は処分し残っ

ておりません。私と主人の夫婦二人分を一緒に支払っていましたので、片方

だけの支払いはありえません。 

しかし、記録では、昭和 49 年１月から 51 年９月までの分が私だけ未納  

とされており納得がいかないです。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、申立人自身が夫婦二人分

を同じようにさかのぼって納付したと申し立てている。 

そこで、申立期間について、申立人の夫の納付記録をみると、昭和 49 年１

月から 51年３月までの 27か月分の保険料を過年度納付し、継続する同年４月

から同年９月までの６か月分の保険料については、同年 11 月に現年度納付し

ていることが社会保険庁の特殊台帳及び市の収滞納記録から確認できる。 

また、申立人の夫については、これらを合わせて 36か月分の納付を除くと、

当時、国民年金に係る納付済期間は９か月しかなく、昭和 51 年 11月の現年度

納付の時点において、年齢が 38 歳に達していた点を踏まえると、受給権確保

の観点から、市により過年度納付を含めた納付勧奨がなされたものと推定でき

る。一方、申立人の夫より３歳以上若い申立人にはその必要性は無かった。 

さらに、申立期間について、申立人の夫は過年度及び現年度の組み合わせに



より保険料納付を行っている。他方、この当時、過年度保険料の収納及び納付

記録の管理は社会保険庁が、現年度保険料の収納及び納付記録の管理は市町村

が行っていた点を踏まえると、申立期間に係る納付記録について、両者がそろ

って事務的過誤を行うとは考え難い。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認する為、別読み及び旧

姓を含む氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかっ

た。 

そのほか、申立人は、保険料の納付金額、納付場所など保険料納付をめぐる

記憶は定かではないほか、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も

見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2138 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年１月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から 50年３月まで                                   

 昭和 44 年 12 月にＡ社を退職した私は、翌 45 年５月に結婚した。婚家で

は、夫、義父及び義母のいずれも国民年金に加入していたので、私もそれに

ならって結婚後すぐに国民年金に加入した。だれがどこで加入手続したのか

は覚えていないが、加入が少し遅れたので、初回の納付は同年１月にさかの

ぼって行ったと思う。夫婦二人分の保険料の納付は、結婚後しばらくはおそ

らく義母が担当していて、後には主に私が担当していたと思うが、納付方法

や納付金額等は覚えていない。申立期間については、夫も義父及び義母も納

付済みとされており、私の分を除いてほかの３人分の保険料だけを納付する

とは考えられず、納付していることは間違いないと思う。 

 私と義母が同名であることから、同じ家に同名の二人がいるのは何かの間

違いだとの判断に基づいて、役所によって私の記録が消されてしまうなど何

らかの事務上の混乱が起こったのではないかという疑念を抱いている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 51年２月 13日に加入手続し

ていることがＢ市の被保険者名簿から確認できる。この場合、45 年５月に結

婚後すぐに国民年金に加入したとする陳述とは符合しない。 

また、この手続時点では、申立期間のうち昭和 45 年１月から 48 年 12 月ま

での保険料は、時効の成立により、既に納付できない期間になっており、49

年１月から 50 年３月までの保険料について過年度納付は可能であるものの、

この間の申立人の夫の納付記録をみると、現年度納付であることが社会保険庁

の特殊台帳から確認でき、この期間の保険料を夫の分と一緒に夫婦二人分を現

年度納付したとする申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、旧姓及び氏



名の別読みを含む氏名検索、並びに昭和 45年１月から 50年３月までの手帳記

号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たら

なかった。 

加えて、申立人は自分と義母が同名であることから、行政機関において両人

の保険料収納の記録管理上何らかの過誤が生じたのではないかとの疑念を抱

いている点については、申立人の加入手続が義母の年齢が 60 歳に達し保険料

納付を完了した後の昭和 50 年度になされ、以降未納無く納付済みの記録とな

っている点を踏まえると、その可能性をうかがうことは困難である。 

そのほか、申立人は申立期間初期における保険料納付に直接関与しておらず、

加入手続及び保険料納付をめぐる記憶が定かでないほか、申立期間の保険料納

付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2139 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年３月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月から 63年３月まで 

        私は、昭和 60年２月に会社を退職し、同年２月又は同年３月ごろ、厚生

年金保険手帳を社会保険事務所に提出し、国民年金の加入手続をした。年金

手帳や納付書は、加入手続時にもらったのか、後日郵送されてきたのかよく

覚えていないが、当初の保険料は月 8,500円ぐらいだったと記憶している。

それ以降、私と娘の保険料を一緒に、毎月集金に訪れる銀行員又は直接郵便

局に出向いて納付して来たのに、上記期間が未納とされているのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60 年２月に会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、そ

れ以降、申立人の長女の保険料と一緒に、毎月保険料を納付して来たと申し立

てているところ、申立人の手帳記号番号は、記号番号前後の被保険者の状況か

ら、61年８月から同年 10月の間に払い出されているものと推測でき、この時

期からみると、同年３月以前の保険料は過年度保険料となるが、申立人は過去

の保険料をさかのぼってまとめ払いした記憶は無いと陳述している。  

また、申立人は、申立期間当初の保険料月額を 8,500円ぐらいとしているが、

当時の保険料月額は 6,200円であり符合しないほか、一緒に納付して来たとす

る申立人の長女の納付記録も、申立期間に相当する期間は未納となっている。 

さらに、申立期間の保険料を毎月現年度で納付するためには、別の手帳記号

番号の払出しが必要であるが、申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をす

べて視認し、ほかの読みによる各種氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無

く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2140 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から平成元年３月まで 

        外国人も国民年金に強制加入となったことを新聞で知り、母が昭和 57 年

初めごろ、Ａ市役所で国民年金の加入手続をしてくれた。その際、１か月で

も納付しない限り手帳は交付できないと職員から説明を受け、後日、交付は

がきと１か月分の領収書を同市役所に提示して、同年１月１日に資格を取得

と記入された年金手帳を受け取った。それ以降、保険料は、母の保険料と自

身の保険料を一緒に、毎月集金に訪れる銀行員に又は直接郵便局に出向いて

納付してきた。加入当初の保険料は月額８,000円台と記憶しているが、古

い領収書は処分し、今は平成元年４月以降の領収証書だけ残っている。上記

期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       申立人は、昭和 57年初めごろ、申立人の母親が市役所で国民年金の加入手

続を行い、それ以降、母親の保険料と自身の保険料を一緒に、毎月保険料を納

付して来たと申し立てているところ、申立人の手帳記号番号は、記号番号前後

の被保険者の状況から、60年４月から 61年９月の間に払い出されているもの

と推測でき、この時期からみると、申立期間の保険料は、大半が制度上納付す

ることができない期間を含む過年度保険料となるが、申立人は過去の保険料を

さかのぼってまとめ払いした記憶は無いと陳述している。 

また、申立人は、申立期間当初の保険料月額を８,000円台としているが、

母親が加入手続をしたとする昭和 57年当時の保険料月額 4,500円と異なり、

申立人の納付記録が始まる平成元年４月当時の保険料月額 8,000円と一致し

ているほか、自身の分と一緒に納付してきたとする申立人の母親の納付記録も

申立期間の一部は未納となっている。 

さらに、申立人は、母親が申立人の国民年金の加入手続を行った際、その場



で手帳を受け取れず、後日、領収証書で保険料納付を確認後に受け取ったと申

し立てているが、当時の市役所における手帳交付の取扱い実態と符合しないも

のと考えられる。 

加えて、別の手帳記号番号払出しの可能性について、手帳記号番号払出簿の

内容をすべて視認し、ほかの読みによる各種氏名検索を行ったが、別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が

無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 41 年３月までの期間及び 48 年 10 月から 49

年２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 10月から 41 年３月まで 

             ② 昭和 48年 10月から 49年２月まで 

    Ａ市Ｂ区役所から加入勧奨があった昭和 36 年４月ごろに、妻が夫婦二人

分の国民年金の加入手続を行い、それ以降、49 年４月に妻が子供たちを連

れて私の実家のあるＣ市に引越しするまで、妻が夫婦二人分の国民年金保険

料を毎月区役所の集金人に納付していた。また、その間にＡ市Ｂ区からＤ区

へ転居した際にも、妻が住民票の手続と一緒に国民年金の手続も行い、Ｄ区

においても妻が夫婦二人分の保険料を区役所の集金人に納付していた。 

上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻がＣ市に転居する昭和 49 年４月まで、妻が夫婦二人

分の保険料を納付していたと申し立てているが、申立人の妻は、申立期間①の

途中において、Ａ市Ｂ区からＤ区に転居した際の手続等に関してはよく覚えて

いないとし、納付に関しては、毎月区役所の集金人に保険料を納めていたとい

う記憶しか無いと陳述していることから、当時の具体的な納付状況等は不明で

ある。 

   そこで、一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたとする妻の納付記録をみ

ると、申立人同様、申立期間①の保険料は未納であることが分かる。 

   また、申立期間①は 42 か月と長期間であり、これほどの期間において夫婦

二人の記録が同時に欠落するとは考え難い。 

   さらに、申立期間②についても、同時期の申立人の妻の納付記録からは、申

立人に係る保険料の納付をうかがわせる事情は見当たらなかったほか、申立人

に申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料が無い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年１月から 52 年３月までの期間、58 年１月から同年３月

までの期間、同年 10 月から同年 12 月までの期間及び 59 年４月から同年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年１月から 52年３月まで 

             ② 昭和 58年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 58年 10月から同年 12月まで 

             ④ 昭和 59年４月から同年６月まで 

    私は、昭和 50年から国民年金保険料を納付書で毎月支払い、58年ごろか

らは、口座振替で支払って来た。残高不足により振替不能の時は、後日納付

書で支払って来た。商売は、順調な時ばかりでは無かったが、保険料を支払

えないほどのことは無く、資金繰りの面で多少遅れることはあったが支払っ

てきた。上記期間が、未納とされていることに納得ができない。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50年から国民年金保険料を納付書で毎月支払い、58年ごろ

からは口座振替に切替え、振替不能があっても、後日、送付されてくる納付書

で支払って来たと申し立てている。 

   そこで、申立人の特殊台帳の記録をみると、昭和 51年度、53年度、55年度

及び 57 年度の欄に、未納の催告を行ったことを示すゴム印が認められ、昭和

53 年７月から同年 12 月までの期間、56 年１月から同年３月までの期間、59

年７月から同年９月までの期間及び 61年７月から同年 12月までの期間の保険

料を過年度納付していることが確認できることから、申立期間②、③及び④の

前後を通じて、申立人の納付状況が不安定となっている様子がうかがえる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ市Ｂ区において昭和 50 年１月

に払い出されていることが、手帳の払出記号番号及びＡ市Ｂ区を管轄するＣ社

会保険事務所の手帳記号番号払出簿により確認できるが、申立人は 48 年８月



から 51年 11月までＤ区内に居住していたとしているほか、区役所への転居届

は行っていないが同年までＥ区に居住していたこともあると陳述しており、こ

の当時における申立人の住所異動に関する記憶が不明瞭である。また、Ｆ区内

に在住時は自宅に納付書が届いていたが、ほかの居住地では納付書を受け取っ

た記憶が無いと陳述していることから、申立期間①については納付書の入手を

はじめ保険料の納付が困難な状況であったものと考えられる。     

   さらに、申立期間①、②、③及び④の保険料を納付できる別の手帳記号番号

が払い出されていたかどうかについて各種の氏名検索を行ったが、その存在を

うかがわせる事情は見当たらなかったほか、申立人に申立期間①、②、③及び

④の保険料を納付していたことを示す関連資料が無く、納付をうかがわせる周

辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2143 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年４月から 52年３月までの期間及び 54年２月から 55年４

月までの期間の国民年金保険料並びに昭和 52 年４月から平成元年１月までの

期間及び同年３月の付加保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月から 52年３月まで 

                   ② 昭和 54年２月から 55年４月まで 

                   ③ 昭和 52年４月から平成元年１月まで（付加保険料） 

                   ④ 平成元年３月（付加保険料） 

        私は、昭和 52 年４月ごろ、市の広報誌か何かを見て、前夫と一緒に市役

所へ国民年金の加入手続に行った。その時、窓口の職員から、前夫の年金資

格について「今から 60 歳まで納付しても２年間不足する。今なら２年さか

のぼって納付することができる。」と勧められたので、二人共、50年４月か

ら 52 年３月までの２年間の保険料を一括納付したのに、未納とされている

のは納得できない。 

また、二人共、国民年金に加入と同時に付加年金に加入し、それ以来、私

が夫婦二人分の保険料を一緒に納付してきたのに、前夫と私で付加年金の記

録が異なっているのはおかしい。 

さらに、私は、昭和 54年２月から 55年４月まで厚生年金保険に加入して

いるが、その分も納付してきたので、還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年４月ごろに国民年金の加入手続を行ったと申し立てて

いるが、手帳記号番号払出簿をみると、申立人及びその前夫の手帳記号番号は

ともにその３年後の 55 年に払い出されており、市の被保険者名簿により同年

６月 10日に国民年金の加入手続を行っていることが確認できる。 

また、申立てどおり、申立人が昭和 52 年４月に加入手続を行うためには、

申立人及びその前夫に係る別の手帳記号番号が払い出されている必要がある



が、手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、ほかの読み方による氏名検索

を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当

たらなかった。 

さらに、申立人は、加入手続の際、市の職員から、前夫について、今から

60 歳まで納付しても年金受給資格期間が不足する旨の説明を受けたので、二

人共、２年間さかのぼって申立期間①の保険料を一括納付したと申し立ててい

るが、加入手続が行われた昭和 55年６月 10 日時点で、申立人は 38歳１か月、

前夫は 39 歳 11 か月であり、ともにその時点から 60 歳まで保険料を納付して

も受給資格期間 25年を確保できない状況にあったことが分かる。 

そこで、市の被保険者名簿及び特殊台帳をみると、申立人及びその前夫共に

特例納付が可能な期間内である昭和 55年６月 14日付けの納付により、申立人

については、60歳において納付期間が 25年となるよう 35歳である 52年４月

までさかのぼって、同年４月から同年 12 月までの期間の９か月分の保険料を

特例納付し、53 年１月から申立期間②直前の 54 年１月までの期間の 13 か月

分の保険料を過年度納付していることが確認でき、また、前夫については、２

年間さかのぼった 53年１月から 55年３月までの保険料を過年度納付し、その

時点で加入が判明していた 36 年 11 月から 38 年４月までの厚生年金保険の加

入期間 18か月を含めてもなお不足する 12か月分を、36年４月から同年 10月

までの期間及び 38年５月から同年９月までの期間の計 12か月分の保険料を特

例納付することで受給資格期間 25 年を確保していることが確認できることか

ら、過去の保険料をさかのぼって納付したとする申立人の記憶は、特例納付を

含むこれらの納付であったものと考えられる。 

したがって、申立期間①は、申立人及びその前夫共に、年金受給資格期間を

確保する期間に含まれておらず、当該期間は、一緒に過去の夫婦二人分の保険

料を納付したとする前夫も同様に未納となっている。 

また、申立人の厚生年金保険の加入期間である申立期間②について、申立人

の市の被保険者名簿をみると、加入手続を行ったと同じ昭和 55年６月 10日付

けで、54 年２月１日に国民年金の資格を喪失し、55 年５月１日に同資格を再

取得した記載が確認できるとともに、前述のように、加入手続日の４日後の同

年６月 14日に納付された申立人の過年度保険料は、申立期間②直前の 54年１

月までの期間となっていることから、加入手続時点で当該厚生年金保険の加入

期間は、既に市において判明していたことが分かる。 

したがって、申立人は、社会保険庁の記録どおり、厚生年金保険の資格を喪

失し国民年金の資格を再取得した 55 年５月分から現年度保険料の納付を開始

したものとみるのが相当である。 

一方、申立期間③の付加保険料について、申立人は、加入と同時に前夫とと

もに付加年金に加入し、以降、付加保険料も一緒に納付してきたと申し立てて

いるが、国民年金の加入手続日は、前述のように昭和 55年６月 10 日であり、 

付加年金はさかのぼって加入できないことから、申立期間③のうち、同年５月



以前の付加保険料は納付することはできない。 

また、市の被保険者名簿をみると、付加年金の加入届出日は、一緒に夫婦二

人分の保険料を納付してきたとする前夫については、昭和 55年６月 11日と記

載されているが、申立人については、平成元年２月８日と記載されていること

が確認でき、それぞれ社会保険庁の記録による付加保険料の納付開始時期と一

致しているほか、申立人が前夫と一緒に国民年金に加入し、同時に付加年金の

加入手続も行ったとする主張以外に、当時の具体的な状況等についての陳述が

得られず、付加年金の届出日が異なっている経緯等は不明である。 

さらに、申立期間④の付加保険料について、平成元年３月分の国民年金保険

料は、申立人及びその前夫共に同年７月 25 日に過年度納付していることが、

社会保険庁の納付記録により確認できることから、現年度でしか納付できない

付加保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

加えて、申立人に申立期間①及び②の国民年金保険料並びに申立期間③及び

④の付加保険料を納付していたことを示す関連資料が無く、納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料並びに付加保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2144 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 58 年３月までの期間、同年４月から 59 年３月

までの期間、同年４月から 60年３月までの期間、同年４月から 61年３月まで

の期間及び同年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57年４月から 58年３月まで 

② 昭和 58年４月から 59年３月まで 

③ 昭和 59年４月から 60年３月まで 

④ 昭和 60年４月から 61年３月まで 

⑤ 昭和 61年４月から同年６月まで 

申立期間の保険料については、Ａ市に引っ越した後に、社会保険事務所か

ら納付書が送られてきていたことを覚えており、その納付書で金融機関から

納付していたので未納とされていることに納得できない。 

また、当時の預金通帳に保険料納付のために出金した記録が残っているの

で調査願います。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、預金通帳に申立人自らが手書きで「年金」と

記載した４回の出金記録があり、社会保険事務所から送付された納付書により、

国民年金保険料を納付したものであると申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立期間①及び③については申請

免除、申立期間②、④及び⑤については未納であることが確認され、市及び社

会保険事務所のいずれも同様の記録となっている。 

まず、申立期間①及び③について、社会保険庁の特殊台帳及びオンライン記

録をみると、申請免除期間である申立期間を追納申請した記録は無く、保険料

が追納された形跡も見当たらなかった。 

また、免除期間の保険料を追納する場合、被保険者が追納申請した上で、申

請された期間の保険料を納付することとなっており、社会保険事務所では、あ

らかじめ追納申請が行われない限り納付書の発行手続は行われず、申立人が納



付書で保険料を納付したとの陳述には符合しない。 

次に、未納記録となっている申立期間②、④及び⑤について、申立人が所持

する預金通帳の出金記録を見ると、昭和 61 年７月２日に７万円、62 年 12 月

22日に８万円、63年 10月 21日に６万 5,100 円及び平成３年４月 17日に８万

円を出金した記録となっている。また、申立人は昭和 61 年４月から居住した

Ａ市において納付書の送付を受けたと陳述しているところ、住民票、市の国民

年金被保険者台帳及び社会保険事務所の特殊台帳は、同年 11 月時点での住所

異動となっていることから、Ａ市における申立人への未納保険料の最初の催告

は、少なくとも同年 11月以降であり、１回目の出金（昭和 61年７月２日）の

時点では、申立期間に係る納付書は申立人には届いていなかったものと考えら

れる。 

そこで、申立期間②についてみると、２回目以降の出金記録があるいずれの

時点でも、既に保険料納付の時効が到来していることから、過年度保険料を納

付することはできない。 

また、申立期間④について、この期間に必要な保険料額は８万円となること

から、これに対応する出金記録は昭和 62年 12月 22日となる。しかしながら、

この時点では申立期間④のうち 60 年４月から同年９月までの期間は、既に時

効により納付できず、納付可能な期間は同年 10月から 61年３月までの期間と

なり、その保険料額は、４万 440円であることから申立人が出金した８万円と

は金額が符合しない。 

さらに、申立期間⑤についてみると、昭和 61 年度の昭和 61 年７月から 62

年３月までの期間に係る保険料は、過年度納付されていることが確認できると

ころ、63 年 10 月 21 日の６万 5,100 円は過年度納付した保険料と符合してい

ることから、同出金により同期間の保険料を納付したものと推測されるものの、

61 年４月から同年６月までの期間の保険料に対応する出金記録は認められな

い。 

加えて、申立人が預金から引き出して納付したとする金額は、昭和 61 年度

の保険料を過年度納付したと推測される昭和 63 年 10 月 21 日の出金を除き、

実際に必要な保険料額と符合するものは認められないほか、金融機関の窓口に

おいて、預金から保険料を納付する場合、振替手続が可能なところ、３回の出

金記録はすべて現金引き出しであることが確認できるなど、納付手続に関する

不自然さは否めない。 

このほか、別の年金手帳による納付の可能性について確認するため、氏名検

索を行ったほか、申立人の居住地を管轄する社会保険事務所において、国民年

金手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、別の国民年金手帳記号番号の存在

をうかがわせる形跡は無く、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等

も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金  事案 2145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年５月から 62年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年５月から 62年１月まで 

私は、会社を退職した昭和 57 年に国民年金に加入し、保険料を納めてき

たので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。保険料

の納付は、妻が夫婦二人分を一緒に金融機関の窓口で納めていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入した昭和 57 年５月以降の保険料について、継続

して納めていたので、申立期間の未納とされていることに納得できないと申し

立てている。 

そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立人が昭和 62年２月 24日に国

民年金の加入手続を行い、加入資格を同年２月１日に新規で取得していること

がＡ市の国民年金被保険者名簿から確認できる。この場合、国民年金の資格を

得ていない申立期間の保険料は未加入期間となるため、制度上、保険料を納付

することはできない。 

また、申立人の妻の国民年金記録をみると、昭和 61年１月 24日に国民年金

の新規加入手続を行ったことが市の国民年金被保険者名簿から確認でき、62

年２月に加入資格を得た申立人とは加入時期が異なっており、申立期間の保険

料を夫婦二人分納付していたとの申立てとは符合しない。 

さらに、申立人本人は、保険料納付に直接関与しておらず、納付をめぐる記

憶は曖昧
あいまい

である。 

加えて、別の年金手帳による納付の可能性を確認するため、氏名検索を行っ

たがその存在をうかがわせる痕跡
こんせき

は無く、申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金  事案 2146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 44年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年６月まで 

私は、昭和 37 年７月から国民年金に加入して最後まで保険料を継続して

納めていたので、申立期間が未納とされていることに納得できない。申立期

間当時、住所移転したが、同じ町内だったので保険料は同じ集金人に支払い

続けてきた。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金記録をみると、昭和 41年３月から 44年６月までの間は任

意加入期間であったことが確認でき、このうち 43年４月から 44年６月までの

間（申立期間）は未納の記録であることが市及び社会保険事務所のいずれの記

録からも確認できる。 

そこで、申立人が所持する国民年金手帳（昭和 41 年４月１日発行分）を見

ると、国民年金印紙検認記録欄の昭和 42 年度については、集金人が保険料を

収納したことを示す検認印が認められるものの、43年度から 45年度までの間

について検認印は認められない。申立期間当時、市の現年度保険料の取扱いは、

印紙検認による収納手続となっていたことから、申立人が申立期間の保険料を

継続して集金人に納付していたとの申立内容には符合しない。 

また、申立人の夫の納付記録をみると、昭和 50年２月に国民年金に加入し、

同年５月に 44 年７月から 46 年 12 月までの強制加入期間の保険料をさかのぼ

って特例納付していることが確認できる。一方、申立人の納付記録では、特例

納付した記録は確認できないものの、夫が特例納付した時期と同じくして未納

期間であった 43 年４月からの保険料のうち、任意加入期間から強制加入期間

となった 44 年７月からの保険料をさかのぼって納付した可能性も否定できな

い。 



さらに、別の年金手帳による納付の可能性を確認するため、別の読みを含め

氏名検索を行ったがその存在をうかがわせる痕跡
こんせき

は無く、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金  事案 2147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 60年３月まで 

    私は、国から国民年金の 20 歳加入は義務であるとの勧奨があったので、

昭和 53年４月 15日にＡ市役所で加入手続をした。以降は近くの銀行で、当

時の保険料額 7,000円ぐらいを納付していた。手続や納付はすべて自分で行

っていたので未納とされいることに納得できない。 

 

第３ 委員会判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入勧奨があったので、昭和 53年４月 15日にＡ市役

所で国民年金に加入し、以降の保険料は継続して納付していたと申し立ててい

る。 

そこで、申立人の国民年金加入記録をみると、昭和 61 年４月ごろに申立人

の国民年金手帳記号番号が払い出されていることが前後の同記号番号の記録

から確認できる。また、Ａ市において、申立人の国民年金被保険者検認台帳が

作成されたのは同年４月 15 日であることが確認できるほか、この時点で、申

立人が53年４月15日にさかのぼって資格を取得していることが記載されてい

る。この場合、この同記号番号が払い出された時点では、申立期間の一部は、

制度上、既に納付することはできない。 

また、申立人の納付記録をみると、加入手続が行われた昭和 61 年４月以降

に60年４月から61年３月までの保険料を複数回に分けて過年度納付している

ことが市の記録から確認でき、申立人が 53 年４月からの保険料を継続納付し

ていたとの陳述には符合しない。 

さらに、申立人が申立期間当時に納付していたとする保険料額 7,000円ぐら

いは、加入手続が行われた昭和 61年度の保険料額 7,100円にほぼ一致する。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別読みに



よる氏名検索を行うもその痕跡
こんせき

は無く、申立期間の保険料納付をうかがわせる

周辺事情等も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から同年 12 月まで 

    私は申立期間当時、外国籍でしたが、外国籍の住民も国民年金に加入でき

ることを知り、昭和 61 年４月に市役所で加入手続をしました。そして、そ

の際に過去２年間の保険料をさかのぼって支払うことができると聞いて、そ

の手続も併せてしてもらいました。その後、社会保険事務所から昭和 61 年

度分の納付書と過年度分の59年度分と60年度分の納付書が送られてきたの

で、早速、昭和 59 年４月分から支払ったのに申立期間だけが未納とされて

います。婚姻時に領収証書は処分しましたが、確かに同じ郵便局で支払い続

けてきたので申立期間について納付の事実を認めてください。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61年４月に市役所で国民年金の加入手続をした後、申立期

間を含む59年４月から61年３月までの保険料を過年度納付したと申し立てて

いる。 

そこで、申立人の国民年金加入記録をみると、Ａ市の被保険者名簿の受付日

から、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは昭和 62 年４月９日であるこ

とが確認できる。この時点では、申立期間は時効のため、既に納付することは

できない期間となっている。 

また、申立人の納付記録をみると、昭和 60年１月から同年３月までの間（昭

和 59 年度分）の保険料を 62 年４月 14 日に納付した後、60 年４月から 62 年

３月までの間（昭和 60年度分及び 61年度分）の保険料を３か月ごとに分割し

て過年度納付していることが同市の被保険者名簿から確認できる。これらの状

況から、申立人がさかのぼって保険料を納付したのは、同年４月に加入手続を

行った時点で保険料の納付が可能であった 60 年１月からの保険料であったも

のと考えるのが相当である。 



さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の氏名

読みによる検索を行ったほか、申立期間当時に居住していた市町村を管轄する

社会保険事務所の同記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、その存在をう

かがわせる痕跡
こんせき

は無く、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見

当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2149 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年９月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月から 46 年３月まで 

    私は昭和 41年４月から約５年間、勤務した会社を退職した際に厚生年金

保険を脱退しましたが、その後、母から 20 歳までさかのぼって加入手続を

した上で、保険料を納付したと聞いていました。社会保険事務所の説明では、

厚生年金保険の加入期間は国民年金に加入できないとのことでしたが、私の

年金手帳には 42年９月 12日付けで国民年金に強制加入の記載があるので、

加入資格を得た同年９月から 46年３月までを納付済期間として認めてくだ

さい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立人の母親が、昭和 42年９月 12 日までさかのぼって国民年金の

加入手続を行い、保険料の納付手続も母親が行っていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入記録をみると、昭和 48 年５月４日に国民年

金手帳記号番号の払出しを受けていることが同記号番号払出簿から確認でき

る。その後、申立人が同年７月 17 日に 46 年４月から 48 年３月までの保険料

を過年度納付していることが社会保険事務所の特殊台帳から確認できる。 

また、厚生年金保険の加入期間は国民年金に加入できないため、昭和 42 年

９月 12日に遡及
そきゅう

して資格を取得した手続は適正ではないものの、申立人が 48

年５月４日に国民年金手帳記号番号の払出しを受けた時点で、申立期間の国民

年金保険料は、制度上、既に納付することはできない。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の氏名

読みによる検索を行ったほか、申立期間当時の居住地を管轄する社会保険事務

所において同記号番号払出簿のすべての内容を確認したが、その存在をうかが

わせる形跡は見当たらなかった。 



加えて、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、納付をめぐる記憶

が定かではなく、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たら

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2150 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から３年３月まで 

平成３年４月から 20 歳以上の学生も国民年金の強制適用となったので、

母親が私の国民年金の加入手続を市役所の支所で行ってくれた。 

加入手続後に市役所から送付されてきた納付書により母親が私の平成３

年度分の国民年金保険料を納付してくれた。 

また、母は、加入手続時に支所の職員から、時効が到来していない保険

料をさかのぼって納付するように言われ、平成元年４月から３年３月まで

の保険料を納付したと言っており、申立期間の保険料が未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年４月から 20 歳以上の学生も国民年金の強制適用となっ

たので、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続を行うとともに、申立

期間の国民年金保険料を納付してくれたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の国民

年金手帳記号番号の払出日は平成３年８月 13日であることが、国民年金手帳

記号番号払出簿により確認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間の

一部は、制度上保険料を納付できない期間である。 

また、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、保険料を納付したとされる申立人の母親も、申立期間の保険料の納付書

の入手方法、納付時期及び納付場所に関する記憶はあいまいであり、申立期

間の保険料の納付状況等は不明である。 

さらに、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る関連資料や周辺事情も、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2151 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年１月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 43年３月まで 

    私たち夫婦は、昭和 37年９月ごろにＡ市からＢ市に転入したが、当時は

夫婦共に国民年金に加入していなかった。 

 昭和38年１月から43年３月までの国民年金保険料が未納とされているが、

夫の母親から、夫と私の夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、保険料も

納付していたと聞かされたことがある。 

 夫の母親が納付していたはずの昭和38年１月から43年３月までの保険料

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫の母親が申立人及びその夫の国民年金の加入手続を行うと

ともに、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 53年 10月に払い出されており、申立人は、この手帳

記号番号により 43 年４月１日付けで国民年金の被保険者資格を取得している

ことが、社会保険事務所の特殊台帳及び申立人の所持する年金手帳により確認

できる。このことから、申立期間は、国民年金の未加入期間となるため、制度

上保険料を納付できない期間である。 

また、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

申立人の夫の母親も既に死亡しているため、申立期間当時の国民年金加入状況、

保険料納付状況等は不明である上、申立人の夫の母親が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる関連資料や周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の夫の母親が申立人の保険料と一緒に納付していたとされる

申立人の夫の申立期間と同一期間の保険料も未納である上、申立期間は 63 か



月と長期間であり、これだけの長期間にわたり、夫婦共に納付記録の欠落が続

いたとは考え難い。 

このほか、別の国民年金手帳記号番号による納付をうかがわせる事情も見当

たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年１月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 43年３月まで 

    私たち夫婦は、昭和 37年９月ごろにＡ市からＢ市に転入したが、当時は

夫婦共に国民年金に加入していなかった。 

 昭和38年１月から43年３月までの国民年金保険料が未納とされているが、

夫の母親から、夫と私の夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、保険料も

納付していたと聞かされたことがある。 

 夫の母親が納付していたはずの昭和38年１月から43年３月までの保険料

が未納とされていることは納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立人の母親が申立人及びその妻の国民年金の加入手続を行

うとともに、申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 53年 10月に払い出されており、申立人は、この手帳

記号番号により 43 年４月１日付けで国民年金の被保険者資格を取得している

ことが、社会保険事務所の特殊台帳及び申立人の所持する年金手帳により確認

できる。このことから、申立期間は、国民年金の未加入期間となるため、制度

上保険料を納付できない期間である。 

また、申立人及びその妻は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の母親も既に死亡しているため、申立期間当時の国民年金加入

状況、保険料納付状況等は不明である上、申立人の母親が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる関連資料や周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立人の保険料と一緒に納付していたとされる申立

人の妻の申立期間の保険料も未納である上、申立期間は 63 か月と長期間であ

り、これだけの長期間にわたり、夫婦共に納付記録の欠落が続いたとは考え難



い。 

このほか、別の国民年金手帳記号番号による納付をうかがわせる事情も見当

たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 3151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月１日から 38年７月１日まで 

    昭和36年４月１日から38年７月１日までの厚生年金保険加入期間につい

て、社会保険事務所に照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済みと

の回答をもらった。 

    脱退手当金を請求した記憶は無く、受け取っていないので、受給したこと

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

また、申立人はＡ社を退職する際、「当時の総務部長から、厚生年金保険の

一時金を受け取りますかと聞かれたので、以後、継続して勤務するので、受け

取らないと返事した。」と陳述している。 

   しかしながら、申立人は同社を退職後、昭和 39 年９月１日にＢ共済組合員

資格を取得するまでの期間について、Ｃ社で非常勤として勤務していたとして

いるところ、Ｃ社によれば、当時の非常勤は各自で国民健康保険及び国民年金

へ加入することとなっていたが、申立人は当該期間について、「60歳になるま

で共済年金又は厚生年金保険の未加入期間となっていたことを知らなかっ

た。」と陳述しているほか、通算年金制度についての認識は無かったとしてい

る。また、申立人のＡ社を退職する際の総務部長との応答に関する陳述が具体

的であることに比して、退職後、Ｂ共済組合員資格を取得するまでの期間に係

る年金及び健康保険加入状況についての記憶は曖昧
あいまい

であり、その陳述をもって

申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがう事情として採用するこ

とは難しい。 



   さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上に誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和 38 年 12 月

13日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3152 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から 38年 12月 23日まで 

             ② 昭和 39年１月 17日から 39年９月 30日まで 

                          ③ 昭和 39年 10月 21日から 43年１月１日まで 

    Ａ社、Ｂ社及びＣ社Ｄ支店における厚生年金保険加入期間について、社会

保険事務所へ照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済みとの回答を

受けた。 

私自身は、脱退手当金の請求をしていないし、昭和 43年１月 30日に結婚

してから 54 年までＥ市に住んでいたので、Ｆ社会保険事務所まで受け取り

に行くこと自体考えられない。 

脱退手当金を受給したこととされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

    社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約２か月後の昭和 43 年３月６日に支給決定されていることが

確認できる。 

また、最終事業所であるＣ社Ｄ支店の厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人の欄には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、

脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか、脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3153 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 25 年 11月１日から 32 年 12 月 1日まで 

                          ② 昭和 34年３月７日から同年４月 14日まで 

             ③ 昭和 34年４月 15日から 37年 10月 10日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所へ照会申出書を提出した

ところ、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

最後に勤務したＡ社在籍中に倒れ、意識が戻らず入院し自宅療養となり障

害があったので、脱退手当金の申請をできない状態であった。 

脱退手当金は請求もしていないし、受け取ってもいないので、厚生年金保

険加入期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金について、請求した記憶は無く、受給

していないとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１年１か月後の昭和 38 年 10 月 30 日に支給決定されている

ことが確認できる。 

   そこで、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄を見ると、昭和 38

年５月 16 日付けで、申立人の厚生年金保険被保険者番号について、重複取消

しが行われ、Ｃ社及びＡ社の被保険者番号へ統合されていることが確認できる。

また、当時、男性の場合の脱退手当金支給要件は 55 歳以上となっているとこ

ろ、申立人の年齢は同年＊月＊日で 55 歳に到達することのほか、申立人の脱

退手当金は同年 10月 30日に支給決定されていることなどを踏まえると、被保

険者番号の統合処理は脱退手当金請求に併せて行われたと考えるのが自然で



ある。    

さらに、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の

表示が記されているほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほ

か、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年７月４日から 30年７月 20日まで 

             ② 昭和 30年９月６日から 34年 11月７日まで 

             ③ 昭和 35年２月 1日から 36年７月 26日まで 

             ④ 昭和 36年８月 18日から 38年３月 30日まで 

    10年ほど前、社会保険事務所で年金裁定請求を行った際、昭和 26年７月

４日から 38 年３月 30 日までの厚生年金保険加入期間について、同年 11 月

22日に脱退手当金の支給を受けたことになっていると言われた。 

当時、脱退手当金の請求方法も知らなかったので、請求手続を行ったこと

も、支給を受けた記憶も無い。 

脱退手当金は受給していないので、厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金について、請求した記憶は無く、受給 

していないとしている。  

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者

資格の喪失日から約８か月後の昭和 38 年 11月 22 日に支給決定されているこ

とが確認できる。 

そこで、Ａ社及びＢ社の厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の欄に

は脱退手当金の支給を意味する「脱｣の表示が記されているほか、同表示の右

に年月を示すと思われる「38.7｣との記載が確認できるところ、申立人の脱退

手当金が昭和 38 年 11 月 22 日に支給決定されていることを踏まえると、同表

示は脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたと考えるのが相当であ

る。 

また、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いほか、申立人から聴取して



も受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは  

できない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 20年９月 15日まで 

    Ａ社に勤務していた昭和 17 年６月１日から 20 年９月 15 日までの厚生

年金保険加入期間について、脱退手当金を受給したことにされているが、請

求した記憶は無く、受給していない。 

    Ａ社で勤務した期間を、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１年６か月後の昭和22年３月20日に支給決定されているが、

当時の脱退手当金の支給要件は、男性の場合、厚生年金保険被保険者期間３年

以上 20 年未満の者で、資格喪失後再度被保険者となることなく、１年を経過

した場合に支給されることとなっており、申立人の脱退手当金支給は当該支給

要件に合致していることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、保険給付欄には脱退手

当金が支給されたことを示す記録が確認できるとともに、記載された支給額及

び月数はオンライン記録と一致することが確認できるほか、脱退手当金の支給

額の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者番号についてみると、申立期間と申

立期間後の３回の被保険者番号は別番号となっているから、脱退手当金を受給

したために番号が異なっていると考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか、当時は、通

算年金制度創設前であったことを踏まえると、脱退手当金を受給していないこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは 

できない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月 29日から 42年１月８日まで 

             ② 昭和 42年１月９日から 45年２月 21日まで 

    Ａ社に勤務していた昭和 40 年３月 29 日から 42 年１月 ８日までの期間

及びＢ社に勤務していた同年１月９日から45年２月21日までの期間につい

て、脱退手当金を受給したことにされているが、受け取った記憶が無い。 

    両社での勤務期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな 

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資  

格の喪失日から約６か月後の昭和 45 年９月３日に支給決定されていることが

確認できる。 

そこで、最終事業所であるＢ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載

されているページとその前後８ぺージ（計 165人）に記載されている女性のう

ち、申立人と同一時期（おおむね３年以内）に受給要件を満たし資格を喪失し

た女性 11 人について、脱退手当金の支給記録を確認したところ、受給者は申

立人を含め８人であり、うち７人が資格の喪失後約６か月以内に支給決定され

ていることが確認できることから、事業主による代理請求がなされた可能性は

否定できない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者番号は、申立期間である２回の被保険

者期間は同一番号で管理されているが、申立期間後の被保険者期間については

別の被保険者番号となっていることから、脱退手当金を受給したために番号が

異なっていると考えるのが自然である。 

さらに、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の



表示が記されているほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか、脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期 間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年８月１日から同年 11月 14日まで 

             ② 昭和 40年 11月 14日から 42年６月１日まで 

             ③ 昭和 42年６月１日から 44年３月３日まで 

    昭和 39年５月に父が経営していたＡ社に入社し、以後、Ｂ社(事業主：Ｄ

氏）、Ｃ社(事業主：Ｅ氏）と途切れること無く勤務していたが、Ａ社の 40

年８月１日から同年 11 月 14 日までの期間（申立期間①）、Ｂ社の同年 11

月 14 日から 42 年６月１日までの期間（申立期間②）、Ｃ社の同年６月１日

から 44 年３月３日までの期間（申立期間③）の厚生年金保険加入記録が無

い。 

    ３社は会社名と事業主の変遷はあるが、実際には父が経営しており、所在

地も同じであった。当時は「社会保険のある会社」というのが従業員にとっ

て入社の決め手の一つになっていたから、父には社会保険加入は重要という

認識があり、適用が無いということは考えられない。また、景気が良かった

ので、保険料が支払えないということもあり得ない。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社は、昭和 40 年 11 月 14 日、事業所倒産により

認定廃止されており、全喪時に 16 人が厚生年金保険被保険者資格を喪失して

いることが確認できるところ、厚生年金保険被保険者名簿をみると、同 16 人

には同年 10 月１日の標準報酬月額の定時決定記録が確認できる(同年 10 月直

前及び同年 10月の採用者は除く)。一方、申立人には、当該定時決定記録は確

認できない。 

以上の事情、及び申立期間当時昭和 40年 10 月１日の定時決定は同年８月１

日在籍者が対象であったことを踏まえると、申立人は、認定廃止時まで事業主



の家族として事務所に出入りし、仕事を手伝うことはあったとしても、同社の

厚生年金保険被保険者としては、社会保険庁の記録どおり同年８月１日（退職

日は昭和 40年７月 31日）に資格を喪失したものと考えるのが相当である 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   申立期間②については、社会保険庁の記録によれば、Ｂ社の厚生年金保険新

規適用は昭和 41 年２月１日、全喪は 42 年２月 26 日となっており、申立期間

のうち 40年 11月 14日から 41年 2月１日まで、及び 42年２月 26日から同年

６月１日までの期間は厚生年金保険適用事業所でない期間である。 

  また、Ｂ社の厚生年金保険適用期間において、申立人の在職について、同僚

から陳述は得られず、同事業所の厚生年金保険被保険者名簿の厚生年金保険被

保険者番号にも空白はみられなかった。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   申立期間③については、Ｃ社の事業主及び同社の厚生年金保険新規適用時に

在職していた同僚はすべて死亡又は所在不明等で連絡がとれず、申立人の申立

期間における在職について確認するに至らなかった。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿における申立人の番号払出

年月日は昭和 44年３月 10日となっているほか、厚生年金保険被保険者名簿の

申立人欄の標準報酬月額の記録は、同年 10月が最初であることが確認できる。 

さらに、申立期間当時の厚生年金保険被保険者名簿の健康保険番号に空白は

みられなかった。 

以上の事情から、申立人が、Ｃ社の厚生年金保険新規適用時から厚生年金保

険に加入していたことをうかがわせる事情は確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①から③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年６月 14日から 38年１月１日まで 

    私は、昭和 32 年５月から 37 年 12月までの期間、Ａ社の社長宅に住み込

みで、勤務していた。厚生年金保険に加入していた記憶があるのに、資格取

得日が 33年１月１日で、資格喪失日が同年６月 14日になっており、勤務し

た期間とあまりにも違っているので、もう一度当時の社会保険事務所の台帳

（紙台帳）に当たって調査し、申立期間が被保険者期間であったことを認め

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間におけるＡ社での在職については、同社取締役から「申立

人が在職していたことは覚えているが、５年余もの期間在職していた記憶は無

く、もっと短い期間であったと思う。」との陳述があったほか、当時の同僚か

ら「申 立人は昭和 37年ごろまで在職していた。」との陳述を得られたことから、

勤務期間は特定できないものの、当時の在職が推定される。 

しかし、申立人と同じく社長宅に一緒に住み込みで勤務していた同僚は、昭

和 32 年から 42 年 12 月末まで継続して勤務していたと陳述しているところ、

申立人と同様に同社の社会保険新規適用日である 33 年１月１日付けで資格を

取得しているものの、約３か月後の同年４月 25 日付けで資格を喪失し、その

後、39 年２月１日付けで同社において再び資格を取得するまでの、申立期間

に当たる約５年間が空白期間となっていることが確認できる。 

また、複数の同僚から、「Ｂ業務に従事していた人の給料体系は違っていた。

Ｂ業務の人には基本給が無く歩合制であったので、社会保険には加入していな

かった。ただし、Ｂ業務でも固定給プラス歩合の者とすべてが歩合の者がおり、

すべて歩合の者は社会保険には加入していなかった。」、「大半の人が短期間で

離職し、人の出入りが激しかった会社である。その理由は、歩合の割合が多く



て固定給が低かったため、給料手取額の上下が激しかったためと思う。」等の

陳述が得られ、同社には、厚生年金保険に加入していない者もいたことがうか

がわれるものの、当時の事情を明らかとするには至らなかった。 

さらに、申立人は、「同社に在職していた時は社長宅に下宿し、厚生年金保

険被保険者証、健康保険被保険者証及び預金通帳も預かってもらっていたし、

その通帳に給与を入金してもらっていた。」と陳述しているものの、申立人提

出の預金通帳を見ても、昭和 32 年５月から 34 年 12 月までの各月の預入額が

500円から１万円と記入されているだけで、預入日も一定期日となっていない

こと等から、当該預金通帳からは、給与額や社会保険料控除額等を確認するこ

とはできなかった。 

加えて、申立人は、マイクロフィルムに転写した「健康保険・厚生年金保険

事業所別被保険者名簿」ではなく、当時の社会保険事務所の紙台帳の原本に当

たって調査してほしいと主張しているところ、Ｃ社会保険事務所では、当時の

「健康保険・厚生年金保険事業所別被保険者名簿」（紙台帳）を現在も保存し

ていたことから、これら両方の名簿を照査しても、その内容は一致しており、

それをみると、同社が社会保険の新規適用日となった昭和 33年１月１日以降、

申立期間を含む 39年５月 18日までの間の被保険者資格の取得及び喪失、標準

報酬月額等がすべて記録されており、その中で申立人の資格取得日は 33 年１

月１日、資格喪失日は同年６月 14日と記録されているほか、「健康保険・厚生

年金保険事業所別被保険者名簿」の保険証番号に欠番は見当たらず、資格取得

及び喪失手続にも特段の事務的過誤の状況はうかがえなかった。 

このほか、申立人の各種読み方による氏名検索を行ったが、申立期間に係る

該当する被保険者記録は確認できなかったほか、申立期間に係る給与額や厚生

年金保険料控除額を確認できる関連資料や周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年３月から同年５月１日まで 

② 昭和 26年８月７日から 27年９月まで 

③ 昭和 28年３月から 31年９月まで 

④ 昭和 30年 10月から 32年９月まで 

⑤ 昭和 35年 12月から 37年５月まで 

    私は、昭和 26年３月ごろから申立期間①及び②を含め１年半ほど、Ａ社

に勤務していたのに、厚生年金保険被保険者期間が 26年５月１日から同年

８月７日までしかないのは納得できない。 

また、私は申立期間③の昭和 28年３月ごろから３年半ほど、Ｂ社でＣ業

務に、さらに、申立期間④の 30年 10月から２年ほどはＤ社でＥ業務に、加

えて申立期間⑤の 35年 12月から 1年半ほどはＦ社でＧ業務に従事していた

にもかかわらず、いずれも厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②のＡ社における在職については、申立人は厚生年金保険

の記録にある３か月程度ではなく、昭和 26 年３月から 1年半ほど勤務してい

たと申し立てているところ、複数の同僚からは申立人に関する記憶が無い旨

の陳述があり、申立人に同社に就職するよう誘った同僚からも、入退社時期

については確たる陳述を得ることができず、厚生年金保険の記録がある期間

の前後における在職を明らかとすることはできなかった。 

また、申立人の被保険者資格の取得についてみると、申立人は、同社で初

めて被保険者資格を取得しているが、手帳記号番号払出簿の資格取得年月日

欄には昭和 26年５月１日と記載されており、これは社会保険庁のオンライン

記録と符合するほか、それ以前に申立人がほかの番号で同社において資格を

取得していたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立期間に係る同社の事業所別被保険者名簿の健康保険の整理番

号に欠番は見当たらなかった。 



加えて、保険料控除についてみると、申立人は給与月額及び保険料控除額

ともに不明としており、全喪時の事業主は、帳簿類を紛失しているため、当

時の事情は不明であると陳述している。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

次に、申立期間③のＢ社における在職については、同僚から、正確な勤務

期間は不明ながら、２年から３年程度在職していた旨の陳述が得られ、また、

申立人が記憶している複数の同僚の名前が、同社の事業所別被保険者名簿で

確認できることから、推定できる。 

また、申立人の資格の取得についてみると、同僚からは、同社では従業員

全員が厚生年金保険に加入していたわけではなかったとの陳述が得られたと

ころ、これは、申立人が記憶している同僚の中に、事業所別被保険者名簿に

記載が無い者もいたこととも符合する。 

さらに、申立期間の同社に係る事業所別被保険者名簿の健康保険の整理番

号に欠番は見当たらなかった。 

加えて、同社は、昭和 28年 11月 13日に新規適用、全喪年月日の記録は無

いが、31年３月 30日付けですべての被保険者が資格を喪失していることから、

申立期間③のうち、28年３月から同年 11月 13日までは適用事業所ではなく、

また、31年３月 30日から同年９月までの期間も適用事業所ではなかったと考

えられる。 

また、保険料控除についてみると、申立人は給与月額が 5,000 円程度で、

保険料控除額は厚生年金保険料及び健康保険料を合わせて 150 円程度であっ

たとしているところ、これは、当時の標準報酬等級及び保険料率を基に計算

した保険料額とは符合しないほか、事業主は既に死亡しているため、陳述を

得ることはできず、この間の事情を明らかにすることはできなかった。 

なお、申立人は同社において昭和 28年３月から３年半ほど勤務していた旨

を申し立てているが、社会保険庁の記録によると、当該期間中の 30年８月 26

日にＨ社において被保険者資格を取得していることが判明し、申立人は、同

社で勤務していたのはＨ社での資格の取得までの期間であったと陳述を変遷

させている。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

次に、申立期間④のＤ社（昭和 33 年 12 月にＩ社に名称変更）における在

職については、申立人は同社において昭和 30 年 10 月から２年ほど勤務して

いた旨を申し立てているが、社会保険庁の記録によると、申立人は 33年７月

８日に同社において被保険者資格を取得し、34年 12月１日に資格を喪失して

おり、この記録は、同社において 33 年５月６日に資格を取得し、35 年９月

15 日に資格を喪失している同僚からの「申立人は自分より後に入社し、先に

退職した。」との陳述と符合している。 

また、申立人は同社において厚生年金保険記号番号を新たに取得している

が、手帳記号番号払出簿の資格取得年月日欄には昭和 33年７月８日と記載さ

れており、これは社会保険庁のオンライン記録と符合するほか、それ以前に



申立人がほかの番号で同社において資格を取得していたことをうかがわせる

事情は見当たらなかった。 

また、申立期間④は申立期間③と重なる上に、申立期間④の当初の期間に

ついては、申立人にはＨ社で被保険者記録があることが判明し、申立人は、

Ｈ社で被保険者資格を喪失した昭和 31年６月５日以後にＤ社に入社し、同社

で被保険者記録がある期間を含めて２年程度勤務したと陳述を変遷させてい

る。一方、申立人は、Ｈ社退職後に空白無くＤ社に入社したとも陳述してお

り、これは、同社における資格取得日が 33 年７月８日と、Ｈ社での資格喪失

日の約２年後となっていることと符合しない。 

さらに、社会保険庁の記録によると、申立人のＤ社における標準報酬月額

は１万 2,000円であるが、これは、申立期間当時の給与月額を 25万円から 30

万円とする申立人の陳述と大きく相違する。 

加えて、同社は 33年 12月 15日にＩ社に名称変更し、現存しているが、名

称変更前の資料等は保管されておらず、当時の事情は不明であると回答して

いる。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

次に申立期間⑤のＦ社における申立人の在職については、申立人は昭和 35

年 12月から 1年半ほど勤務した旨を申し立てているところ、社会保険庁の記

録によると、当該期間中に当たる 37年１月４日にＪ社で被保険者資格を取得

していることが判明し、申立人は、同社で勤務していたのは、Ｊ社で被保険

者資格を取得するまでの期間であったと陳述を変遷させている。 

また、当該期間においてＦ社の事業所別被保険者名簿に記録のある複数の

同僚からは、申立人を記憶していない旨の回答が得られた。 

加えて、申立人は「同社では、自分の車を持ち込んだ方が給料が良かった

ため、自己所有の自動車でＧ業務を行っていた。」と陳述しているところ、申

立人と同様にＧ業務に従事していた同僚は、自己所有の車を持ち込んでいた

者がいたか否かについて、不明であると回答している。 

一方、保険料控除についてみると、申立人は給与月額及び保険料控除額に

ついて記憶が無く、申立期間当時の事業主の住所等連絡先も不明であり、現

存する商業登記簿の最も古い記録である昭和 52年 11月当時の代表取締役は、

申立期間は同社に関与していなかったため、当時の状況は不明である旨を回

答しており、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間⑤において事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間①、②、③、④及び⑤に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 25年から 27年９月１日まで 

           ② 昭和 28年２月 11日から 32年まで 

           ③ 昭和 32年６月 29日から 34年６月まで 

私は、昭和 25年から 32年までＡ社で勤務していたにもかかわらず、申立

期間①及び②の期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得がいかな

い。また、同年５月 20日から 34年６月までＢ社で勤務していたにもかかわ

らず、申立期間③の期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得がいか

ない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②を含む昭和 25年から 32年までＡ社で勤務して

いたと申し立てている。 

そこで、当該事業所に係る事業所別被保険者名簿等をみると、厚生年金保険

の新規適用日は申立期間①の後の昭和 27 年９月１日になってからで、全喪日

は申立期間②の前の 28年２月 11日となっており、申立人は当該新規適用日に

資格を取得し、全喪日に資格を喪失していることが確認できる。 

次に、当該事業所において被保険者記録のある同僚７名を抽出し調査したが、

回答のあった複数の同僚からは、申立期間①及び②における申立人の在籍や当

時の状況等についての具体的な陳述は得られなかった。 

また、申立人は申立期間①及び②に係る保険料を控除されていたか否かにつ

いては不明と陳述しており、当時の事業主も住所不明のため、在籍期間、保険

料控除、資格の取得及び喪失の届出等について陳述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人の各種読み方と生年月日の組み合わせによる各種氏名検索を



行ったが、申立期間①及び②において申立人の該当する記録は見当たらなかっ

た。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により厚生年金保険料

を給与から控除されていたことをうかがわせる事情等も見当たらなかった。 

次に、申立期間③におけるＢ社での在職については、雇用保険の記録は保存

されておらず確認することはできず、申立期間に被保険者記録のある同僚７名

を抽出し調査したが、回答のあった複数の同僚からは、申立期間③における申

立人の在籍、勤務期間、雇用形態等についての具体的な陳述は得られなかった。 

また、申立人が当時一緒に勤務していたと申し立てている同僚にも照会した

が、当該同僚からは「申立人とは一緒に勤務していたが、申立人の退職日は特

定できないものの、私が辞めた昭和 33 年春ごろよりも早く退職したはずであ

る。」との陳述も得られた。 

さらに、申立人は申立期間③に係る保険料を控除されていたか否かについて

は不明と陳述しており、当時の事業主も住所不明のため、在籍、保険料控除、

資格の取得及び喪失の届出等について陳述を得ることはできなかった。 

加えて、申立人の各種読み方と生年月日の組み合わせによる各種氏名検索を

行ったが申立期間③において申立人の該当する記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により厚生年金保険料を給与

から控除されていたことをうかがわせる事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名： 男 

    基礎年金番号：  

    生 年 月 日： 昭和８年生 

    住    所：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月から同年６月 26日まで 

            ② 昭和 39年８月 29日から 42年 10月まで 

    私は、入退社の正確な時期をはっきり覚えていないが、昭和 39 年４月か

ら 42年 10月までＡ社のＢ店で勤務していた。 

ところが、私のＡ社における厚生年金保険加入期間は、昭和 39年６月 26

日から同年８月 29 日までとされている。Ａ社での勤務期間は、２か月や３

か月ということはなく、２年から３年は勤務していたと思う。 

申立期間①及び②について厚生年金保険の記録を認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社において昭和37年から45年まで厚生年金保険に加入していたことが確

認できる同僚が「時期ははっきりしないが、申立人はＢ店に２年から３年ぐら

い勤務していたと思う。」と陳述していることから、申立人は、時期を特定で

きないが、同社に在職していたと推定できる。 

   しかし、Ａ社の被保険者名簿をみると、申立人は昭和 39年６月 26日に被保

険者資格を取得し、同年８月 29 日に同資格を喪失し、同年９月２日に健康保

険証を返還した旨の事蹟
じ せ き

が記録されている。 

また、Ａ社の被保険者名簿の申立人に係る標準報酬月額欄には、資格取得

日における標準報酬月額の記載があるのみで、昭和 39 年 10 月の定時改定の

記載は無く、また、申立期間①及び②の間において申立人の名前は無い上、

この間の健康保険証払出番号は連番で欠番も無い。 

さらに、前述の同僚は、申立人はパートか契約社員みたいな者で、厚生年

金保険には加入していなかったのではないかと陳述している。 

   加えて、Ａ社の経理担当者は「店の従業員のほとんどは厚生年金保険に加入



しなかった。厚生年金保険の加入は、各事業所の支配人が決めており、加入し

なければ給与から保険料も控除していなかった。」と陳述している。 

以上のことから、申立人は、申立期間①及び②において、Ａ社に在職して

いた可能性は否定できないものの、在職していたとしても、雇用形態等の何

らかの事情により、厚生年金保険には加入しておらず、給与からの保険料控

除は無かったと考えるのが相当である。  

このほかに、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料や周辺事情等は

見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月 24日から 35年１月１日まで 

    Ａ社を退職直後の昭和 34 年４月に、叔父の紹介によりＢ社に正社員とし

て入社し、同社には、Ｃ駅にあるＤ支社に配属された後、Ｅ社に転職する直

前の 35年１月まで継続して勤務した。 

Ｂ社での職種は前職と同様、Ｆ業務員であったため、試用期間は無く、給

与から色々引かれていたことは間違いないので、厚生年金保険に加入してい

たはずである。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係るＢ社での在職については、正確な期間は特定できな

いものの、同僚二人の陳述により認められる。 

しかしながら、申立人が、自身のＢ社入社日であるとする昭和 34 年４月以

前に入社していたと陳述しているＧ業務員について、その者の厚生年金保険被

保険者記録をみると、同社における被保険者資格取得日は同年 12 月１日とな

っているところ、当該同僚は、入社後しばらくは試用期間のため、厚生年金保

険に加入していなかったのではないかと陳述している。 

また、Ｃ駅のＤ支社に配属される前に、Ａ社Ｈ支社において被保険者資格を

取得した別のＧ業務員は、入社日は資格取得日の９か月前であったと陳述して

いる。 

このことから、申立期間当時のＢ社では、申立人と同職種の配送員は入社後、

一定期間の試用期間終了後に厚生年金保険に加入させる取扱いであったとこ

ろ、申立人はその試用期間が終了する前に退職したため、厚生年金保険に加入

していなかったと考えるのが妥当である。 

さらに、申立人の保険料控除についての記憶はあいまいであり、このほか、

申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこ



とをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年８月から 56年６月まで 

              ② 昭和 56年 10月から 57年９月まで 

             ③ 昭和 59年２月から 60年４月まで 

私は、Ａ社Ｂ支社で昭和 52年８月から 56年６月までＣ業務員として勤務

していた。始業時間は午前９時、終業時間は決まっていなかった。また、出

勤日は月曜日から土曜日までだが、休日に出勤することもあった。Ａ社で新

人賞をもらったことがあるのに厚生年金保険の加入記録が無いのは納得が

いかない（申立期間①）。 

Ｄ社での厚生年金保険加入記録が昭和56年７月１日から同年９月19日ま

でとされているが、同社には、57年 10月にＥ社に転職するまで勤めていた。

また、厚生年金保険料の控除額は覚えていないが、給与明細書に保険料控除

のことが記載されていたのを覚えている。それなのに、56年 10月から 57

年９月までの厚生年金保険の加入記録が無いのは納得がいかない（申立期間

②）。 

昭和 59年２月から 60年４月まではＦ市にあったＧ社で勤務していた。そ

の当時、同僚として勤務していた人も厚生年金保険に加入していた。59年

２月から 60年４月までの厚生年金保険の加入記録が無いのは、納得がいか

ない（申立期間③）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、時期を特定できないものの、Ａ社Ｂ支社

に在籍していたことが、事務員として在職していた元同僚の陳述により推定で

きる。 

しかし、上記の元同僚は、申立期間①当時、申立人はＣ業務員として１年か

ら長くても２年ぐらいＡ社Ｂ支社で勤務しており、同支社では、Ｃ業務員は出

入りが多いため、厚生年金保険に加入していなかったと思うと陳述している。 

また、Ａ社本社の現在の人事総務担当者は、人事関係の情報は「入社依嘱簿」

に記録しており、申立人については、同名簿に昭和 48年８月から 49年７月ま



での在籍記録はあるが、申立期間①における記録は確認できなかったとしてい

る。 

さらに、上記の人事総務担当者は、平成３年から４年以降は、Ｃ業務員は全

員、厚生年金保険に加入するようになったが、申立期間①当時は、支社のＣ業

務員では支社長が厚生年金保険に加入していたが、ほかのＣ業務員は希望者の

み厚生年金保険に任意加入する取扱いであり、ほとんどのＣ業務員は厚生年金

保険に加入していなかったと陳述している。 

このことから、申立人については厚生年金保険への加入を希望しなかった可

能性を否定できない。 

申立期間②については、Ｄ社の現在の事務担当者は、「社内記録には申立期

間当時の氏名である「Ｈ」は昭和 56年９月 18日に解任と記載されていること

から、解任日である同年９月 18 日に退職したと思われ、その後、再入社した

記録は確認できなかった。」と陳述しており、申立人が申立期間②において同

社に在籍していたことは確認できなかった。 

また、Ｄ社で申立期間②に在籍していた者のうち連絡ができた者 10 人から

は、申立人の申立期間②における在職の確認は得られなかった。 

さらに、申立人のＤでの厚生年金保険の資格喪失日は、同社の解任日の記録

及び雇用保険の記録と一致している。 

申立期間③については、申立期間③当時のＧ社の代表者、役員１人、事務担

当者２人及び同僚２人が申立人はアルバイトとして同社に勤務していたと陳

述していることから、申立人が同社に在職していたことは認められる。 

しかし、申立期間③当時のＧ社の代表者及び専務取締役は、申立期間③当時

のアルバイトの厚生年金保険の加入について、「採用面接時に本人から希望が

あれば厚生年金保険に加入させる取扱いであった。また、在職途中でも加入希

望の申し出があれば随時加入手続をしていた。申立人の厚生年金保険の記録が

無いのであれば、当時、申立人から加入の申し出はなかったからだと思う。」

と陳述している。 

また、Ｇ社の事業所別被保険者名簿には、申立期間③に係る期間において、

申立人の名前は無く、健康保険証の払出番号は連番で欠番も見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③において事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び事情等は見

当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 40年９月から 42年２月１日まで 

    昭和 40年９月から 42年１月までＡ社に勤務していた。当時の同僚にはＢ

氏、Ｃ氏、Ｄ氏、Ｅ氏、Ｆ氏の各氏がいる。 

Ｇ社に勤めていたころ、当時役員であったＨ氏がＡ社に移られ、同氏の紹

介によりＡ社へ就職した。就職した時期はＨ氏の紹介によるため、Ｇ社との

関係もあり、退職してから３か月程期間をおいた昭和 40年９月ごろである。 

社会保険庁の記録では、申立期間が厚生年金保険に未加入とされており、

納得できない。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社に在職していたことは、申立人が同僚としている５人の名前

が、同社の厚生年金保険被保険者名簿で確認できること、及び申立期間中の昭

和 41年４月に入社した同僚による、「新入社員研修会に申立人が先輩・上司と

して参加していた」との陳述から認められる。 

   一方、雇用保険の記録によれば、申立人は、Ｉ市のＪ社で申立期間中の昭和

40 年 11 月１日に被保険者資格を取得し、41年１月 31 日に離職していること

が確認でき、申立期間のうち同年１月以前はＡ社には在職していなかったもの

と考えられる。 

また、申立人が、 Ａ社を紹介してくれたと陳述しているＧ社の上司であっ

たＨ氏は、社会保険庁の記録により昭和 40 年７月１日から申立期間中の同年

11月 21日までＫ県の別会社における厚生年金保険加入記録が確認できること、

及び 41 年４月１日にＡ社の厚生年金保険被保険者資格を喪失している同僚が、

同氏について｢役員として社員教育を担当していた｣と陳述していることから、

40 年 11 月末から 41 年３月までの間にＡ社に移ったものと推測されるが、社



会保険庁の記録によれば、同氏がＡ社で厚生年金保険被保険者資格を取得した

のは同年 10月１日であることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、事務を担当していた同僚から、｢当時は入社後すぐ

に退職する者が多かったことから、新入社員については仕事が続きそうか見極

めるため、入社後６か月から８か月後に厚生年金保険被保険者資格の取得の手

続をとっていた。｣との陳述が得られた。 

加えて、Ａ社の被保険者名簿で生年月日から昭和 41 年３月が高校卒業時期

に当たり、厚生年金保険被保険者資格の取得の前歴の無い者 11 人について、

厚生年金保険被保険者資格の取得日をみると、同年４月１日２人、同年５月１

日５人、同年７月１日１人、同年９月１日２人、42 年３月１日１人となって

いることが確認できる。 

以上の事情から、申立期間当時、Ａ社では、厚生年金保険の加入手続につい

て人により扱いが区々となっており、申立人については、何らかの理由により

厚生年金保険被保険者資格の取得手続が行われないまま、Ｌ社に転職したと考

えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月 28日から同年８月１日まで 

           ② 昭和 45年 12月 31日から 46年３月８日まで 

           ③ 昭和 47年８月１日から同年 10月 21日まで 

           ④ 昭和 47年 12月 21日から 48年８月 21日まで 

    私は、Ａ社に昭和 43年３月１日に入社し 49年 11月 29日まで、同社で勤

務していた。 

このたび、自身の年金記録を確認したところ、Ａ社が厚生年金保険の適用

事業所となった昭和 43年８月 14日以降、退職するまでの間において、同社

での厚生年金保険加入記録が無い期間が４つもあることが分かった（申立期

間①、②、③及び④）。 

いずれの申立期間についても、厚生年金保険に加入していたはずである。 

なお、申立期間①、②、③及び④とは別に、Ａ社に在職していた間に、Ｂ

社とＣ社での厚生年金保険加入記録があるが、Ｂ社は名称を知っている程度

であり、また、Ｃ社という社名は聞いたことが無く、なぜこのような会社の

厚生年金保険加入記録があるのか分からない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間①、②、③及び④当時、Ａ社で勤務していたことは、複数

の元同僚の陳述により推定できる。 

   しかし、申立人は、Ａ社における勤務状況について、様々な部署などで勤務

したが、それぞれの勤務時期は定かに記憶していない、また、Ａ社に在職して

いた期間の中に、Ｂ社、Ｃ社という別の会社での厚生年金加入記録があるとし

ている。 

そこで、申立人がＡ社に継続して勤務していたと陳述している期間における、

申立人の厚生年金保険加入記録を調べると、申立人がＡ社、Ｂ社、Ｃ社のそれ

ぞれにおいて厚生年金保険被保険者資格を得ている期間があることがそれぞ



れの会社の事業所別被保険者名簿により確認できる。 

そこで、上述の３社の関係をみると、Ａ社とＣ社は住所地が同一であること

が社会保険庁の記録により、また、Ａ社とＢ社の役員の一部が同一の親族で構

成されていることが各商業登記簿謄本により、それぞれ確認できるところ、こ

れらの会社は相互に何らかの関係があったとの陳述がＡ社の元役員から得ら

れた。 

ところで、申立期間①については、申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事

業所となった昭和43年８月14日に同社での厚生年金保険被保険者資格を取得

し、その資格を 44年４月 28日に喪失した直後の期間であるが、この喪失年月

日は、同社での申立人の雇用保険の離職日と整合している。 

また、申立期間①、②、及び③については、Ａ社、Ｂ社及びＣ社で厚生年金

保険加入記録のある間の前後期間であるが、これら３社の事業所別被保険者名

簿をみると、２社以上で厚生年金保険加入記録がある者が申立人以外に４人お

り、このうち３人はこれらの会社での被保険者資格の取得及び喪失の間に厚生

年金保険に加入していない空白の期間があることが確認できるところ、この空

白の期間については上記の３人のうちの１人の陳述からこれらの会社の異動

時期に生じたものと推定できる。 

さらに、上述のうち、Ｂ社及びＣ社の社長の厚生年金保険未加入期間は、申

立人の申立期間②及び③とほぼ一致することが、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の各事業

所別被保険者名簿により確認できる。 

このことから、申立期間①、②、及び③については、上述の３社の間におけ

る転籍の際に、事業主が何らかの事情により厚生年金保険に加入しない取扱い

を行っていた可能性を否定できない。 

申立期間④については、申立人の申立期間④前後のＡ社における厚生年金保

険被保険者資格の資格取得及び喪失年月日は、同社での雇用保険の資格取得及

び離職年月日と一致しているとともに、申立人は申立期間④のすべての期間に

おいて、国民年金保険料を納付している。 

また、申立期間①、②、③及び④については、これらの各期間に係る上述の

３社の各事業所別被保険者名簿には、いずれも申立人の名前は無く、健康保険

証の整理番号は連番で欠番もみられない。 

さらに、申立人は、申立期間①、②、③及び④における給与額、厚生年金保

険料控除及びそのほかの公的控除に関する記憶があいまいである。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③及び④において事業主により給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3166 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ： 昭和 37年７月から 38年１月９日まで 

私は、昭和 37年７月９日にＡ社に臨時現業員として採用され、38年１月

９日に本務採用となった。臨時現業員であった 37年７月から 38年１月９日

までの厚生年金保険加入記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における在職については、申立人の保管するＡ社長名の辞

令書に、申立人を「昭和 37年７月９日から 38年１月８日まで臨時現業員とし

て任命する」と記されていることから認められる。 

しかし、申立期間において、申立人が勤務していたＡ社については、厚生年

金保険の適用事業所であったことを確認できない。 

また、「Ｂ社」「Ｃ社」「Ｄ社」「Ｅ社」「Ｆ社」「Ｇ社」「Ｈ社」とＡ社

と名前が類似する厚生年金保険適用事業所がないか、社会保険庁のデーターベ

ースを検索したが、申立期間当時にそのような適用事業所は確認できなかった。 

さらに、Ａ社の給与計算及び社会保険事務担当者は、Ａ社の臨時現業職員が

厚生年金保険に加入したことを確認できるのは昭和 49 年４月１日以降でそれ

以前については不明である、また、厚生年金保険に加入していなければ、給与

から保険料は控除していなかったと思うと陳述している。 

加えて、申立人は、申立期間当時の給与から厚生年金保険料が控除されてい

たかどうかは分からないとしており、保険料控除に関する記憶があいまいであ

る。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料や周辺事情等も見当たらなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 11月から 58年８月まで 

    昭和 57 年 11 月から 58 年８月までＡ社Ｂ支社に勤務していたが、厚生年

金保険の加入記録が無いのが納得できない。本社はＣ市にあったので調べて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が本社であると陳述しているＣ市のＡ社は、社会保険庁の記録によ

り適用事業所（昭和 56年７月１日に新規適用、平成 14年８月 25日に全喪）

であったことが確認できる。 

そこで、同事業所における厚生年金保険の適用状況についてみると、申立

人がＢ支社で同時期に勤務していたとする同僚に厚生年金保険の加入記録

が見当たらないことから、同事業所は一部の従業員について社会保険を適用

しない取扱いであったと考えるのが相当である。 

また、雇用保険の記録により、申立人は申立期間において求職者給付を受

給していたことが確認できることから、厚生年金保険の被保険者資格は取得

していなかったと考えられる。 

さらに、同事業所の被保険者名簿には、申立期間における健康保険番号の

欠落は見られないことから、申立人の記録が失われたとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月から同年８月まで 

                      ② 昭和 60年５月から同年８月まで 

昭和 37 年３月から同年８月までＡ社に正社員として勤務し（申立期間

①）、60 年５月から同年８月までＢ社で店長をしていた（申立期間②）の

で、この期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人はＡ社に勤務していたと申し立てているとこ

ろ、同社の関連企業であるＣ社の被保険者名簿に申立人が名前を挙げた上司

と同僚の名前が確認できることから、申立人がＡ社ではなくＣ社に勤務して

いたことは推定できる。 

そこで、Ｃ社における社会保険の適用状況をみると、同僚から「同社の同

窓会で、入社日と厚生年金保険の資格取得日が一致していない人が何人もい

るという話を聞いた」との陳述が得られた。このことから、当時、同社では

一部の従業員について入社後一定期間経過後に被保険者資格を取得させる

取扱いであり、申立人は被保険者資格を取得する前に退職したと考えるのが

相当である。 

次に、申立期間②について、申立人の雇用保険の加入記録は見当たらない

ほか、社会保険庁の記録から申立人は当該期間に国民年金に加入し保険料を

納付していることが確認できる。 

また、申立期間①及び②に係る事業所の被保険者名簿には、いずれも健康

保険番号の欠落は見当たらないことから、申立人の記録が失われたとは考え

難い。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において、事業主により給与から厚



生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3169 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年５月から 44年５月１日まで 

私は、昭和 39 年５月から 44 年４月 30 日までＡ社で勤務していたが、当

該期間について社会保険事務所に照会したところ、厚生年金保険に加入して

いた事実が無い旨の回答をもらった。納得ができないので、再調査をお願い

したい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の在職状況については、Ａ社の事業主及び同僚が申立人について明確

に記憶していることから、申立期間において同社で勤務していたことが確認で

きる。 

そこで、同社の社会保険の適用関係をみると、昭和 52 年２月１日に新規適

用事業所になっていることが確認でき、申立期間は適用事業所となる前の期間

に当たる。 

また、申立人は申立期間において給与から厚生年金保険料が控除されていた

ことは記憶していないとしているほか、事業主は、同社が適用事業所となるま

での間は給与から厚生年金保険料を控除していなかったと陳述している。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3170 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 42年４月６日まで 

    60歳になるころ、年金の裁定請求手続のため、社会保険事務所で年金記録

を照会したところ、昭和 27年４月１日から 42年４月６日まで 15年間勤務

したＡ社の厚生年金保険加入期間が脱退手当金支給済みとの回答があった。 

脱退手当金が支給されたとされる昭和 43年 1月当時は、制度についての

知識も無く、また、請求した記憶も無く、受給していない。 

Ａ社での厚生年金保険加入期間を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社を昭和 42 年４月６日に退職したが、脱退手当金を請求した

記憶は無く、受給していないとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約８か月後の昭和43年１月24日に支給決定されていることが

確認できる。 

   そこで、申立人の厚生年金保険被保険者名簿(原票)を見ると、脱退手当金の

支給を示す「脱退」の印影が確認できるほか、その印影には受付日と思われる

「昭和 43年１月８日」との表示がある。 

   また、申立人に係るＢ市の国民年金被保険者台帳を見ると、「27年４月１日

～42 年４月６日脱退金受け取り済カラ期間 72 ヶ月」との記載が確認できる。

このことから、当時、申立人が同市において国民年金の手続を行った際に、同

期間の年金加入状況について申告を行い、それに基づき、市が同台帳に記載し

たものと推察される。 

   さらに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえず、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3171 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 32年３月 21日から 33年２月 11日まで 

          ② 昭和 33年６月 12 日から 35年 12月 21日まで 

          ③ 昭和 35年 12月 21日から 37年７月 31日まで 

          ④ 昭和 39年１月 25 日から 42年２月７日まで 

 年金特別便が届いたので、厚生年金保険加入期間を確認したところ、結婚

前に勤務していたＡ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社の期間が抜けていた。社会保険

事務所で、４社の厚生年金保険被保険者記録を調べてもらったところ、脱退

手当金を支給済みとの説明を受けた。当時は脱退手当金の制度を知らず、脱

退手当金は受け取っていないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間①、②及び③に係るものと申立期間④に

係るものの２回にわたり支給されたと記録されているところ、申立人は、脱退

手当金が支給されたとする時期にはその制度を知らず、いずれも脱退手当金は

受給していないと申し立てている。 

そこで、申立期間①、②及び③についてみると、厚生年金保険記号番号払出

簿の備考欄には、申立人の氏名及び生年月日の訂正届がＣ社を退職した約４か

月後の昭和 37 年 11 月 27 日に提出された記録が確認でき、当該期間の脱退手

当金が 38年２月 20日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の

請求に併せて氏名及び生年月日の訂正が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の被保険者名簿に脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 



次に、申立期間④についてみると、Ｄ社の被保険者名簿の申立人が記載され

ているページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の厚生

年金保険資格喪失日である昭和 42年２月の前後約２年に資格を喪失した者 10

名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、６名に脱退手当金の支給記録が

あり、うち５名について資格喪失日の約６か月以内に脱退手当金の支給決定が

なされていることを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求がな

された可能性は否定できない。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ｄ社での厚生

年金保険資格喪失日から約４か月後の昭和42年６月10日に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


